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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化と安全な 

長期検体保管体制の確立を志向した研究-患者本位のがん医療の実現を目指して 

 

鈴木 直  聖マリアンナ医科大学 主任教授 

 

小児・AYA世代がん患者等に対する妊孕性温存の診療（がん・生殖医療）においては、対象患者が

一般不妊患者ではなく、がん患者となることから、がん・生殖医療はがん医療の一環となる。がん

治療医は、患者の病状と治療内容を参考にして、治療開始前の的確なタイミングに、患者並びに家

族に対して「がん治療による不妊の影響（生殖機能（妊孕性）低下若しくは喪失の可能性）」に関

する正確な情報を提供する必要がある。2021 年 4 月から、国と自治体による妊孕性温存研究促進

事業が開始したことから、現在の課題となる「がん治療医から治療による不妊の影響に関する患者

に対する情報提供不足」の解消に向けた改善策の検討が肝要である。同様に、全国 47 都道府県に

がん治療医と生殖医療医並びに医療従事者によるがん・生殖医療ネットワークが着実に構築されつ

つある中、小児・AYA世代がん患者にとって、がん治療開始前に医師から治療による妊孕性の影響

について説明がなされない限り、本事象を知る手段が限られてしまう不利益を被ることになる。こ

れら課題を解決するためには、がん治療医に対する本領域の啓発並びに相談支援センターの活用

（患者目線）、がん領域並びに生殖医療域における医療従事者（看護師、薬剤師、心理師、ソーシ

ャルワーカー、遺伝カウンセラー等）のがん・生殖医療に関する人材育成が必須となる。 

これまで、平成 26-28 年度厚生労働科学研究がん対策推進総合研究（研究代表者 鈴木直）、平成

29-31年度厚生労働科学研究（研究代表者 鈴木直）等の厚生労働科学研究の成果と日本がん・生殖

医療学会を中心とした関連学会との密接な連携実績を基盤として、本研究では 3 年間の期間で、7

つの研究を計画立案した；研究① がん・生殖医療における心理教育プログラムの開発と介入の効

果検証、研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による心理支援強化を

目指した研究、研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対するインフォームドコンセント

(IC)およびインフォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研究、研究④ 生殖機能温存を選択

できなかった患者の心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA世代がんサバイバーを対象

とした、がん・生殖医療に関する経済負担に関する実態調査、研究⑤ 安全で適切な長期検体温存

方法および運用体制の構築を志向した研究、研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別養子

縁組制度の普及に向けた研究、研究⑦「がんとの共生」分野における AYA世代がん患者の課題解決

に向けた研究。研究①-④においては、小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理

支援体制の均てん化を志向した政策提言並びに「がんとの共生」における重要テーマの一つである

「妊孕性温存（生殖機能温存）」に関する課題を明らかすることを目指して研究が立案された。ま

た、研究⑤ においては、海外諸国における安全な長期検体保管体制の現状を参考に、本邦におけ

る長期検体保管体制のあり方の政策提言を目指して研究が立案された。3年間の研究期間で得られ

た成果等から、研究班「小児・AYA世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の均
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てん化と安全な長期検体保管体制の確立を志向した研究-患者本位のがん医療の実現を目指して」

から、がん対策推進を志向した政策提言を以下に記す。 

政策提言； 

（１） 小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存に関わる心理支援体制の均てん化の推進が急

務である（妊孕性温存できなかった若しくは希望しなかったがん患者に対する心理社会的

ケアを含む） 

（２） がん診療拠点病院等において、がん治療医から治療による妊孕性に与える影響や妊孕性温

存療法に関して、的確なタイミングで確実な情報を患者に提供できる体制の構築を強く要

望する 

（３） がん治療開始前後の妊孕性温存療法等に関する意思決定支援体制の構築を志向して、がん

診療拠点病院等の医療従事者（看護師、薬剤師、心理師、ソーシャルワーカー、遺伝カウ

ンセラー等）の人材育成に係る教育体制の構築を強く要望する（本研究班の成果物：がん・

生殖医療専門心理士、認定がん・生殖医療ナビゲーター教育プログラム、がん・生殖ナビ

ゲーター看護師（OFNN）教育プログラム等） 

（４） 小児がん診療拠点病院等において、がん治療医から治療による妊孕性に与える影響や妊孕

性温存療法に関して、的確なタイミングで確実な情報を医療従事者と共に患者に提供でき

る体制の構築を強く要望する（本研究班の成果物：意思決定支援の動画） 

（５） 小児・思春期世代がん患者に対する、産婦人科医との女性ヘルスケアに関する移行期医療

体制の構築が急務である 

（６） 「がんとの共生」に関連のある、がんサバイバーシップ向上（がん相談支援センターの関

わり、新しい家族の形（里親・特別養子縁組）の模索、アピアランスケアのサポート等）

のさらなる推進を要望する 

（７） 安全で適切な長期検体温存方法および運用体制の構築が急務である 

 

研究分担者 

 小泉智恵（獨協医科大学埼玉医療センター） 

 津川浩一郎（聖マリアンナ医科大学乳腺・内分泌外科学） 

 杉本公平（獨協医科大学埼玉医療センター） 

 川井清考（亀田総合病院生殖医療科） 

 福間英祐（亀田総合病院乳腺科） 

 古井辰郎（岐阜大学大学院医学系研究科産科婦人科学） 

 二村 学（岐阜大学医学部腫瘍外科（乳腺外科）） 

 高井 泰（埼玉医科大学総合医療センター産婦人科学） 

 松本広志（埼玉県立がんセンター乳腺外科） 

 大野真司（がん研有明病院乳腺センター乳腺外科） 

 山内英子（聖路加国際大学研究センター（聖路加国際病院乳腺外科）） 

 木村文則（奈良県立医科大学産婦人科学講座） 

 西山博之（筑波大学医学医療系臨床医学域腎泌尿器外科） 
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 根来宏光（筑波大学医学医療系臨床医学域腎泌尿器外科） 

 湯村 寧（公立大学法人横浜市立大学泌尿器科） 

 高江正道（聖マリアンナ医科大学医学部産婦人科学） 

 杉下陽堂（聖マリアンナ医科大学医学部産婦人科学） 

 池田智明（三重大学 大学院医学系研究科産科婦人科学） 

 大須賀穣（東京大学大学院医学系研究科産婦人科学） 

 杉山 隆（愛媛大学 大学院医学系研究科産科婦人科学） 

 松本公一（国立研究開発法人国立成育医療研究センター小児がんセンター） 

 太田邦明（東京労災病院産婦人科） 

平山雅浩（三重大学大学院医学系研究科小児科学分野） 

滝田順子（京都大学大学院医学研究科発達小児科学） 

渡邊知映（昭和大学保健医療学部） 

堀江昭史（京都大学医学部婦人科学産科学） 

小野政徳（東京医科大学産科婦人科学教室） 

宮地 充（京都府立医科大学大学院医学研究院 小児科学） 

真部 淳（北海道大学大学院医学研究院小児科学教室） 

慶野 大 （神奈川県立こども医療センター血液・腫瘍科） 

岩端秀之（聖マリアンナ医科大学医学部産婦人科学） 

原田美由紀（東京大学大学院医学系研究科産婦人科学） 

鈴木達也（獨協医科大学病院リプロダクションセンター） 

前沢忠志（三重大学医学部附属病院産科婦人科） 

竹中基記（岐阜大学医学部附属病院産科婦人科学） 

奈良和子（亀田総合病院医療技術部） 

北野敦子（聖路加国際大学 聖路加国際病院・腫瘍内科） 

片桐由起子（東邦大学医学部産科婦人科学講座） 

高橋俊文（福島県立医科大学ふくしま子ども・女性医療支援センター） 

佐藤美紀子（日本大学医学部産婦人学教室） 

洞下由記（聖マリアンナ医科大学医学部産婦人科学） 

久慈志保（聖マリアンナ医科大学医学部産婦人科学） 

中村健太郎（聖マリアンナ医科大学医学部産婦人科学） 

坂本はと恵（国立研究開発法人国立がん研究センター東病院サポーティブケアセンター） 

伊東雅美（富山大学附属病院産科婦人科） 

岩谷胤生（岡山大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器・乳腺内分泌外科学（第二外科学）） 

秋田直洋（愛知医療センター名古屋第一病院小児科） 

米村雅人（国立がん研究センター東病院薬剤部） 

歌野智之（国立成育医療研究センター薬剤部） 

網野一真（諏訪赤十字病院薬剤部） 
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Ａ．研究目的 

本研究では、がんサバイバーシップ（生殖機能）

に主眼をおいて、「小児・AYA 世代がん患者に対す

る生殖機能温存に関わる心理体制の均てん化と安

全な長期保管体制の確立」目指した 7 つの研究を

行い、政策提言を行う。 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログ

ラムの開発と介入の効果検証、研究② 認定がん・

生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発に

よる心理支援強化を目指した研究、研究③ 小児・

AYA 世代がん患者ならびに家族に対するインフォ

ームドコンセント(IC)およびインフォームドアセ

ント(IA)の方法の検証に関する研究、研究④ 生殖

機能温存を選択できなかった患者の心理支援のあ

り方に関する研究ならびに小児・AYA 世代がんサ

バイバーを対象とした、がん・生殖医療に関する

経済負担に関する実態調査、研究⑤ 安全で適切な

長期検体温存方法および運用体制の構築を志向し

た研究、研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・

特別養子縁組制度の普及に向けた研究、研究⑦ 

「がんとの共生」分野における AYA 世代がん患者

の課題解決に向けた研究。 

 

Ｂ．研究方法 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログラ

ムの開発と介入の効果検証：①-1若年成人未婚男

性がん患者における精子凍結後の心理教育プログ

ラムによる RCT（CONFRONT 試験）と若年乳がん患

者（未婚）における妊孕性温存の心理教育プログ

ラムによる RCT（RESPECT試験）、①-2がん・生殖

医療専門心理士の質的向上を志向した研究（がん・

生殖医療専門心理士の実態調査、研修プログラム

の作成、がん・生殖医療専門心理士による妊孕性

温存に関する意思決定支援の質指標（Quality 

Indicator：以下 QI）の策定）を進めた。 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教

育プログラムと啓発による心理支援強化を目指し

た研究、②-2がん・生殖医療における遺伝カウン

セラーの役割に関する実態調査、②-3 がん・生殖

医療における人材育成に関する研究（薬剤師）、並

びに、②-4 がん・生殖医療における人材育成に関

する研究（（看護師）「がん・生殖医療ナビゲーター

看護師（OFNN）教育プログラム」の開発）を進めた。 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に

対するインフォームドコンセント(IC)およびイン

フォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究（動画の作成）、③-2小児がん拠点

病院を対象とした webinar 開催による啓発活動、

並びに、③-3小児科から産婦人科への移行医療の

実態把握とその推進に関する研究を進めた。 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究、並びに、④-2小児・

AYA世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖

医療に関する経済負担に関する実態調査を進めた。 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：⑤-1本邦における

小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存にお

ける長期検体保管体制に関する実態調査、並びに、

⑤-2 本邦における胚培養士を対象とした妊孕性

温存療法の実施状況調査を進めた。 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別養

子縁組制度の普及に向けた研究：1)全国の里親会

66団体への実態調査、2)児童相談所のがん・生殖

医療に対する意識調査、3)がん治療医を対象とし

た里親制度・特別養子縁組制度に関する意識調査、

4)児童福祉界におけるがん教育プログラム作成に

係る当事者調査）を進めた。 

研究⑦「がんとの共生」分野における AYA世代が

ん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1「がんとの
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共生」分野におけるがん相談支援センターの現状

の課題抽出を志向した実態調査研究（実態調査）、

並びに、⑦-2 アピアランスケアの啓発に関する研

究（実態調査）を進めた。 

 

（倫理面への配慮） 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログラ

ムの開発と介入の効果検証：①-2がん・生殖医療

専門心理士の質的向上を志向した研究は、亀田総

合病院臨床研究審査委員会で承認された（承認番

号 20-096）。 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プ

ログラムと啓発による心理支援強化を目指した研

究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究：「医療従事者向けがん生殖医療研究プログラ

ム」は、東京医科大学臨床研究審査委員会で承認

された（承認番号 T2021-0300）。②-2がん・生殖

医療における遺伝カウンセラーの役割に関する実

態調査：日本がん生殖医学会に所属する医師（474

名）を対象として、選択式アンケートは、東邦大学

医療センター大森病院の倫理委員会での承認され

た研究（令和 3年度実施）（承認番号：M21141）の

研究内容の追加として申請し、承認を得て実施さ

れた。②-3 がん・生殖医療における人材育成に関

する研究（薬剤師）: 「がん・生殖医療における

医師と薬剤師の連携に関する実態調査」は、三重

大学医学部臨床研究審査委員会で承認された（承

認番号 H2022-219）。②-4 がん・生殖医療におけ

る人材育成に関する研究（看護師）：「がん・生殖医

療ナビゲーター看護師（OFNN）教育プログラム」の

効果検証も、東京医科大学臨床研究審査委員会で

承認された（承認番号 T2021-0300）。 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対

するインフォームドコンセント(IC)およびインフ

ォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究：「小児・思春期がん患者の妊孕性

温存療法を選択する際の説明資材の開発研究」は、

聖マリアンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認

を得た（承認番号 第 4786 号）。③-2小児がん拠点

病院を対象とした webinar 開催による啓発活動：

「小児がん診療拠点病院における医療従事者の妊

孕性温存に対する意識の実態調査」は、三重大学

医学部臨床研究審査委員会で承認された（承認番

号 H2021-123）。 

③-3小児科から産婦人科への移行医療の実態把握

とその推進に関する研究において、産婦人科医を

対象としたアンケート調査は、聖マリアンナ医科

大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承認番号 

第 5387 号）。小児科医を対象としたアンケート調

査は、北海道大学医学部の倫理委員会にて承認を

得た（承認番号 医 21-008）。 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究における調査は、聖マ

リアンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得

た（承認番号 第 5378号）。④-2小児・AYA世代が

んサバイバーを対象とした、がん・生殖医療に関

する経済負担に関する実態調査: 「AYA世代(思春

期・若年成人)がん患者のがん・生殖医療に対する

経済負担に関する実態調査」に関して、聖路加国

際病院の研究倫理審査委員会の承認（承認番号：

5051）、並びに聖マリアンナ医科大学 生命倫理委

員会にて承認を得た（承認番号 第 5051号）。 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：「本邦における小

児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存におけ

る長期検体保管体制に関する実態調査」は、三重

大学医学部倫理委員会にて承認を得た（承認番号：

H2020-183）。研究⑤-2 本邦における胚培養士を対

象とした妊孕性温存療法の実施状況調査:「本邦に

おける胚培養士を対象とした妊孕性温存療法の実
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施状況調査」は、聖マリアンナ医科大学 生命倫理

委員会にて承認を得た（承認番号 第 5093号）。 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別養

子縁組制度の普及に向けた研究：「がん・生殖医療

における里親制度・特別養子縁組制度の普及に向

けた研究」は、獨協医科大学倫理委員会にて承認

を得た（承認番号：21042）。「がん治療医を対象と

した、里親・養子縁組に関する情報提供の実態調

査」は、東京慈恵会医科大学倫理委員会で承認さ

れた（承認番号 34-047(11192)）。「がん経験者の

里親・養子縁組に関する調査」は静岡大学倫理委

員会で承認された（承認番号 静岡大学倫理審査

21-52）。 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA世代が

ん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんとの

共生」分野におけるがん相談支援センターの現状

の課題抽出を志向した実態調査研究:「がんとの共

生」分野におけるがん相談支援センターの現状の

課題抽出を志向した実態調査研究」は、聖マリア

ンナ医科大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承

認番号 第 5874号）。⑦-2 アピアランスケアの啓

発に関する研究:「アピアランスケアに関する医療

者を対象とした実態調査」は、聖マリアンナ医科

大学 生命倫理委員会にて承認を得た（承認番号：

第 5831号）。 

 

Ｃ．研究結果、並びに Ｄ．考察 

研究① がん・生殖医療における心理教育プログラ

ムの開発と介入の効果検証：3年間の間、コロナ禍

でリクルートを行う心理師の受け入れ停止とする

施設もあり、症例獲得に難渋した。①-1；若年成人

未婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育

プログラムによる RCT（CONFRONT 試験）では、症

例の集積に難渋したことからリクルート期間の見

直し等行った。数症例を獲得し、有害事象の発生

はなかった。研究のさらなる継続を進める。 

若年乳がん患者（未婚）における妊孕性温存の心

理教育プログラムによる RCT（RESPECT試験）では、

現段階で 157症例（うち、介入群 79症例、統制群

78 症例）を獲得し、有害事象の発生はなかった。

研究のさらなる継続を進める。平成 26-28 年度厚

生労働科学研究がん対策推進総合研究（研究代表

者 鈴木直）で、日本生殖心理学会と共同で「がん・

生殖医療専門心理士」を養成し、質の高い心理カ

ウンセリングを患者に提供できる土壌を築き、そ

の結果「若年乳がん女性患者とその配偶者を対象

とした妊孕性温存に関する心理教育とカップル充

実セラピー」を開発し、多施設共同ランダム化比

較試験（O!PEACE試験）を実施した結果、心理士の

介入効果が確認された（Koizumi T, Suzuki N et 

al.Cancer 2023）。RESPECT 試験と CONFRONT 試験

は、O!PEACE試験と同様に、大変ユニークな心理介

入によるランダム化比較試験であることから、長

期にわたって心理社会的ケアが必要な、小児・AYA

世代がん患者のがんサバイバーシップ向上に資す

る研究となることが期待された。①-2；がん・生殖

医療専門心理士の質的向上を志向した研究では、

平成 26-28 年度厚生労働科学研究がん対策推進総

合研究（研究代表者 鈴木直）で、日本生殖心理学

会と共同で養成してきた、がん・生殖医療専門心

理士の実情を明らかにすることで、がん・生殖医

療専門心理士の資質向上を志向した研修プログラ

ムを開発することができた。その効果は、自己学

習という個人差があるが、小テスト＋説明資材＋

ロールプレイチェックリスト＋ロールプレイ解説

資料を用いて、介入ポイントを意識することで、

援助技術の習得が可能であった。又、「がん・生殖

医療専門心理士による妊孕性温存に関する意思決

定支援の QI」を 12指標策定することができ（資料

１）、専門心理士が目指すべき良質な援助の指標が

明確になった。 

研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プ

ログラムと啓発による心理支援強化を目指した研

究：②-1 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育

プログラムと啓発による心理支援強化を目指した

研究では、教育効果を有する（計 820 名の医療従
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事者が本教育プログラムに参加）、医療従事者向け

の妊孕性温存に関する教育プログラム（認定がん・

生殖医療ナビゲーターの教育プログラム）を開発

した（資料２）。本教育プログラムを実行すること

で、がんサバイバーシップ向上に資する人材育成

を行うことができると考える。②-2がん・生殖医

療における遺伝カウンセラーの役割に関する実態

調査では、 日本がん・生殖医療学会所属の医師を

対象として、「がん・生殖医療の情報提供を主に行

っている医師が、認定遺伝カウンセラーにがん・

生殖医療の分野で期待すること」、を明らかにする

目的で、アンケート調査を行った結果、遺伝性腫

瘍についてのみならずがん・生殖医療に関連した

内容を認定遺伝カウンセラーが情報提供するよう

に期待する回答が多く認められた。今後は、遺伝

性腫瘍が少なくない、小児・AYA世代がん患者に対

する遺伝カウンセラーの役割をより明確化するこ

とで、がんサバイバーシップ向上に資する人材育

成を行うことができると考える（資料３）。②-3 が

ん・生殖医療における人材育成に関する研究（薬

剤師）では、現在実施中のがん・生殖医療における

薬剤師と他職種との連携等について全国調査アン

ケート結果を解析することで、課題を抽出できる

と考えている。その結果、がんサバイバーシップ

向上に資する人材育成を行うことができると考え

る。②-4 がん・生殖医療における人材育成に関す

る研究（看護師）：臨床経験 3年以上のがん医療看

護師・生殖医療看護師それぞれ 50名以上を対象と

して、「がん・生殖医療ナビゲーター看護師（OFNN）

教育プログラム」を開発した。そして、本研究プロ

グラムの効果検証を目的とした評価研究（日本版

ENRICH研究）を実行し、良好な結果が得られた（資

料４）。本研究プログラムを実行することで、がん

サバイバーシップ向上に資する人材育成を行うこ

とができると考える。 

研究③ 小児・AYA 世代がん患者ならびに家族に対

するインフォームドコンセント(IC)およびインフ

ォームドアセント(IA)の方法の検証に関する研

究：③-1妊孕性温存に関する情報提供用の動画の

評価・検証研究では、ICと IAに関する、日米比較

を行い、小児・思春期世代がん患者に対するがん・

生殖医療における現状の課題を抽出することがで

きた。その課題を解決する一つの手段として、二

つの種類の動画を完成させることができた（資料

５，６）。③-3小児科から産婦人科への移行医療の

実態把握とその推進に関する研究では、全国の産

婦人科医を対象としたアンケート並びに小児科医

を対象としたアンケートを実施した結果、本邦で

の移行医療システムの構築は不十分であることが

明らかになった。具体的な解決すべき課題として、

医師側のがん・生殖医療分野の知識不足、患者へ

の説明不足、患者自身の病状に関する理解度不足

等である。これらは、小児科と産婦人科間の連携

（移行期医療）を円滑に実行するために、何より

も改善しなければならない課題である。以上より、

医師教育および患者教育が急務であると考えられ

た（資料７）。 

研究④ 生殖機能温存を選択できなかった患者の

心理支援のあり方に関する研究ならびに小児・AYA

世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖医

療に関する経済負担に関する実態調査：④-1生殖

機能を温存できなかった・しなかった患者の心理

支援のあり方に関する研究では、セクシャリティ

に関する相談相手にはサバイバーの友人を挙げる

方が多く、結びつきが強く示されている傾向があ

った。さらなる解析を現在進めている。④-2小児・

AYA世代がんサバイバーを対象とした、がん・生殖

医療に関する経済負担に関する実態調査の結果以

下の点が明らかになった。AYA世代がん患者は、妊

孕性温存を検討する過程において、医療者とのコ

ミュニケーションが不十分であると感じ、適切な

時期に、そして、年齢や子供のあるなしに関わら

ず平等に情報を与えられることを希望していた。

同時に、妊孕性温存についてより理解を深めるた

めの資料提供や相談・支援体制の拡充、経験者の

活用などが求められている。また、経済的支援な
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ど制度の拡充もまだなお課題となっている。 

研究⑤ 安全で適切な長期検体温存方法および運

用体制の構築を志向した研究：⑤-1 本邦における

小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存にお

ける長期検体保管体制に関する実態調査では、長

期保管体制が構築されて 10 年以上が経過してい

る海外の施設を視察することで、本法における長

期検体保管体制に対する提言を行う予定であった

が、3 年間のコロナ禍で海外渡航は極めて困難で

あり、研究を実行することができなかった。一方、

⑤-2 本邦における胚培養士を対象とした妊孕性

温存療法の実施状況調査では、本調査において多

くの施設で採用されている凍結融解方法を明らか

にすることができた。さらに、長期検体保存に関

する問題点と課題も明らかとなった（資料８，９）。 

研究⑥ がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に向けた研究では、がんサバ

イバーに対する里親制度・特別養子縁組制度に対

する情報提供のためのリールレット開発、並びに

市民公開講座による啓発を行流ことができた（資

料１０）。リーフレットにはアンケート調査をもと

に作成して、がんサバイバーの里親の体験談は調

査の結果をそのまま反映させた。その結果、里親

になる意思決定をする上でキーパーソンとなる両

親や兄弟の理解・支援の重要性を強調できる内容

のリーフレットになったと考えている。市民公開

講座講演では、里子たちが通常の家庭と変わらず

養育されている様子について語られており、養育

が終わった後も家族同然のつながりを保ち続けて

いることも聴衆に伝わったと考える。里親制度は

子どもが養育されるための制度であるということ

を再認識するとともに、里親になるということは

子どもを養護する立場になるのであるということ

も再確認できた。今後、里親として登録されるた

めに「医師の意見書」が求められることにも関わ

ってくるものと考えられる。つまり、医療者が家

族形成の意味、さらにはプレコンセプションケア、

その一環としての里親制度・特別養子縁組制度に

ついて認識を深めることが、がんサバイバーにこ

れらの制度が普及するうえで重要になってくるも

のと考えられる。 

 しかしながら、医療者の認知が進むことに関わ

らず、がんサバイバーの中には健康状態のなどの

理由で里親の認定を受けられないもの、養親にな

れないものも出てくるであろう。がんサバイバー

達が子どもをもつためではなく、子どもの養育に

関わる制度を充実させることによってがんサバイ

バー達も QOL を向上することができ、子ども達も

養育を受けられることによって安心・喜びをえる

ことができる、そのような新しい家族形成の形を

創造していくことが重要であると考えられた。 

研究⑦ 「がんとの共生」分野における AYA世代が

ん患者の課題解決に向けた研究：⑦-1 「がんとの

共生」分野におけるがん相談支援センターの現状

の課題抽出を志向した実態調査研究では、現在実

態調査が終了し、結果の分析を行なっている（資

料１１）。⑦-2 アピアランスケアの啓発に関する

研究においても、日本癌治療学会の会員を対象と

した実態調査を終え、詳細なデータについては解

析中であるが、現時点での解析結果からは「アピ

アランスケア」の文言や重要性の認識は、年々高

まっているものの、大学病院や一般病院において

も、いまだ浸透しているとは言い難いことが明ら

かになった（資料１２）。医療者が「アピアランス

ケア」をよく知り、実践することができれば、がん

治療中あるいは治療後の患者に対して、身体面の

向上だけでなく、社会とのつながりを維持し積極

的に活動することができる、すなわち社会面、心

理面、さらには経済面の向上にも影響を与え、QOL

を上昇させる可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

3年間の研究成果毎の政策提言を、本研究（小児・

AYA 世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる

心理支援体制の均てん化と安全な長期検体保管体

制の確立を志向した研究-患者本位のがん医療の
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実現を目指して）の結論として以下に記す。 

政策提言（令和 2年度）； 

① がん・生殖医療における専門的な知識及び技

能を有する医師以外の診療従事者の配置つい

て：小児・AYA世代がん患者等に対するがん・

生殖医療の提供時に、専門的な知識及び技能

を有する医師以外の診療従事者の配置は必須

である。そこで、がん患者指導管理料の施設

基準の見直し（専門心理士の追加）、または、

「がん・生殖医療カウンセリング加算」の新

設を提言する。 

✓ 専門心理士が、がん患者の心理的不安を軽減

するための面接（6回まで 200点）を行っても

算定できないことから、現場では専門心理士

の依頼無しに看護師が対応することが多い現

状がある。また、がん患者指導管理料は、医師

と看護師のみが算定となっているため、専門

心理士が医師と共同してがん治療方針や生殖

機能温存について患者・家族と相談しても算

定が出来ない。そのため、専門心理士が行う

介入や支援は、診療報酬の範囲外であること

から専門心理士への依頼は少なく、医療現場

で専門心理士が協働する障壁となっている可

能性がある。 

✓ 厚生労働省健康局長通知「がん診療連携拠点

病院等の整備について」では、地域がん診療

連携拠点病院の指定要件に、「コ．思春期と若

年性成人（AYA）世代にあるがん患者について

は、治療、就学、就労、生殖機能等に関する状

況や希望について確認し、必要に応じて、対

応できる医療機関やがん相談支援センターに

紹介すること」、「サ．生殖機能温存に関して

は、患者の希望を確認し、院内または地域の

生殖医療に関する診療科についての情報を提

供すると共に、当該診療科と治療に関する情

報を共有する体制を整備すること」となって

いる。また、がん相談支援センターの業務と

しても、「タ．がん治療に伴う生殖機能の影響

や生殖機能の温存に関する相談」が入ってい

る。 

✓ がん患者指導管理料の施設基準の見直し、又

は「がん・生殖医療カウンセリング加算」を新

設することによって、小児・AYA世代がん患者

に対する妊孕性温存に関する医療現場でが

ん・生殖医療専門心理士の配置が推進される

と予想できる。その結果、小児・AYA世代がん

患者等へ適切なタイミングで妊孕性温存に関

する正確な情報が提供され、さらに意思決定

支援並びに生殖医療施設への紹介などが円滑

に行われることになる。最終的に、小児・AYA

世代がん患者等に対する特有の長期的視点に

立った心理支援が可能となり、がん・生殖医

療の心理社会的支援が均てん化が進むことに

なる。 

✓ 令和 3 年 4 月から、小児・AYA 世代がん患者

等の妊孕性温存療法研究促進事業として、が

ん患者の経済的負担の軽減を図りつつ本領域

のエビデンス創出を目的とした助成金制度を、

国が開始した。妊孕性温存実施の基幹学会で

ある、日本産科婦人科学会と日本泌尿器学会

が定める新し、がん・生殖医療施設認定制度

には以下の文言が明記された；本法を実施す

る施設は、原疾患の治療実施医療機関と連携

して、原疾患治療前から治療後に至るまで、

患者への情報提供・相談支援・精神心理的支

援を行うことを条件とする。ただし、３年後

を目途として、「がん・生殖医療専門心理士、

OFNN（オンコファティリティー・ナビゲータ

ー・ナース）や認定がん・生殖医療ナビゲータ

ー等の意思決定支援に関わる医療従事者が常

勤していることが望ましい」の文言を加える。 

✓ 平成 26-28 年度厚生労働科学研究がん対策推

進総合研究（研究代表者 鈴木直）並びに平成

29-31 年度厚生労働科学研究がん対策推進総

合研究（研究代表者 鈴木直）で養成した、が

ん・生殖医療専門心理士が参画した多施設共
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同ランダム化比較試験（O!PEACE試験）では、

がん・生殖医療専門心理士による心理社会的

介入の妥当性が証明されている（現在論文投

稿準備中）。 

 

② がん・生殖医療における妊孕性温存療法にお

ける技術の標準化と地域格差解消に向けた方

策について：技術格差が大きくかつ国家資格

ではない胚培養士の養成（人材育成）と国家

資格化を提言する。 

✓ 本研究班の調査は、本邦における胚培養士を

対象としたがん・生殖医療に関する初めての

大規模調査となった。本調査によって、貴重

な検体を取り扱う、胚培養技術の実情を把握

し、技術者である胚培養士の本領域における

役割を明確にする一助となった。 

✓ 実際に、本調査から各種生殖細胞の凍結融解

方法ならびに用いられる凍結デバイスや試薬

等の現状が示され、未受精卵子凍結保存や胚

（受精卵）凍結保存においては、シェア率の

高い手法の存在が明らかとなった。また、各

凍結融解方法の手技は 90％ 以上がメーカー

推奨プロトコールに準じて実施されているこ

とから、手技動画の作成やワークショップの

開催等で全国の胚培養士に対し正確なプロト

コールを提示することで、技術手技の標準化

が可能になる。また、」必須である。 

胚培養士の養成（人材育成）に伴う妊孕性温存療

法における各種培養技術の標準化は、地域や施設

間における技術格差の解消に繋がる。 

 

政策提言（令和 3年度）； 

① がん・生殖医療における専門的な知識及び技

能を有する医師以外の診療従事者の配置つい

て： 

✓ 小児・AYA世代がん患者等に対するがん・生殖

医療の提供時に、専門的な知識及び技能を有

する医師以外の診療従事者の配置は必須であ

る。そこで、がん患者指導管理料の施設基準

の見直し（専門心理士の追加）、または、「が

ん・生殖医療カウンセリング加算」の新設を

提言する。 

✓ 専門心理士が、がん患者の心理的不安を軽減

するための面接（6回まで 200点）を行っても

算定できないことから、現場では専門心理士

の依頼無しに看護師が対応することが多い現

状がある。また、がん患者指導管理料は、医師

と看護師のみが算定となっているため、専門

心理士が医師と共同してがん治療方針や生殖

機能温存について患者・家族と相談しても算

定が出来ない。そのため、専門心理士が行う

介入や支援は、診療報酬の範囲外であること

から専門心理士への依頼は少なく、医療現場

で専門心理士が協働する障壁となっている可

能性がある。 

✓ がん患者指導管理料の施設基準の見直し、又

は「がん・生殖医療カウンセリング加算」を新

設することによって、小児・AYA世代がん患者

に対する妊孕性温存に関する医療現場でが

ん・生殖医療専門心理士の配置が推進される

と予想できる。その結果、小児・AYA世代がん

患者等へ適切なタイミングで妊孕性温存に関

する正確な情報が提供され、さらに意思決定

支援並びに生殖医療施設への紹介などが円滑

に行われ、最終的に、小児・AYA世代がん患者

等に対する特有の長期的視点に立った心理支

援が可能となる。そのためには、一定水準の

専門性の質を担保できるような研修プログラ

ムを開発し、がん・生殖医療専門心理士によ

る長期にわたるがん患者とその家族に対する

心理社会的援助の質の均てん化が急務である。 

✓ AYA世代がん患者は、妊孕性温存を検討する過

程において、量・質ともに豊富な情報ととも

に医療者とのコミュニケーションを必要とし

ている。同時に、妊孕性温存についてより理

解を深めるための資料提供（特に、小児・思春
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期世代がん患者に対するインフォームドアセ

ントに用いる資材等）や相談・支援体制の拡

充、経験者の活用などが求められている。一

方、「がん診療連携拠点病院等の整備について」

における「生殖機能の温存に関しては、患者

の希望を確認し、院内または地域の生殖医療

に関する診療科についての情報を提供すると

ともに、当該診療科と治療に関する情報を共

有する体制を整備すること」を可能にするた

めに、がん・生殖医療の正確な情報提供可能

な医療人材の育成が求められる。がん・生殖

医療における医療従事者（看護師、心理士、

薬剤師、ソーシャルワーカー、遺伝カウンセ

ラー等）の人材育成が急務である。 

✓ 小児・思春期世代がん患者に対する長期フォ

ローアップ体制の一環として、産婦人科医と

の移行医療の促進と、体制構築が急務である。

ホルモン環境の評価、卵巣予備能の評価、子

宮頸がん検診の推奨(キャッチアップ世代に

対して HPVワクチン接種勧奨)、そして第二が

ん（婦人科がん）の予防等、産婦人科医師の取

り組むべき対応は少なく無い。 

✓ がんサバイバーに血縁に依らない家族形成の

カタチがあることを伝え、豊かな人生設計の

選択肢を増やし、これからの歩みを共に考え

ることができるよう、がん・生殖医療におけ

る里親制度・特別養子縁組制度のさらなる普

及が急務である。 

 

③ がん・生殖医療における妊孕性温存療法にお

ける凍結検体の長期保管体制の構築並びに技

術の標準化と地域格差解消に向けた方策につ

いて：  

✓ 長期保管技術及び運用体制の構築について：

本法における妊孕性温存検体の長期保管体制

は、多くの施設において、不十分であること

が明らかになった。凍結保存タンクの使用期

限の設定や異常感知のためのシステム導入な

どは、多くの施設において構築されておらず、

異常時の手順や対策についても整備されてい

る施設が半数以下と少ない状況であることが

明らかとなった。そのため、凍結保存タンク

のリスク管理に関してさらなる詳細な情報を

調査し、凍結生殖細胞ならびに組織を安全か

つ確実に長期保存するための管理方法につい

てガイドラインや危機管理マニュアル等の作

成が急務となる。 

胚培養士の公的資格化の必要性について：がん・

生殖医療においては、一般不妊治療における生殖

医療と異なり、胚培養士は特殊な技術の取得が必

須となる。技術革新のために、より専門的な知識

や技術をもった胚培養士の育成や資格制度を設立

していく必要がある。小児・AYA世代がん患者等に

対する妊孕性温存療法の技術提供にとどまらず、

生殖医療全般の技術提供において、重要な役割を

果たす胚培養士の国家資格化が急務である。 

 

政策提言（令和 4年度）； 

（１）がん診療拠点病院等において、「がんとの共

生」を充実させる目的で、がん治療医から治療に

よる不妊の影響に関する患者に対する情報提供不

足解消に向けた、がん治療医に対する「がん・生

殖医療」のさらなる啓発を要望する：（研究 ③、

④、⑦） 

✓ 小児・AYA世代がん患者：「がんとの共生」「こ

れらを支える基盤の整備」分野の中間評価に

向けた整理（案）（第 75 回がん対策推進協議

会）によると、治療開始前に医師から治療に

よる不妊の影響について説明を受けた患者の

割合（40歳未満）が、成人 52.0%（2018年度

調査）、小児 53.8%（2019年度調査）と大変低

い値であった。小児・AYA世代がん患者等に対

する妊孕性温存の診療（がん・生殖医療）に

おいては、対象患者が一般不妊患者ではなく、

がん患者となることから、がん・生殖医療は

がん医療の一環となる。がん治療医は、患者

11



の病状と治療内容を参考にして、治療開始前

の的確なタイミングに、患者並びに家族に対

して「がん治療による不妊の影響（生殖機能

（妊孕性）低下若しくは喪失の可能性）」に関

する正確な情報を提供する必要がある。2021

年 4 月から、国の妊孕性温存研究促進事業が

開始したことから、現在の課題となる「がん

治療医から治療による不妊の影響に関する患

者に対する情報提供不足」の解消に向けた改

善策の検討が肝要である。同様に、国の妊孕

性温存研究促進事業が開始したことから、全

国 47 都道府県にがん治療医と生殖医療医並

びに医療従事者によるがん・生殖医療ネット

ワークが着実に構築されつつある中、小児・

AYA 世代がん患者にとって、がん治療開始前

に医師から治療による不妊の影響について説

明がなされない限り、本事象を知る手段が限

られてしまう不利益を被ることになる。AYA

世代（思春期・若年成人）がん患者のがん・

生殖医療に対する経済負担に関する実態調査

の結果、「情報提供のあり方」に関する意見や

要望ががん患者から最も多く要望され、適切

なタイミングでの十分な情報提供体制の構築

が急務であると判断できる。さらに本研究結

果から、年齢や子どもの有無で不妊のリスク

や妊孕性温存の情報提供がなされないなどの

差がないよう、がん患者に対する適切で的確

な情報提供の必要性が課題としてあげられた。

これら課題を解決するためには、がん治療医

に対する本領域の啓発並びに相談支援センタ

ーの活用（患者目線）が必須となる。がん・

生殖医療領域おけるがん相談員の人材育成を

目的とした研究の継続が望まれる。 

✓ アピアランスケア：医療者が「アピアランス

ケア」をよく知り、実践することができれば、

がん治療中あるいは治療後の患者に対して、

身体面の向上だけでなく、社会とのつながり

を維持し積極的に活動することができると考

える。引き続き、がん治療医に対するアピア

ランスケアの啓発目的とした研究の継続が望

まれる。 

✓ 小児がん拠点病院：小児がん拠点病院 7 つの

ブロックを対象としてがん・生殖医療に関す

る啓発を目的とした研究の結果、本領域に関

する障壁等の問題点が浮き彫りになった。小

児・思春期がん患者に対する診療に携わる医

療者に対する、本領域のさらなる啓発に関す

る研究の継続が望まれる。 

✓ 移行期医療：小児がんの晩期合併症には生殖

機能への影響があり、小児がん克服患者に対

し産婦人科医が関わることは重要なことであ

る。しかしながら、本邦では、小児科と産婦

人科の医師や医療従事者間の移行医療が広く

施行されておらず、本領域における後進国に

なっている。本研究の実態調査から、今後、

小児がん患者における小児科医から産婦人科

医への移行期医療のシステム構築が急務であ

る。 

✓ 小児・思春期世代がん患者に対するインフォ

ームドアセント：医療従事者の評価で、臨床

現場で使用したいという意見が 86% と高い

評価を得ることができた、小児・思春期世代

がん患者に対する卵巣組織凍結に関する動画

を、小児がん拠点病院等で実臨床での使用が

望まれる。 

 

（２）がん診療拠点病院等において、がん・生殖

医療における専門的な知識及び技能を有する医師

以外の診療従事者を対象とした、がん・生殖医療

に関わる人材育成を要望する：（研究 ①、②、④、

⑤） 

✓ 人材育成（心理士）：がん・生殖医療専門心理

士は、がん治療や生殖機能温存に関しての情

報提供や意思決定支援、心理・社会的支援を

患者や家族に提供する専門家である。2016年

から養成を開始し、2023 年 4 月１日現在 73
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名のがん・生殖医療専門心理士が認定されて

いる。2020年度に行ったがん・生殖医療専門

心理士の実態調査によると、がん・生殖医療

の臨床に携れない者がおり、臨床経験を積む

ことで援助技術を向上させることが難しい場

合があることが判明した。そこで、がん・生

殖医療専門心理士が活動する地域において、

がん患者、家族への情報提供、相談支援、精

神心理的支援の質の均てん化を図るために、

一定水準の専門性の質を担保できるような研

修体制を構築することを目的として、新たな

研修プログラムを開発した。研修プログラム

で自己学習し、ロールプレイを行い録画して、

動画でセルフチェックを行い自己研鑽に努め

ることを資格更新条件にすることで、臨床経

験を積むことができないがん・生殖医療専門

心理士も一定の質を維持していくことが可能

となると考えている。さらに、「がん・生殖医

療専門心理士による妊孕性温存に関する意思

決定支援の QI」を 12 指標策定することで、

がん・生殖医療専門心理士が目指すべき良質

な援助の指標が明確になった。現在、若年成

人未婚女性を対象とした、メンタルヘルスの

改善と妊孕性温存の意思決定に関する心理カ

ウンセリングを開発による介入を行い、精神

的健康、精神的回復力、意思決定葛藤に対し

て改善効果があるか否かを検証する、ランダ

ム化比較試験（RESPECT 試験）を継続してい

る。さらに、がん治療に際して精子凍結保存

をした若年がん患者の男性向けの凍結精子の

医療情報とコミュニケーションに関する心理

教育動画を制作すること、がん治療に際して

精子凍結保存をした若年がん患者の男性を対

象に動画視聴してもらって動画の評価を調査

することを目的とした、ランダム化比較試験

（CONFRONT 試験）を継続している。今後は、

生殖機能温存を選択できなかった患者の心理

支援のあり方を検証し、長期にわたる心理社

会的支援体制の構築を目指す必要性がある。 

✓ 人材育成（看護師）：がん・生殖医療における

心理支援を強化することに寄与する人材育成

として、有効性を検証することができた、が

ん・生殖ナビゲーター看護師（OFNN）の教育

プログラムを開発した。具体的には、知識と

実践への自己効力感の向上に長期的な教育効

果があることが明らかになった。がん・生殖

医療に関わる、がん領域並びに生殖医療領域

の看護師の人材育成ツールとして、本教育プ

ログラムの活用が期待される。 

✓ 人材育成（薬剤師）：薬剤師は、抗がん剤など

の薬剤の毒性や性腺毒性等の知識が豊富であ

り、患者に正確な情報を迅速に与えることが

期待できる。しかしながら現在、がん・生殖

医療への薬剤師の関りは限定的であり、より

広い関りが期待される。引き続き、薬剤師の

人材育成を目的とした研究の継続が望まれる。 

✓ 人材育成（遺伝カウンセラー）：小児・AYA世

代がんは、遺伝性腫瘍が少なくない領域であ

る。認定遺伝カウンセラー®が、がん・生殖医

療のカウンセリングや情報提供に関わること

で、がん・生殖医療の意思決定支援がさらに

充足されると考えている。引き続き、遺伝カ

ウンセラーの人材育成を目的とした研究の継

続が望まれる。 

✓ 人材育成（胚培養士）：胚培養士の養成（人材

育成）に伴う妊孕性温存療法における各種培

養技術の標準化は、地域や施設間における技

術格差の解消に繋がる。手技動画の作成やワ

ークショップの開催等で全国の胚培養士に対

し正確なプロトコールを提示することで、技

術手技の標準化が可能になると考える。引き

続き、胚培養士の人材育成を目的とした研究

の継続が望まれる。 

✓ 人材育成（医療従事者）：全国の医師、薬剤師、

看護師、助産師、保健師、認定遺伝カウンセ

ラー®等の医療従事者を対象とした教育効果
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検証によって、医療従事者向けの妊孕性温存

に関する知識および支援方法に関する e-

learning教材を完成させた。今後、本教材を

元に、医療従事者向けの普及・教育活動を継

続し、本邦で適切な妊孕性温存療法が普及・

供給されるための支援を志向して、本教材の

活用が期待される。 

（３）安全で適切な長期検体温存方法および運用

体制の構築が急務である：（研究 ⑤） 

✓ 本邦では、生殖医療実施施設は民間の施設に

多く、各々の施設で独自の診療を行っており、

本邦としての統一した方法や、精子や卵子と

いった配偶子の凍結保存の管理体制にも一定

の指針がなかった。海外では、液体窒素タン

クの破損等で多くの配偶子が失われるような

事故が発生している。妊孕性温存検体は、不

妊治療による検体よりも保存期間が長期に渡

る上、万が一失われれば取り返しがつかない

事態となる。そのため、より厳格な管理体制

が求められるが、本邦にはその指針となるも

のが存在しない。本邦における妊孕性温存検

体の長期保管における管理指針等を作成し、

本邦における管理体制の標準化が急務である。 

 

（４）がん・生殖医療における里親制度・特別養

子縁組制度の普及が急務である：（研究 ⑥） 

がん・生殖医療領域においては、米国の

Oncofertility Consortium が提唱するように、が

んサバイバーに血縁に依らない家族形成のカタチ

があることを伝え、豊かな人生設計の選択肢を増

やすことが、求められている。引き続き、がんサバ

イバーに対する里親制度・特別養子縁組制度の情

報提供等、支援体制の構築が望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

   特記すべき事項なし 
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Chugai Web Seminar, 2020 年 12月. 

14) 鈴木直. 小児・AYA 世代がん患者に対するが

ん・生殖医療の現状－社会的、臨床的ならび

に基礎的課題, 第 25 回日本生殖内分泌学会

学術集会, 2020年 12月. 

15) 中村健太郎, 高江正道, 鈴木直. PARP 阻害

薬は卵巣機能へ影響を与える, 第 25 回日本

生殖内分泌学会学術集会, 2020年 12月. 

16) 鈴木直. 卵巣癌・卵管癌・腹膜癌, 第 62回日

本婦人科腫瘍学会学術講演会, 2021年 1月. 

17) 鈴木直. 生殖能を有する患者への医薬品リス

クに関するガイダンス, 第 11回日本がん・生

殖医療学会学術集会, 2021年 2月. 
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18) 鈴木直. 本邦におけるがん・生殖医療のこれ

までとこれから－JSFP が取り組むべき課題, 

第 11 回日本がん・生殖医療学会学術集会, 

2021年 2月. 

19) 岩端秀之, 岩端由里子, 小沢あずさ, 高江正

道, 洞下由記, 鈴木直. 効率的な人工卵巣の

開発を目指して, 第 11回日本がん・生殖医療

学会学術集会, 2021年 2月. 

20) 杉下陽堂, 鈴木直. 卵巣組織凍結の工夫, 第

11 回日本がん・生殖医療学会学術集会, 2021

年 2月. 

21) 高江正道, 鈴木直. 卵巣組織移植のピットフ

ォール, 第 11回日本がん・生殖医療学会学術

集会, 2021年 2月. 

22) 原田賢, 洞下由記, 岩端秀之, 鈴木由妃, 澤

田紫乃, 杉下陽堂, 高江正道, 鈴木直. 当院

における自己免疫疾患患者の妊孕性温存外来

受診者の内訳, 第 11回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2021年 2月. 

23) 鈴木由妃, 孟令博, 杉下陽堂, 鈴木直. 未受

精卵子凍結におけるミトコンドリア動態の検

討, 第 11 回日本がん・生殖医療学会学術集

会, 2021年 2月. 

24) 出田莉央, 古山紗也子, 中嶋真理子, 松山夏

美, 岩端秀之, 杉下陽堂, 高江正道, 洞下由

記, 鈴木直. 妊孕性温存目的の精子凍結にお

ける禁欲期間による精液所見に関する検討, 

第 11 回日本がん・生殖医療学会学術集会, 

2021年 2月. 

25) 山谷佳子, 洞下由記, 岩端秀之, 鈴木由妃, 

杉下陽堂, 高江正道, 鈴木直. がん・生殖医

療外来における告知：妊孕性温存を試みたが、

正常受精胚が少ないことに衝撃を受け、心理

支援を要した女性に対する関わり, 第 18 回

日本生殖心理学会・学術集会, 2021年 2月. 

26) 鈴木直. 本邦におけるがん・生殖医療の現状

と課題について, 日本臨床腫瘍薬学会学術大

会 2021, 2021年 3月. 

27) 鈴木直. AYA がん関連研究の現状と今後－さ

らなる前進を目指して, 第 3回 AYAがんの医

療と支援のあり方研究会学術集会, 2021年 3

月. 

28) 秋山恭子, 洞下由記, 高江正道, 杉下陽堂, 

神蔵奈々, 濱口賀代, 古川尚美, 吉岡千恵子, 

山田陽子, 山本志奈子, 津川浩一郎, 鈴木直. 

当院における乳がん患者の妊孕性温存に対す

る取り組み, 第 3回 AYAがんの医療と支援の

あり方研究会学術集会, 2021年 3月. 

29) 洞下由記, 岩端秀之, 出田莉央, 松山夏美, 

中嶋真理子, 古山紗也子, 鈴木由妃, 澤田紫

乃, 杉下陽堂, 高江正道, 鈴木直. 妊孕性温

存目的の精子・卵子・胚・卵巣組織凍結にお

けるその後の利用率と妊娠成績に関する検討, 

第 3 回 AYA がんの医療と支援のあり方研究会

学術集会, 2021年 3月. 

30) 小泉智恵．新しい生殖心理カウンセリングの

あり方．第 38回日本受精着床学会総会・学術

講演会 グローバリゼーションシンポジウム

3 2020年 10月 1日．オンライン集会． 

31) 小泉智恵，岩端威之，大野田晋，杉本公平，

岡田弘．無精子症夫婦を対象とした心理カウ

ンセリング．第 154 回関東生殖医学会．2020

年 12月 19日．東京医科大学病院． 

32) 小泉智恵．栃木県がん・生殖医療ネットワー

ク令和２年度がん相談支援研修会 講演「AYA

世代のがん患者等の妊孕性温存への相談支援、

心理支援等について」 オンライン開催；2021

年 2月 20日． 

33) 前沢 忠志, 近藤 英司, 阪本 美登, 西岡 美

喜子, 高山 恵理奈, 池田 智明．がん・生殖

医療と内視鏡下手術の Pros and Cons 当院

での小児がん患者の卵巣組織凍結保存．第 60

回日本産科婦人科内視鏡学会学術集会 

34) Iwahata Y, Takae S, Iwahata H, Hasegawa 

J, Suzuki N . Current status and issues 

of telling the truth of cancer diagnosis 
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and informed consent of the risk of 

gonadal dysfunction/infertility to the 

childhood and adolescent cancer patients 

in Japan- Survey on the Japanese Society 

of Pediatric Hematology/Oncology, 第 73回

日本産科婦人科学会学術講演会, 2021年 4月. 

35) 秋山恭子, 濱口賀代, 神蔵奈々, 酒巻香織, 

坂本菜央, 小島康幸, 本吉愛, 川本久紀, 福

田護, 洞下由記, 鈴木直, 津川浩一郎 . 当

院における AYA 世代乳癌患者の妊孕性温存に

対する取り組み, 第 29 回日本乳癌学会学術

総会, 2021年 7月. 

36) 鈴木直 . 小児・AYA世代がん患者に対するが

ん・生殖医療の現状, JSAWI2021, 2021 年 9

月. 

37) 竹島徹平, 小泉智恵, 古城公佑, 鈴木由妃, 

杉下陽堂, 湯村寧, 西山博之, 杉本公平, 岡

田弘, 鈴木直. 男性がん患者において治療前

精子凍結が性機能に関する心理状態に与える

影響, 第 12回日本がん・生殖医療学会学術集

会, 2022年 2月. 

38) 本吉愛,小泉智恵, 鈴木由妃, 杉下陽堂, 鈴

木直, 津川浩一郎 . 乳がんサバイバーにお

けるがん後の妊孕性に関する懸念と支援ニー

ズ：RCAC尺度女性版研究, 第 12回日本がん・

生殖医療学会学術講演会, 2022年 2月. 

39) 小泉智恵 2022 がん後の妊孕性に関する懸

念尺度（RCAC）：日本語版の作成 第 12 回日

本がん・生殖医療学会学術集会・招待講演 

2022/2/13  

40) 小泉智恵 2022 新型コロナウイルス感染症

拡大下における生殖医療の受診行動と心理社

会的状況 第 19 回日本生殖心理学会学術集

会 2022/2/27 

41) 松本公一、藤崎弘之、小松裕美、米田光宏、

平位健治、加藤実穂、瀧本哲也. 小児がん連

携病院 QI 構造指標の解析からみた小児がん

医療の実態. 第 63 回日本小児血液・がん学

会学術集会 2021.11.25-27 

42) 松本公一 わが国の小児がん医療提供体制と

生殖医療 第 12 回 日本がん・生殖医療学会

学術集会 2022.2.13 名古屋 

43) 泊博幸、沖津摂、水野里志、薮内晶子、沖村

匡史、菊地裕幸、古山紗也子、谷口憲、田村

功、太田邦明、福田雄介、洞下由記、鈴木直．

本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温

存療法の実施状況調査報告．第 12 回日本が

ん・生殖医療学会学術講演会（名古屋市・Web

ハイブリッド）、2022 年 2月 12-13日． 

44) 寺下友佳代.小児がん患者の移行期医療の現

状と課題, 第 125回日本小児科学会学術集会, 

2022年 4月. 

45) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

胚培養士を対象とした妊孕性温存療法におけ

る未授精卵子凍結保存実施状況調査（厚生労

働科学研究補助金（がん政策研究事業）研究

班（20EA1004））, 第 63回日本卵子学会学術

集会, 2022年 5月. 

46) 水野里志, 泊博幸, 沖津摂, 菊地裕幸, 沖村

匡史, 古山紗也子, 薮内晶子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦における妊孕性温存療法に使用する凍結

保存タンク管理の実施状況調査（厚生労働科

学研究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 63回日本卵子学会学術集

会, 2022年 5月. 

47) 古山紗也子,  洞下由記, 泊博幸, 沖津摂, 

水野里志, 菊地裕幸, 沖村匡史, 薮内晶子, 

谷口憲, 田村功, 太田邦明, 福田雄介, 鈴木

直. 本邦の妊孕性温存療法における卵巣組織

凍結実施状況調査（厚生労働科学研究補助金

（がん政策研究事業）研究班（20EA1004））, 

第 63回日本卵子学会学術集会, 2022年 5月. 

48) 福田雄介, 太田邦明, 泊博幸, 菊地裕幸, 沖
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津摂, 水野里志, 沖村匡史, 薮内晶子, 古山

紗也子, 谷口憲, 田村功, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法目的とした精子・精巣内精子

凍結保存の実施状況～Web による全国調査か

ら～（厚生労働科学研究補助金（がん政策研

究事業）研究班（20EA1004））, 第 63回日本

卵子学会学術集会, 2022年 5月. 

49) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊地

裕幸, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存を目的とした受精卵（胚）の凍結

保存に関する実施状況調査（厚生労働科学研

究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 63回日本卵子学会学術集

会, 2022年 5月. 

50) 鈴木直. 家族をつくること（女性の妊孕性、

男性の妊孕性）, 第５回 AYA世代 がんサポー

ト研修会, 2022年 5月. 

51) 沖津摂, 泊博幸, 水野里志, 薮内晶子, 菊地

裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 妊孕性温

存療法への胚培養士の関わりに関する全国調

査（厚生労働科学研究補助金（がん政策研究

事業）研究班(20EA1004), 第 40回日本受精着

床学会総会・学術講演会, 2022年 7月. 

52) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊地

裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 本邦にお

ける妊孕性温存を目的とした受精卵（胚）凍

結保存に関する実施状況調査（厚生労働科学

研究補助金 ( がん政策研究事業 ) 研究班 

(20EA1004), 第 40回日本受精着床学会総会・

学術講演会, 2022年 7月. 

53) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 妊孕性温

存療法における未受精卵子凍結保存実施状況

の全国調査（厚生労働科学研究補助金（がん

政策研究事業）研究班（20EA1004）, 第 40回

日本受精着床学会総会・学術講演会, 2022年

7月. 

54) 前沢忠志，高江正道，竹中基記，太田邦明，

堀江昭史，鈴木達也，高井泰，木村文則，古

井辰郎，鈴木直，池田智明. 妊孕性温存検体

の長期保管管理体制の必要性について―安全

性の担保を志向して, 第 74 回日本産科婦人

科学会学術講演会, 2022年 8月. 

55) 水野里志, 泊博幸, 沖津摂, 菊地裕幸, 沖村

匡史, 古山紗也子, 薮内晶子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法に使用する凍結保存タンクの

管理に関する調査 厚生労働科学研究補助金

(がん政策研究事業)研究班(20EA1004), 第

25回日本 IVF学会学術集会, 2022年 10月. 

56) 佐藤美紀子, 高橋俊文, 太田邦明, 小宮ひろ

み, 岩佐武, 荻島創一, 水野聖士, 鈴木直. 

第二がん予防に対する女性小児・AYA がんサ

バイバーの意識と行動:ウェブアンケート調

査, 第 60 回日本癌治療学会学術集会, 2022

年 10月. 

57) 洞下由記, 古山紗也子, 泊博幸, 沖津摂, 水

野里志, 菊地裕幸, 沖村匡史, 藪内晶子, 谷

口憲, 田村功, 太田邦明, 福田雄介, 鈴木 

直. 本邦の妊孕性温存療法における卵巣組織

凍結実施調査(厚労科研研究班 20EA1004), 

第 60回日本癌治療学会学術集会, 2022年 10

月. 

58) 福田雄介，太田邦明，泊博幸，菊地裕幸，沖

津摂，水野里志，沖村匡史，薮内晶子，古山

紗也子，谷口憲，田村 功，洞下由記，鈴木直. 

小児・AYA 世代男性がん患者の妊孕性温存療

法としての精子・精巣内精子凍結保存～全国

調査からの実態と問題点～（厚生労働科学研

究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学術

講演会・総会, 2022 年 11月. 
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59) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法における未受精卵子凍結およ

び IVM 実施状況の全国調査（厚生労働科学研

究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学術

講演会・総会, 2022年 11月. 

60) 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 薮内

晶子, 菊地裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦における妊孕性温存療法の実施状況と胚

培養士の関わりに関する調査（厚生労働科学

研究補助金（がん政策研究事業）研究班

（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学術

講演会・総会, 2022年 11月. 

61) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊地

裕幸, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦の妊孕性温存療法としての胚（受精卵）

凍結保存に関する実施状況調査報告（厚生労

働科学研究補助金（がん政策研究事業）研究

班（20EA1004））, 第 67回日本生殖医学会学

術講演会・総会, 2022年 11月. 

62) 水野里志, 泊博幸, 沖津摂, 菊地裕幸, 沖村

匡史, 古山紗也子, 薮内晶子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

妊孕性温存療法に使用する凍結保存タンク管

理の実施状況調査（厚生労働科学研究補助金

（がん政策研究事業）研究班（20EA1004））, 

第 67 回日本生殖医学会学術講演会・総会, 

2022年 11月. 

63) 杉本公平, 正木希世, 竹川悠起子, 鈴木啓介, 

新屋芳里, 加藤佑樹, 大坂晃由, 岩端威之, 

小泉智恵, 白石絵莉子, 前沢忠志, 谷垣伸治, 

岡田弘, 鈴木直. がん・生殖医療における里

親制度・特別養子縁組制度の普及に関する研

究, 第 67 回日本生殖医学会学術講演会・総

会, 2022年 11月. 

64) 古山紗也子, 洞下由記, 泊博幸, 沖津摂, 水

野里志, 菊地裕幸, 沖村匡史, 薮内晶子, 谷

口憲, 田村功, 太田邦明, 福田雄介, 鈴木直. 

がん患者における卵巣組織凍結に対する実態

調査（厚生労働科学研究補助金（がん政策研

究事業）研究班（20EA1004））, 第 67回日本

生殖医学会学術講演会・総会, 2022年 11月. 

65) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊地

裕幸, 薮内晶子, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

胚培養士を対象とした妊孕性温存療法におけ

る未受精卵子・受精卵(胚)凍結保存実施状況

調査(厚生労働科学研究補助金(がん政策研究

事業)研究班(20EA1004)), 第 28 回日本臨床

エンブリオロジスト学会ワークショップ・学

術大会, 2023年 1月. 

66) 古山紗也子, 洞下由記, 水野里志, 菊地裕幸, 

沖村匡史, 藪内晶子, 谷口憲, 田村功, 太田

邦明, 福田雄介, 泊博幸, 沖津摂, 鈴木直. 

本邦の卵巣組織凍結に関する実態調査(厚生

労働科学研究補助金(がん政策研究事業)研究

班(20EA1004)), 第 28回日本臨床エンブリオ

ロジスト学会ワークショップ・学術大会, 

2023年 1月. 

67) 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 薮内

晶子, 菊地裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村

功, 太田邦明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 

本邦における胚培養士を対象とした妊孕性温

存療法の実施状況調査(厚生労働科学研究補

助金(がん政策研究事業)研究班(20EA1004)), 

第 28 回日本臨床エンブリオロジスト学会ワ

ークショップ・学術大会, 2023年 1月. 

68) 鈴木直. 本邦におけるがん・生殖医療の現状

と課題―エンブリオロジストの役割は？, 第

28 回日本臨床エンブリオロジスト学会ワー

クショップ・学術大会, 2023年 1月. 

69) 小野 政徳. 共有意思決定をサポートする認
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定妊孕性温存ナビゲーターとがん診療連携拠

点病院等、小児がん拠点病院等の整備指針に

ついて, 第 13回日本がん・生殖医療学会学術

集会, 2023年 2月. 

70) 吉田加奈子, 橋本知子, 小泉智恵, 鈴木直. 

がんサバイバーの妊孕性喪失又は妊娠不成立

に関わる心理社会的ケアを検討するためのシ

ステマティックレビュー, 第 13回日本がん・

生殖医療学会学術集会, 2023年 2月. 

71) 竹川悠起子, 杉本公平, 正木希世, 新屋芳里, 

小泉智恵, 牧野あずみ, 森洋文, 白石絵莉子, 

前沢忠志, 谷垣伸治, 白井千晶, 鈴木直. が

ん・生殖医療における里親制度・特別養子縁

組制度の普及に関する研究, 第 13 回日本が

ん・生殖医療学会学術集会, 2023年 2月. 

72) 古山紗也子, 洞下由記, 水野里志, 菊地裕幸, 

沖村匡史, 谷口憲, 田村功, 太田邦明, 福田

雄介, 泊博幸, 沖津摂, 鈴木直. 本邦の卵巣

組織凍結に関する実態調査(厚生労働科学研

究補助金 (がん政策研究事業 )研究班

(20EA1004)), 第 13回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

73) 福田雄介, 太田邦明, 泊博幸, 菊池 裕幸, 

沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 古山紗也子, 

谷口憲, 田村功, 洞下由記, 鈴木直. 男性が

ん患者の妊孕性温存療法の課題を全国調査か

ら考える(厚生労働科学研究補助金(がん政策

研究事業)研究班(20EA1004)), 第 13 回日本

がん・生殖医療学会学術集会, 2023年 2月. 

74) 菊地裕幸, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村

匡史, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 妊孕性温

存療法における卵子凍結および未成熟卵子

IVM 実施状況の全国調査(厚生労働科学研究

補 助 金 ( が ん 政 策 研 究 事 業 ) 研 究 班

(20EA1004)), 第 13回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

75) 沖村匡史, 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 菊池

裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. 胚培養士

を対象とした妊孕性温存療法としての胚(受

精卵)凍結保存に関する実施状況調査(厚生労

働科学研究補助金(がん政策研究事業)研究班

(20EA1004)), 第 13 回日本がん・生殖医療学

会学術集会, 2023年 2月. 

76) 泊博幸, 沖津摂, 水野里志, 沖村匡史, 菊地

裕幸, 古山紗也子, 谷口憲, 田村功, 太田邦

明, 福田雄介, 洞下由記, 鈴木直. がん・生

殖医療における胚培養士の役割と妊孕性温存

療法の実態調査(厚生労働科学研究補助金(が

ん政策研究事業)研究班(20EA1004)), 第 13

回日本がん・生殖医療学会学術集会, 2023年

2月. 

77) 小泉 智恵．プレコンセプションケアとこれか

らの女性心身医学 妊孕性温存をめぐるプレ

コンセプションケア．女性心身医学．2022；

27（1）：40． 

78) 杉本 公平,正木 希世,竹川 悠起子,鈴木 啓

介,新屋 芳里,加藤 佑樹,大坂 晃由,岩端 威

之,小泉 智恵,白石 絵莉子,前沢 忠志,谷垣 

伸治,岡田 弘,鈴木 直. がん・生殖医療にお

ける里親制度・特別養子縁組制度の普及に関

する研究, 第 67 回日本生殖医学会学術講演

会, 2022年 11月. 

79) 竹川 悠起子,杉本 公平,正木 希世,新屋 芳

里,小泉 智恵,牧野 あずみ,森 洋文,白石 絵

莉子,前沢 忠志,谷垣 伸治,白井 千晶,鈴木 

直. がん・生殖医療における里親制度・特別

養子縁組制度の普及に関する研究, 第 13 回

日本がん・生殖医療学会学術集会. 2023年 2

月. 

80) 谷垣 伸治, 小林 千絵, 谷川 珠美子, 片山 

紗弥, 小林 陽一, 森 洋文, 杉本 公平, 白

石 絵莉子, 白井 千晶, 鈴木 直. プレコン

セプションカウンセリングにより新しい家族

の作り方として里親制度を検討した 1例, 第
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13 回日本がん・生殖医療学会学術集会. 2023

年 2月. 

81) 市民公開講座「がん・生殖医療と里親・養子

縁組」開催, 第 13回日本がん・生殖医療学会

学術集会, 2023年 2月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

無し 

 2. 実用新案登録 

無し 

 3.その他 

特記すべき事項なし 

23



資料１ 

「がん・生殖医療専門心理士による妊孕性温存に関する意思決定支援の質指標」 

 

QI 

1 

がんに罹患したことやがん治療、妊孕性に関する患者の気持ちを聞き、心理的ケア

を行いながら患者の精神面のアセスメントを行い、患者が妊孕性温存について意思

決定できる状態であるか確認する。 

QI 

2 

患者のがんの状態、がん治療計画、患者の年齢、婚姻状況、パートナーの有無など、

医学的、社会的状況をアセスメントする。 

QI 

3 

がん治療が妊孕性へ与える影響などについて主治医からの説明内容を聞き、患者の

理解を確認する。必要に応じて情報を補い、患者の理解を深められるように支援す

る。 

QI 

4 

患者が子どもを産み育てることについて、がん告知までどう考えていたのか、それ

が告知後にどのように変化したかを確認する。 

QI 

5 

妊孕性には性差と個人差があることを理解できるように説明し、患者の生殖機能の

状態について確認する。 

QI 

6 

妊孕性温存療法について情報を補い、患者の質問、心配など対話を通して理解を深

める。 

QI 

7 

家族、パートナーの妊孕性温存に関する理解や協力などの社会的サポートについて

アセスメントする。 

QI 

8 

患者自身が家族やパートナーの意向を確認でき、自身の思いや意向を伝えて、妊孕

性温存について話し合えるように支援する。 

QI 

9 

妊孕性温存のみならず、様々な家族形成の在り方に関する情報提供を行い、患者が

多様な家族の在り方について知識を持てるように支援する。 

QI 

10 

患者のがんの状態、治療、患者の背景、家族やパートナーの意向など総合的に整理

をして、患者の妊孕性温存の意思を明確にする。 

QI 

11 

がん治療に影響を与えないように、限られた時間内で妊孕性温存の意思決定を支援

し、多職種、関係機関と連携する。 

QI 

12 

生殖や家族形成に関する悩みは、患者の年齢や生活状況、ライフサイクルなどの影

響を受け、変化する可能性があることを伝えた上で、今後の継続的な心理支援の受

け方について説明する。 

＊これら 12の QIを実践する場合は、公認心理師法に則って行うものとする。 
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研究②認定がん・⽣殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による
⼼理⽀援強化を⽬指した研究

1年⽬
e-ラーニングのコンテンツ作成︓がん・⽣殖医療概論、
⼩児・AYA世代がん患者に対するがん診療の現状、⽣
殖医療に関して、⼩児・AYA世代がん患者に対するが
ん患者に対する妊孕性温存療法等

2年⽬
e-ラーニングのコンテンツ内容の検証︓確認
試験の内容決定と検証→臨床試験

3年⽬
臨床試験結果の検証→⽇本がん・⽣殖医療学会
認定がん・⽣殖医療ナビゲーター制度への
e-ラーニングの導⼊と、その検証

令和2年度

令和3年度

令和4年度

均てん化にむけて

教育コンテンツ
をオンライン化

学習効果の検証

2023年

配信URL︓
https://singlecast.gakkaitv.net/stream/210212225

教育コンテンツ（抜粋）
p がん・⽣殖医療総論
p ⼩児・AYA世代がん医療の基礎知識
p ⼥性の⽣殖機能―がん治療が⽣殖機能に及ぼす影響―⼥性
p 男性の⽣殖機能―がん治療が⽣殖機能に及ぼす影響―男性
p ⽣殖医療の基礎知識
p 妊孕性温存療法―⼥性― 
p 妊孕性温存療法―男性― 
p 腫瘍学概論
p 世界の登録制度、凍結保存体制
p 遺伝カウンセリング
p がん・⽣殖医療ネットワーク
p 各疾患に対する妊孕性温存療法（例︓⼩児、乳腺）
p 倫理的問題

試験問題（受講前、受講後、受講後3ヶ⽉）
学習者のアンケート調査（受講前、受講後、受講後3ヶ⽉）

認定ナビゲーターの教育コンテンツ
厚⽣労働科学研究費補助⾦ がん対策推進総合研究事業 学会事業として引き継ぎ

配信URL 
https://singlecast.gakkaitv.net/stream/210212225

認定ナビゲーターの教育コンテンツ

All participants
A B C D

E F G H

妊孕性温存に関する受講者の知識スコアの変化
All participants

A B C D

E F G H

妊孕性温存に関する受講者の⾃信に関する変化
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認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による心理支援強化を目指した研究：がん・生殖にお

ける遺伝カウンセラーの役割に関する実態調査 

 

研究代表者 鈴木 直 聖マリアンナ医科大学産婦人科学 教授 

 

研究分担者(50 音順) 

太田邦明（東京労災病院 産婦人科） 

大瀬戸久美子（コニカミノルタプレシジョンメディシンジャパン、認定遺伝カウンセラー®） 

片岡明美（がん研有明病院乳腺センター） 

片桐由起子（東邦大学医療センター大森病院 産婦人科） 

高江正道（聖マリアンナ医科大学産科婦人科） 

玉置優子（東邦大学医療センター大森病院 産婦人科） 

沼田早苗（久留米大学腫瘍センター、認定遺伝カウンセラー®) 

吉本由希子（北野病院乳腺外科） 

 

研究目的 

近年のがん患者に対する手術療法、化学療法や放射線療法を中心とした集学的治療法の進歩に伴って、その治療

成績はめざましく向上してきている。小児がん患者においても5年生存率の改善傾向が認められ、ある種の小

児がんの5年生存率は80%にまで達している[1]。Meadowsは、2010年までに20〜40歳代の570人に約1人

が小児がんの長期生存者となると見込んでおり[2]、女性小児がん患者は寛解後の早発閉経など女性として

QOLの低下や妊孕能消失などの問題を抱えることとなる[3]。男性がん患者においても女性同様に、化学療法

や放射線療法により造精機能への障害が起こり、不妊の問題を抱えることとなる。 

小児・AYA(Adolescent and Young Adult)世代のがん患者は、妊孕性喪失に対する多岐・

長期に渡る不安と苦悩が強いと報告されている[4]。不確実性の中で不安と恐怖を有するが

ん患者は、将来の妊孕性や生殖機能温存に関してまで短期間に自己決定しなければならな

い大変困難な精神状態にある。がん治療の進歩に伴う現在、診断時から妊孕性に関する医

療情報を適格に提供し、同時に精神的サポートも行う心理支援体制の構築が、がんサバイ

バーシップ向上の為に喫緊の課題となっている。 

したがって、医師や看護師のみならず他職種連携による心理社会的サポートを提供できる

提言（要約） 

今回の調査では、対象者数318名に対し、1次アンケート回答率26.1％、2次アンケート回答率5.7％と低か

った。認定遺伝カウンセラー®にとって、がん・生殖医療が、認定遺伝カウンセラー®がかかわる領域の業務

であると認識されていない実態が背景にあることが推察され、がん・生殖医療は生殖年齢のがん治療前の患

者に対応する全ての医療従事者が取り組むべき課題であることを啓発する必要性が今後あると考えられた。 

資料3
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体制の構築が必要となる。 

遺伝性腫瘍とは、単一の変異遺伝子を受け継ぐことにより生じうる腫瘍のことであり[5]、現在、がんのリスク

を一般集団の何倍にも増大させる約100種類の遺伝子が知られている。遺伝性腫瘍の患者は、全がん患者の5％

未満であるが、その遺伝学的基礎の同定は、家系構成員の臨床的管理に極めて重要である。医師と共に遺伝カウ

ンセリングを行う認定遺伝カウンセラー®は日本人類遺伝学会と日本遺伝カウンセリング学会により認定されて

おり、現在25大学の修士課程に養成コースが設けられている。遺伝性腫瘍の特徴の一つに、散発性腫瘍に対し

若年発症性が挙げられ、遺伝性腫瘍を扱う認定遺伝カウンセラー®は、小児・AYA世代に遺伝カウンセリングを

行うことも多いと考えられる。 

よって、本研究ではAYA世代に発症することが多い遺伝性腫瘍に関わる認定遺伝カウンセラー®（318名、

2021年12月現在）に対し、がん・生殖医療に関する知識等の実態調査を行い、がん・生殖医療における役割

を明らかにすることを目的とする。この結果より、次年度に計画されている遺伝カウンセラーとして最低限必要

ながん・生殖医療に関する知識取得の場の設定や、遺伝カウンセラーが提供できるがん・生殖医療に関する情報

の整理に結び付くことが予想される。 

研究方法 

研究対象者の認定遺伝カウンセラー®(318名、2021年12月現在)は、日本認定遺伝カウンセラー協会に全員所

属している。日本認定遺伝カウンセラー協会の協力のもと、日本認定遺伝カウンセラー協会のメーリングリスト

を使用し、令和3年12月22日から令和4年2月7日にアンケートをweb上で実施した。アンケートの回答を

もって研究協力を得たものとし、無記名で実施した。アンケートは1次アンケートと2次アンケートで構成さ

れ、1次アンケート回答者のうち、2次アンケートへの参加協力が得られた者に2次アンケートを送付した。ア

ンケートは選択式（一部自由記載を含む）で行い、アンケート項目として、1次アンケートは、属性(年齢、性

別、経験年数、専門領域、勤務先の種別)、がん・生殖医療の経験の有無、妊孕性温存のカウンセリング

に対する考え方、がん・生殖医療での障壁要因についてであり、2次アンケートは、勤務先での取り組み、

認定遺伝カウンセラーとしての取り組み、成功体験と失敗体験の抽出、課題に対する解決策、次年度への取り組

みについてとした(アンケート内容については資料1参照)。なお、本研究は、東邦大学医療センター大森病院の

倫理委員会での承認を得て実施された（承認番号：M21141）。 

研究結果 

1 次アンケート回答数は 83、2 次アンケート回答数は 18 であった。（全てのアンケート集

計結果は添付資料参照） 

 

[1 次アンケート] 

属性の各最頻値は、年齢は 30 代(37.3%)、性別は女性(86.7%)、臨床従事年数は 5〜10 年

(38.6％)だった。専門領域（主に行っている業務内容）は腫瘍と回答した者が 33 人

(39.8％)、ついで領域問わずと回答した者が 30 人(36.1％)だった。雇用されている勤務先

機関(複数回答可)では、大学病院 41 件、公的病院 32 件だった。 
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がん・生殖医療について情報提供の対象となる方に遺伝性腫瘍についての話しを 75.9％の

認定遺伝カウンセラー®が施行したことがあったが、今まで認定遺伝カウンセラー®として

従事している期間にがん・生殖医療について情報提供を行った事がある方は、36.1％、情

報提供に陪席したことがある方は 24.1％、前項いずれもないが 38.6％だった(図 1)。AYA

世代(15-39 歳)や CAYA 世代(0-39 歳)の遺伝性腫瘍に関わることはほとんどの認定遺伝カ

ウンセラー®が経験していたが、がん・生殖医療の情報提供を自らが行った事がある方は 4

割弱だった。自らが実施するかどうかに関わらず、がんの診断を受けた生殖年齢の患者さ

んに対して、がん治療を開始する前に妊孕性温存に関する適切なカウンセリングの機会を

提供するべきと考えるかについては、全ての回答した認定遺伝カウンセラー®が賛同し(図

2)、その案内についても積極的に案内する方向で考えていた。7 割の認定遺伝カウンセラ

ー®が妊孕性温存について機会があれば、クライエントと話したいと考え、がん・生殖の

分野でも認定遺伝カウンセラー®の働きは必要と回答者の 8 割が考えていた(図 3)。 

がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラー®の関わりの障壁となる要因について質問

した。この質問項目は、Shimizu らの乳癌専門医への全国調査研究[6]に一部倣った。5 段

階のうち「非常にある」「ある」と回答した者の合計が多かった項目は、自分の妊孕性温

存への知識やスキル不足と妊孕性温存についてのネットワークがあるかどうかであった。

知識やスキル不足については 80.7％が障壁となると回答し、ネットワークの有無について

は 73.5％が障壁となると回答した。 

 

[2 次アンケート] 

1次アンケート回答者のうち、2次アンケートへの参加協力が得られた者に2次アンケートを送付した。2次ア

ンケートは2種類作成し、1次アンケート中の質問である「がん・生殖医療について情報提供を行った事がある

かどうか」により、2種類のアンケートから選択し送付した。がん・生殖医療の情報提供の経験がある回答者が

11名、がん・生殖医療の情報提供の経験がない回答者が7名の総計18名が回答した。 

2次アンケート全体の回答数が少なかったため、経験の有無にかかわらず共通で行った質問の回答結果について

述べる。現在の施設でのがん・生殖医療における取り組みについて十分であると思うかどうかについては、いい

えが66.7％(n=12)であり、情報提供や取り組みで足りない項目は、凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組

織）の方法(n=5)、挙児獲得率(n=5)、心理支援について(n=5)が多かった(図4-1)。これらの項目を行うために

足りないものは、知識(n=5)、人員(n=5)との答えが多く(図4-2)、がん・生殖医療への取り組みも含め、遺伝

医療に認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるためにはどの様な事が必要だと思うかについては、認定遺

伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

(n=7)との回答が多かった。がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様な事が行

えると思うかについては、院内の調整（n=5）であり(図5-1)、それが行えるようになるための課題は認定遺伝

カウンセラー®のがん・生殖の経験数の向上(n=6)が多かった(図5-2)。学びの機会ががん・生殖医療へプラスと

なるかについては、全員が賛同し、学びの機会としては、webセミナーやe-learningと答えた(n=12)。がん・

生殖医療の中で認定遺伝カウンセラー®の働きが学会等で定義されていると院内で動きやすいかについては、
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61.1％が非常にそう思うやそう思うと回答した。 

考察 

回答した認定遺伝カウンセラー®の 75％は、がん・生殖医療の対象となる患者に対し、遺

伝性腫瘍についての遺伝カウンセリングを施行したことがあるが、がん・生殖医療につい

ての情報提供を行ったことがある者はそのうちの約半数であり、認定遺伝カウンセラー®

はがん・生殖医療の患者の診療に携わっているが、がん・生殖医療の情報提供は十分に行

えていない現状が示唆された。 

米国臨床腫瘍学会は 2006 年にがんの診断を受けた生殖年齢の全ての患者さんに対して、

がん治療を開始する前に妊孕性温存に関する適切なカウンセリングの機会を提供するべき

であると推奨している[7]。回答した全ての認定遺伝カウンセラー®は、生殖年齢の患者に

対するがん治療前の妊孕性温存に関するカウンセリングを提供するべきと回答し、前述の

推奨と一致していた。そして、がん・生殖医療のカウンセリングを案内する必要性や、今

後妊孕性温存のカウンセリングを自身が行う意思、がん・生殖医療の分野でも認定遺伝カ

ウンセラーの果たす役割について 7-8 割の回答者があると考えており、妊孕性温存につい

てのカウンセリングを認定遺伝カウンセラーが実施していくことへの関心が示された。 

がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラー®の関わりの障壁となる要因では、自身の

スキルや知識不足と妊孕性温存についてのネットワークの有無が挙げられ、今後、この 2

点の改善が必要と考えられた。 

がん・生殖医療の経験の有無により、障壁ととらえる傾向が異なるかどうかをクロス集計

したが、経験の有無により傾向は変わらず、また、自分の妊孕性温存への知識やスキル不

足が障壁であるととらえていることが、妊孕性温存についてクライエントと話したいかど

うかに影響を与えているかを検討したが、そのような傾向はなかった。 

今回の調査の問題点としては、対象者数 318 名に対し、1 次アンケート回答率 26.1％、2

次アンケート回答率 5.7％と低いことが挙げられる。認定遺伝カウンセラー®にとって、が

ん・生殖医療が、認定遺伝カウンセラー®がかかわる領域の業務であると認識されていな

い実態が背景にあることが推察され、がん・生殖医療は生殖年齢のがん治療前の患者に対

応する全ての医療従事者が取り組むべき課題であることを啓発する必要性が今後あると考

えられた。 

今回の調査をもとに、来年度以降につなげるべきこととして、認定遺伝カウンセラー®へwebセミナーやe-

learningでの学びの機会を提供することが挙げられる。学びの内容としては、主に凍結保存（卵子・精子・受精

卵・卵巣組織）の方法、それぞれの挙児獲得率、心理支援、がん・生殖医療のネットワークについてを含むこと

が望ましいと考えられた。がん・生殖医療の中で認定遺伝カウンセラー®の働きが学会等で定義されていると院

内で動きやすいと考えている回答者もおり、日本がん・生殖医療学会として、認定遺伝カウンセラー®へ期待す

る働きの明確化も検討を要する。そして、認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の遺伝カウ

ンセリング加算や管理料が取れる様になることについては、今後検討すべき課題と考えられた。 
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図表 

 
図 1-1. (質問 6)がん・生殖医療について情報提供の対象となる方に遺伝性腫瘍についての

お話をした事がありますか。 

 

 
図 1-2. (質問 8) 今まで遺伝カウンセラーとして従事している期間にがん・生殖医療につい

て情報提供を行った事がありますか。 

 

 

 

 

 

①はい

75.9%

②いいえ

21.7%

③どちらでも

ない

2.4%

遺伝性腫瘍についての話をした事があるか

①はい

36.1%

②情報提供

に陪席した

ことがある

24.1%

③ ①②いずれ

もない

38.6%

無回答

1.2%

情報提供を行った事があるか
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図 2. (質問 10) 自らが実施するかどうかに関わらず、がんの診断を受けた生殖年齢の患者

さんに対して、がん治療を開始する前に妊孕性温存に関する適切なカウンセリングの機会

を提供するべきと考えますか。 

 

 
図 3. (質問 13) がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラーの働きは必要だと思います

か。 

 

 

 

 

 

 

①はい

100.0%

カウンセリング機会を提供するべきか

①はい

79.5%

②いいえ

1.2%

③どちら

でもない

19.3%

認定遺伝カウンセラーの働きは必要
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図 4-1. (質問 6) 現在の施設でどの様な取り組みや情報提供が足りないと考えますか。（複

数回答可） 

 

 

図 4-2. (質問 7) 前項であげた取り組みを行うためには何が足りない、もしくは充足したら

いいと考えますか。（複数回答可） 

0 1 2 3 4 5 6

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）…

③費用や助成金

④挙児獲得率

⑤実施可能施設の紹介

⑥遺伝性腫瘍

⑦心理支援について

⑧その他

どの様な取り組みや情報提供が足りないか

0 1 2 3 4 5 6

①知識

②人員

③院内のがん・生殖医療への理解

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解

⑤その他

上記であげた取り組みを行うために足りないもの
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図 5-1. (質問 9) がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様

な事が行えると思いますか。（複数回答可） 

 

 

図 5-2. (質問 10) それができる様になるにはどの様な課題がありますか。（複数回答可） 

 

  

0 1 2 3 4 5 6

①実施可能施設への紹介

②院内の調整

③社会への啓発

④クライエントの心理支援

⑤その他

情報提供以外に行える事

0 1 2 3 4 5 6 7

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数…

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽…

③地域の実施施設のリスト化

④遺伝カウンセリングの社会的な認知

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解

⑥その他

情報提供以外に行える事の課題
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資料 

資料 1、アンケート内容 

1 次アンケート 

1 あなたのご年齢をお教え下さい。 

2 あなたの性別をお教え下さい。 

3 遺伝カウンセラーとして臨床（医療現場）に従事した年数は何年ですか。 

4 あなたの専門領域(主に行っている業務内容)を選択してください。 

5 あなたの雇用されている勤務先機関をお教え下さい。（複数勤務先がある場合は全

て選択してください。） 

6 がん・生殖医療について情報提供の対象となる方＊に遺伝性腫瘍についてのお話

をした事がありますか。＊主に AYA 世代(15-39 歳)の方や CAYA 世代(0-39 歳)

の代諾者(治療決定支援者) 

7 それはどのタイミングですか。（最も多いタイミングを一つ選択してください） 

8 今まで遺伝カウンセラーとして従事している中にがん・生殖医療について情報提

供を行った事がありますか。 

9 上記質問で②や③と答えた方に質問です。主にだれが情報提供をしていましたか。 

10 自らが実施するかどうかに関わらず、がんの診断を受けた生殖年齢の患者さんに

対して、がん治療を開始する前に妊孕性温存に関する適切なカウンセリングの機

会を提供するべきと考えますか。 

11 上記質問で「はい」と答えた方に質問です。該当するものを選んでください。 

12 クライエントと妊孕性温存について機会があれば話したいと思いますか。 

13 がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラーの働きは必要だと思いますか。 

14 がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラーの関わりの障壁となる要因と考え

られるものは何だと思いますか？それぞれに対し 5 段階評価で記載してくださ

い。 

14-1 患者の妊孕性温存への余裕の有無（病態・気持ち） 

14-2 患者の年齢 

14-3 パートナーの有無 

14-4 セッション回数の少なさ 

14-5 自分の妊孕性温存への知識やスキル不足 

14-6 妊孕性温存についてのネットワークがあるかどうか 

14-7 妊孕性温存のカウンセリングをするための自分の能力向上のための時間的制約 

14-8 がん・生殖医療に対する周りの医療者の認識・知識不足 

15 今後、さらにがん・生殖医療についての調査を行いたいのですがご協力いただる
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方はご連絡先の記入をお願いします(がん・生殖医療の経験の有無を問いません）。 

 

2 次アンケート A(1 次アンケート質問 8 にて経験あり) 

1 がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様

な取り組みをしていますか。（複数回答可） 

2 １で①と答えた人に質問です。がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あ

ればメインの施設）ではどの様な情報提供をしていますか。（複数回答可） 

3 がん・生殖医療の情報提供は誰が行う事が多いですか。（複数回答可） 

4 がん・生殖医療の情報提供はどの様な場面で行う事が多いですか。（複数回答可） 

5 がん・生殖医療について認定遺伝カウンセラー®としてどの様な情報提供をして

いますか。（複数回答可） 

6 認定遺伝カウンセラー®が情報提供を行う場合、どの様な場面で行う事が多いで

すか。（複数回答可） 

7 現在実施している事以外に、どの様な情報提供が必要だと思いますか。（複数回答

可） 

8 がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様な事が

行えると思いますか。（複数回答可） 

9 上記 8 で記載したことができる様になるにはどの様な課題がありますか。（複数

回答可） 

10 認定遺伝カウンセラー®としてあなたが、がん・生殖医療のチーム医療への取り組

みとしてうまく取り組めたと思ったのはどういうときですか。（複数回答可） 

11 逆にあなたが、うまく取り組めなかったというのはどういうときですか。（複数回

答可） 

12 うまく取り組めなかったことに対してあなたはどの様な支援があれば解決できる

と思いますか。（複数回答可） 

13 現在の施設でのがん・生殖医療における取り組みについて十分であると思います

か。 

14 上記 13 でいいえと答えた方に質問です。どの様な取り組みや情報提供が足りな

いと考えますか。（複数回答可） 

15 14 であげた取り組みを行うためには何が足りない、もしくは充足したらいいと考

えますか。（複数回答可） 

16 がん・生殖医療への取り組みも含め、遺伝医療に遺伝カウンセラーがより積極的

に関わるためにはどの様な事が必要だと思いますか。（複数回答可） 

17 認定遺伝カウンセラー®としてがん・生殖医療への取り組みで一般的にどの様な

事が課題だと思いますか。（複数回答可） 
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18 その課題はどの様な事があると解決できますか。（複数回答可） 

19 知識面ではがん治療や生殖補助医療について学ぶ機会があると、がん・生殖医療

への取り組みにプラスになりますか。 

20 学ぶ機会としてはどの様なものがいいですか。（複数回答可） 

21 今後、着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際にがん・生殖医療の分野

でどの様な課題が上がると思いますか。(特に懸念されるもの上位 3 つをお答え下

さい） 

22 がん・生殖医療の中で遺伝カウンセラーの働きが学会等で定義されていると院内

で動きやすいですか。 

23 がん・生殖医療についての情報提供をするのに院内の誰かの許可が必要ですか。

（複数回答可） 

24 がん・生殖医療の情報提供について障壁になっている人はいますか。（複数回答可） 

 

2 次アンケート B(1 次アンケート質問 8 にて経験なし) 

1 あなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではがん生殖医療について何かしら

（情報提供含む）の取り組みをしていますか。 

2-1 質問１ではいと回答いただいた方に質問です。がん・生殖医療についてあなたの

勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様な取り組みをしていますか。（複

数回答可） 

2-2 がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様

な情報提供をしていますか。（複数回答可） 

2-3 がん・生殖医療の情報提供は誰が行う事が多いですか。（複数回答可） 

2-4 がん・生殖の情報提供はどの様な場面で行う事が多いですか。（複数回答可） 

3 質問１でいいえと回答いただいた方に質問です。 

取り組んでいない理由について教えてください。（複数回答可） 

4 質問１でわからないと回答いただいた方に質問です。 

わからない理由について教えてください。（複数回答可） 

5 あなたは、現在の施設でのがん・生殖医療における取り組みについて十分である

と思いますか。 

6 質問 5 でいいえと答えた方に質問です。どの様な取り組みや情報提供が足りな

いと考えますか。（複数回答可） 

7 6 であげた取り組みを行うためには何が足りない、もしくは充足したらいいと考

えますか。（複数回答可） 

8 がん・生殖医療への取り組みも含め、遺伝医療に遺伝カウンセラーがより積極的

に関わるためにはどの様な事が必要だと思いますか。（複数回答可） 
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9 がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様な事が

行えると思いますか。（複数回答可） 

10 それができる様になるにはどの様な課題がありますか。（複数回答可） 

11 どの様な事があると解決できますか。（複数回答可） 

12 知識面ではがん治療や生殖補助医療について学ぶ機会があると、がん・生殖医療

への取り組みにプラスになりますか。 

13 学ぶ機会としてはどの様なものがいいですか。（複数回答可） 

14 今後、着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際にがん・生殖医療の分野

でどの様な課題が上がると思いますか。特に懸念されるもの上位 3 つをお答え

下さい。 

15 がん・生殖医療の中で遺伝カウンセラーの働きが学会等で定義されていると院

内で動きやすいですか。 

16 がん・生殖医療についての情報提供をするのに院内の誰かの許可が必要ですか。

（複数回答可） 

17 がん・生殖医療の情報提供について障壁になっている人はいますか。（複数回答

可） 
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1. あなたのご年齢をお教え下さい。

件数 ％

合計 83 100.0%

①20代 16 19.3%

②30代 31 37.3%

③40代 15 18.1%

④50代 13 15.7%

⑤60代以上 7 8.4%

⑥答えたくない 1 1.2%

無回答 0 0.0%

2. あなたの性別をお教え下さい。

件数 ％

合計 83 100.0%

①女性 72 86.7%

②男性 9 10.8%

③答えたくない 1 1.2%

無回答 1 1.2%

「がん・生殖における遺伝カウンセラーの役割に関する実態調査」アンケート集計

項目

項目

①女性
86.7%

②男性
10.8%

③答えたくない
1.2%

無回答
1.2%

性別

①20代
19.3%

②30代
37.3%

③40代
18.1%

④50代
15.7%

⑤60代以上
8.4%

⑥答えたくない
1.2%

年齢
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3. 遺伝カウンセラーとして臨床（医療現場）に従事した年数は何年ですか。

　　認定資格取得前に臨床に従事した年数も含みます。

件数 ％

合計 83 100.0%

①5年未満 29 34.9%

②5～10年未満 32 38.6%

③10～15年未満 18 21.7%

④15～20年未満 3 3.6%

⑤20年以上 1 1.2%

無回答 0 0.0%

4. あなたの専門領域（主に行っている業務内容）を選択してください。

件数 ％

合計 83 100.0%

①腫瘍 33 39.8%

②出生前 10 12.0%

③小児 3 3.6%

④神経筋疾患 2 2.4%

⑤領域問わず 30 36.1%

⑥その他 5 6.0%

無回答 0 0.0%

生殖

眼科

着床前診断

教育

項目

項目

専門領域（その他）

①5年未満
34.9%

②5～10年未満
38.6%

③10～15年
未満

21.7%

④15～20年
未満
3.6%

⑤20年以上
1.2%

臨床に従事した年数

①腫瘍
39.8%

②出生前
12.0%

③小児
3.6%

④神経筋
疾患
2.4%

⑤領域問わず
36.1%

⑥その他
6.0% 専門領域
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5. あなたの雇用されている勤務先機関をお教え下さい。

　　複数勤務先がある場合は全て選択してください。

件数

①大学病院 41

②公的病院 32

③腫瘍専門病院 10

④①～③に該当しない病院 9

⑤クリニック 8

⑥診療を行わない機関 6

⑦その他 2

※その他の記入が1件もありませんでした。

6. がん・生殖医療について情報提供の対象となる方＊に遺伝性腫瘍についてのお話をした事がありますか。

　　＊主にAYA世代(15-39歳)の方やCAYA世代(0-39歳)の代諾者(治療決定支援者)

件数 ％

合計 83 100.0%

①はい 63 75.9%

②いいえ 18 21.7%

③どちらでもない 2 2.4%

無回答 0 0.0%

項目

項目

勤務先機関（その他）

①はい
75.9%

②いいえ
21.7%

③どちらでも
ない
2.4%

遺伝性腫瘍についての話をした事があるか

0 10 20 30 40 50

①大学病院

②公的病院

③腫瘍専門病院

④①～③に該当しない病院

⑤クリニック

⑥診療を行わない機関

⑦その他

勤務先機関
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7. それはどのタイミングですか。

　　最も多いタイミングを一つ選択してください。

件数 ％

合計 83 100.0%

①がん治療前 34 41.0%

②初回手術後 6 7.2%

6 7.2%

④再発後 0 0.0%

⑤特定の多い時期はない 20 24.1%

無回答 17 20.5%

8. 今まで遺伝カウンセラーとして従事している期間にがん・生殖医療について情報提供を行った事がありますか。

件数 ％

合計 83 100.0%

①はい 30 36.1%

20 24.1%

③　①②いずれもない 32 38.6%

無回答 1 1.2%

②情報提供に陪席したことがあ
る

項目

項目

③がん診断数か月から数年の間

①がん治療前
41.0%

②初回手術後
7.2%

③がん診断数か月
から数年の間

7.2%

⑤特定の
多い時期
はない
24.1%

無回答
20.5%

話をしたタイミング

①はい
36.1%

②情報提供に
陪席したこと

がある
24.1%

③ ①②いずれ
もない
38.6%

無回答
1.2%

情報提供を行った事があるか
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9. 上記質問で②や③と答えた方に質問です。主にだれが情報提供をしていましたか。

件数 ％

合計 52 100.0%

①医師 29 55.8%

②看護師 4 7.7%

③心理士（臨床心理士、公認心理 1 1.9%

④薬剤師 0 0.0%

⑤自分以外の認定遺伝カウンセラ 3 5.8%

⑥その他 1 1.9%

⑦わからない 9 17.3%

無回答 5 9.6%

生殖医療を実施していない

10. 自らが実施するかどうかに関わらず、がんの診断を受けた生殖年齢の患者さんに対して、がん治療を開始する前に

　　妊孕性温存に関する適切なカウンセリングの機会を提供するべきと考えますか。

件数 ％

合計 83 100.0%

①はい 83 100.0%

②いいえ 0 0.0%

無回答 0 0.0%

項目

項目

情報提供をした人（その他）

①
55.8%

②
7.7%

③
1.9%

⑤
5.8%

⑥
1.9%

⑦
17.3%

無回答
9.6%

情報提供をした人

①医師
②看護師
③心理士（臨床心理士、公認心理師）
④薬剤師
⑤自分以外の認定遺伝カウンセラー
⑥その他
⑦わからない
無回答

①はい
100.0%

カウンセリング機会を提供するべきか
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11. 上記質問で「はい」と答えた方に質問です。該当するものを選んでください。

件数 ％

合計 83 100.0%

22 26.5%

61 73.5%

0 0.0%

無回答 0 0.0%

12. クライエントと妊孕性温存について機会があれば話したいと思いますか。

件数 ％

合計 83 100.0%

①はい 58 69.9%

②いいえ 2 2.4%

③どちらでもない 23 27.7%

無回答 0 0.0%

項目

項目

①すべての患者(患者の親を含
む)に提供すべき

②すべてに案内を行い、希望が
ある場合に提供すべき

③案内せず、自ら希望した場合
のみとすべき

①
26.5%

②
73.5%

提供するべき該当のもの

①すべての患者(患者の親を含む)に提供すべき

②すべてに案内を行い、希望がある場合に提供すべき

③案内せず、自ら希望した場合のみとすべき

無回答

①はい
69.9%

②いいえ
2.4%

③どちらでも
ない

27.7%

妊孕性温存について話したい
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13. がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラーの働きは必要だと思いますか。

件数 ％

合計 83 100.0%

①はい 66 79.5%

②いいえ 1 1.2%

③どちらでもない 16 19.3%

無回答 0 0.0%

14. がん・生殖医療の分野で認定遺伝カウンセラーの関わりの障壁となる要因と考えられるものは何だと思いますか？

　　それぞれに対し5段階評価で記載してください。

14-1. 患者の妊孕性温存への余裕の有無（病態・気持ち）

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 26 31.3%

②ある 31 37.3%

③どちらともいえない 22 26.5%

④ない 4 4.8%

⑤まったくない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

項目

項目

①はい
79.5%

②いいえ
1.2%

③どちら
でもない

19.3%

認定遺伝カウンセラーの働きは必要

①非常にある
31.3%

②ある
37.3%

③どちらとも
いえない

26.5%

④ない
4.8%

患者の妊孕性温存への余裕の有無
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14-2. 患者の年齢

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 19 22.9%

②ある 34 41.0%

③どちらともいえない 16 19.3%

④ない 13 15.7%

⑤まったくない 1 1.2%

無回答 0 0.0%

14-3. パートナーの有無

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 9 10.8%

②ある 30 36.1%

③どちらともいえない 22 26.5%

④ない 19 22.9%

⑤まったくない 2 2.4%

無回答 1 1.2%

項目

項目

①非常に
ある

22.9%

②ある
41.0%

③どちらとも
いえない

19.3%

④ない
15.7%

⑤まったく
ない
1.2%

患者の年齢

①非常にある
10.8%

②ある
36.1%③どちらとも

いえない
26.5%

④ない
22.9%

⑤まったく
ない
2.4%

無回答
1.2%

パートナーの有無
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14-4. セッション回数の少なさ

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 14 16.9%

②ある 39 47.0%

③どちらともいえない 25 30.1%

④ない 5 6.0%

⑤まったくない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

14-5. 自分の妊孕性温存への知識やスキル不足

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 31 37.3%

②ある 36 43.4%

③どちらともいえない 10 12.0%

④ない 5 6.0%

⑤まったくない 1 1.2%

無回答 0 0.0%

項目

項目

①非常にある
16.9%

②ある
47.0%

③どちらとも
いえない

30.1%

④ない
6.0%

セッション回数の少なさ

①非常にある
37.3%

②ある
43.4%

③どちらとも
いえない

12.0%

④ない
6.0%

⑤まったく
ない
1.2%

自分の知識やスキル不足
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14-6. 妊孕性温存についてのネットワークがあるかどうか

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 29 34.9%

②ある 32 38.6%

③どちらともいえない 17 20.5%

④ない 4 4.8%

⑤まったくない 1 1.2%

無回答 0 0.0%

14-7. 妊孕性温存のカウンセリングをするための自分の能力向上のための時間的制約

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 19 22.9%

②ある 31 37.3%

③どちらともいえない 20 24.1%

④ない 12 14.5%

⑤まったくない 1 1.2%

無回答 0 0.0%

項目

項目

①非常にある
34.9%

②ある
38.6%

③どちらとも
いえない

20.5%

④ない
4.8%

⑤まったく
ない
1.2%

ネットワークがあるかどうか

①非常に
ある

22.9%

②ある
37.3%

③どちらとも
いえない

24.1%

④ない
14.5%

⑤まったく
ない
1.2%

自分の能力向上のための時間的制約
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14-8. がん・生殖医療に対する周りの医療者の認識・知識不足

件数 ％

合計 83 100.0%

①非常にある 14 16.9%

②ある 29 34.9%

③どちらともいえない 22 26.5%

④ない 15 18.1%

⑤まったくない 1 1.2%

無回答 2 2.4%

項目

①非常にある
16.9%

②ある
34.9%

③どちらとも
いえない

26.5%

④ない
18.1%

⑤まったく
ない
1.2%

無回答
2.4%

周りの医療者の認識・知識不足
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1. がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様な取り組みをしていますか。

　　（複数回答可）

件数

①がん・生殖医療についての情報提供 5

②卵子凍結保存 0

③精子凍結保存 0

④受精卵凍結保存 0

⑤卵巣組織凍結保存 0

⑥他施設の紹介 4

⑦不明 0

⑧その他 1

実施していない

「がん・生殖における遺伝カウンセラーの役割に関する実態調査（2次調査）」
アンケート集計　【がん・生殖経験あり】

項目

勤務先の取組み（その他）

0 1 2 3 4 5 6

①がん・生殖医療についての情報提供

②卵子凍結保存

③精子凍結保存

④受精卵凍結保存

⑤卵巣組織凍結保存

⑥他施設の紹介

⑦不明

⑧その他

勤務先の取組み

50



2. １で①と答えた人に質問です。がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様な

　　情報提供をしていますか。（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 5

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 4

③費用・助成金 3

④挙児獲得率 2

⑤実施可能施設の紹介 5

⑥遺伝性腫瘍 2

⑦その他 0

※その他の記入がありませんでした。

項目

勤務先の情報提供（その他）

0 1 2 3 4 5 6

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③費用・助成金

④挙児獲得率

⑤実施可能施設の紹介

⑥遺伝性腫瘍

⑦その他

勤務先の情報提供
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3. がん・生殖医療の情報提供は誰が行う事が多いですか。（複数回答可）

件数

①医師 4

②看護師 3

③心理士（臨床心理士、公認心理師） 0

④薬剤師 0

⑤認定遺伝カウンセラー® 3

⑥その他 1

症例なし

4. がん・生殖医療の情報提供はどの様な場面で行う事が多いですか。（複数回答可）

件数

①がん治療の外来で 4

②生殖補助医療の外来で 0

③がん相談支援センターで 1

④遺伝カウンセリングで 3

⑤看護師との面談の場で 1

⑥その他 1

症例なし

項目

情報提供の場面（その他）

項目

情報提供を行う人（その他）

0 1 2 3 4 5

①がん治療の外来で

②生殖補助医療の外来で

③がん相談支援センターで

④遺伝カウンセリングで

⑤看護師との面談の場で

⑥その他

情報提供の場面

0 1 2 3 4 5

①医師

②看護師

③心理士（臨床心理士、公認心理師）

④薬剤師

⑤認定遺伝カウンセラー®

⑥その他

情報提供を行う人
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5. がん・生殖医療について認定遺伝カウンセラー®としてどの様な情報提供をしていますか。（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 2

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 2

③それぞれの方法のメリットデメリット 1

④費用や助成金 2

⑤挙児獲得率 1

⑥実施可能施設の紹介 3

⑦遺伝性腫瘍 5

⑧心理支援について 3

⑨その他 3

院内での相談先

症例なし

項目

認定遺伝カウンセラー®としての情報提供（その他）

がん・生殖医療分野が進展しておりさまざな情報が得られること、地域のがん生殖医療ネットワークの存在と、そのコーディ
ネーター施設でのカウンセリングを受けることができること

0 1 2 3 4 5 6

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③それぞれの方法のメリットデメリット

④費用や助成金

⑤挙児獲得率

⑥実施可能施設の紹介

⑦遺伝性腫瘍

⑧心理支援について

⑨その他

認定遺伝カウンセラー®としての情報提供
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6. 認定遺伝カウンセラー®が情報提供を行う場合、どの様な場面で行う事が多いですか。（複数回答可）

件数

①がん治療の外来で 2

②生殖補助医療の外来で 0

③遺伝カウンセリングの外来で 4

④その他 1

症例なし

項目

認定遺伝カウンセラー®の情報提供の場面（その他）

0 1 2 3 4 5

①がん治療の外来で

②生殖補助医療の外来で

③遺伝カウンセリングの外来で

④その他

認定遺伝カウンセラー®の情報提供の場面
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7. 現在実施している事以外に、どの様な情報提供が必要だと思いますか。（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 0

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 3

③それぞれの方法のメリットデメリット 2

④費用や助成金 3

⑤挙児獲得率 4

⑥実施可能施設の紹介 0

⑦遺伝性腫瘍 0

⑧心理支援について 2

⑨その他 2

パートナーとの相談を設ける、パートナー、親への心理支援

症例ないため実施していない

項目

実施している事以外にどの様な情報提供が必要か（その他）

0 1 2 3 4 5

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③それぞれの方法のメリットデメリット

④費用や助成金

⑤挙児獲得率

⑥実施可能施設の紹介

⑦遺伝性腫瘍

⑧心理支援について

⑨その他

実施している事以外にどの様な情報提供が必要か
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8. がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様な事が行えると思いますか。（複数回答可）

件数

①がん・生殖医療の実施可能施設への紹介 4

②院内の調整 5

③社会への啓発 2

④クライエントの心理支援 4

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

項目

情報提供以外に行える事（その他）

0 1 2 3 4 5 6

①がん・生殖医療の実施可能施設への紹介

②院内の調整

③社会への啓発

④クライエントの心理支援

⑤その他

情報提供以外に行える事
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9. 上記8で記載したことができる様になるにはどの様な課題がありますか。（複数回答可）

件数

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数の向上 6

3

③地域の実施施設のリスト化 4

④遺伝カウンセリングの社会的な認知 3

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解 3

⑥その他 4

認定遺伝カウンセラー

職域の明確化

検査外の遺伝カウンセリングに対する加算

項目

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
　(保険適用化や費用補助など)

情報提供以外に行える事の課題（その他）

遺伝カウンセリングの場で、遺伝カウンセラーによる情報提供が可能であることを癌に関わる医療従事者に理解してもらう
こと

0 1 2 3 4 5 6 7

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
(保険適用化や費用補助など)

③地域の実施施設のリスト化

④遺伝カウンセリングの社会的な認知

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解

⑥その他

情報提供以外に行える事の課題
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10. 認定遺伝カウンセラー®としてあなたが、がん・生殖医療のチーム医療への取り組みとしてうまく取り組めたと思ったのは

　　どういうときですか。（複数回答可）

件数

①クライエントの満足感 2

②多職種連携の成功時 3

③卵子・精子や胚凍結可能時 1

④挙児獲得時 0

⑤その他 2

症例なしのため回答不可

11. 逆にあなたが、うまく取り組めなかったというのはどういうときですか。（複数回答可）

件数

①クライエントの満足を得られない時 3

②他職種連携の失敗時 2

③卵子・精子や胚凍結不可能時 1

④不妊治療により児を得られなかった時 0

⑤その他 4

該当なし

10と同様

各診療科医師の理解

症例なしのため回答不可

項目

項目

上手く取り組めたと思うほど深く取り組んだ
経験がない

うまく取り組めなかったというとき（その他）

うまく取り組めたと思ったとき（その他）

0 1 2 3 4

①クライエントの満足感

②多職種連携の成功時

③卵子・精子や胚凍結可能時

④挙児獲得時

⑤その他

うまく取り組めたと思ったとき

0 1 2 3 4 5

①クライエントの満足を得られない時

②他職種連携の失敗時

③卵子・精子や胚凍結不可能時

④不妊治療により児を得られなかった時

⑤その他

うまく取り組めなかったというとき

58



12. うまく取り組めなかったことに対してあなたはどの様な支援があれば解決できると思いますか。（複数回答可）

件数

4

3

③地域の実施施設のリスト化 1

④遺伝カウンセリングの社会的な認知 2

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解 1

⑥その他 3

10と同様、回答者として値しない

症例なしのため回答不可

どの様な支援があれば解決できるか（その他）

①認定遺伝カウンセラー®のがん・生殖の知識や
　経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
　(保険適用化や費用補助など)

項目

がん・生殖医療に関する遺伝カウンセリング支援ツール（患者が理解すべき内容を網羅した説明資料）、最新の知識が得ら
れる継続的な教育機会

0 1 2 3 4 5

①認定遺伝カウンセラー®のがん・生殖の知識や
経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
(保険適用化や費用補助など)

③地域の実施施設のリスト化

④遺伝カウンセリングの社会的な認知

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解

⑥その他

どの様な支援があれば解決できるか
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13. 現在の施設でのがん・生殖医療における取り組みについて十分であると思いますか。

件数 ％

合計 11 100.0%

①はい 2 18.2%

②いいえ 9 81.8%

無回答 0 0.0%

項目

①はい
18.2%

②いいえ
81.8%

現在の施設での取り組みは十分か

60



14. 上記13でいいえと答えた方に質問です。どの様な取り組みや情報提供が足りないと考えますか。（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 4

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 5

③費用や助成金 2

④挙児獲得率 5

⑤実施可能施設の紹介 3

⑥遺伝性腫瘍 2

⑦心理支援について 5

⑧その他 3

院内での認知があまりされていない

症例なし

がん・生殖医療に関する基礎知識

どの様な取り組みや情報提供が足りないか（その他）

項目

0 1 2 3 4 5 6

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③費用や助成金

④挙児獲得率

⑤実施可能施設の紹介

⑥遺伝性腫瘍

⑦心理支援について

⑧その他

どのような取り組みや情報提供が足りないか
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15. 14であげた取り組みを行うためには何が足りない、もしくは充足したらいいと考えますか。（複数回答可）

件数

①知識 5

②人員 5

③院内のがん・生殖医療への理解 4

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解 3

⑤その他 2

症例なしのため回答不可

がん・生殖医療に関する遺伝カウンセラー養成校での座学教育と臨床実習、教育者の養成

14であげた取り組みを行うために足りないもの（その他）

項目

0 1 2 3 4 5 6

①知識

②人員

③院内のがん・生殖医療への理解

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解

⑤その他

14であげた取り組みを行うために足りないもの
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16. がん・生殖医療への取り組みも含め、遺伝医療に認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるためにはどの様な事が

　　必要だと思いますか。（複数回答可）

件数

①院内の他職種の認定遺伝カウンセラー®に対する理解 5

②国家資格 2

③知識 4

④セミナーなど学びの場に参加するための金銭的支援 2

⑤他職種から認定遺伝カウンセラー®が必要とされていることが実感できる場 2

⑥待遇の改善（給料や院内の立場など） 3

6

⑧その他 3

雇用の待遇向上

⑦がより認知度を高めてくれると考える

認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるために必要な事（その他）

最新かつ正確な遺伝カウンセリング資料の提供、組織としての遺伝医療体制の整備、遺伝カウンセリングが収益につなが
る体制、遺伝医療に理解のある医師の存在

項目

⑦認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の
　遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

0 1 2 3 4 5 6 7

①院内の他職種の認定遺伝カウンセラー®に対する理解

②国家資格

③知識

④セミナーなど学びの場に参加するための金銭的支援

⑤他職種から認定遺伝カウンセラー®が必要とされていること
が実感できる場

⑥待遇の改善（給料や院内の立場など）

⑦認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の
遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

⑧その他

認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるために必要な事
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17. 認定遺伝カウンセラー®としてがん・生殖医療への取り組みで一般的にどの様な事が課題だと思いますか。（複数回答可）

件数

6

4

③地域の実施施設のリスト化 3

④遺伝カウンセリングの社会的な認知 4

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解 4

⑥その他 1

認定遺伝生殖医療に関する遺伝カウンセリングが収益につながる

認定遺伝カウンセラー®としての取り組みで一般的な課題（その他）

項目

①認定遺伝カウンセラー®のがん・生殖の知識や
　経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
　(保険適用化や費用補助など)

0 1 2 3 4 5 6 7

①認定遺伝カウンセラー®のがん・生殖の知識や
経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
(保険適用化や費用補助など)

③地域の実施施設のリスト化

④遺伝カウンセリングの社会的な認知

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解

⑥その他

認定遺伝カウンセラー®としての取り組みで一般的な課題
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18. その課題はどの様な事があると解決できますか。（複数回答可）

件数

①e-learningなどの知識習得機会 5

4

③医療者への周知活動 4

④クライエントや社会のがん生殖への認知 6

⑤保険制度など患者の金銭的負担の軽減策 3

⑥その他 1

※その他の記入がありませんでした。

課題を解決できる事（その他）

項目

②がん・生殖医療における認定遺伝カウンセラー®の
　役割の明確化

0 1 2 3 4 5 6 7

①e-learningなどの知識習得機会

②がん・生殖医療における認定遺伝カウンセラー®の
役割の明確化

③医療者への周知活動

④クライエントや社会のがん生殖への認知

⑤保険制度など患者の金銭的負担の軽減策

⑥その他

課題を解決できる事
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19. 知識面ではがん治療や生殖補助医療について学ぶ機会があると、がん・生殖医療への取り組みにプラスになりますか。

件数 ％

合計 11 100.0%

①はい 11 100.0%

②いいえ 0 0.0%

③どちらでもない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

20. 学ぶ機会としてはどの様なものがいいですか。（複数回答可）

件数

①現地開催の学術集会でのセミナー 1

②webセミナー（オンデマンド配信あり） 6

③webセミナー（オンデマンド配信なし） 2

④e-learning 5

⑤その他 1

遺伝カウンセラー養成校の座学教育と臨床実習

学ぶ機会としていいもの（その他）

項目

項目

①はい
100.0%

学ぶ機会はプラスになるか

0 1 2 3 4 5 6 7

①現地開催の学術集会でのセミナー

②webセミナー（オンデマンド配信あり）

③webセミナー（オンデマンド配信なし）

④e-learning

⑤その他

学ぶ機会としていいもの
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21. 今後、着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際にがん・生殖医療の分野でどの様な課題が上がると思いますか。

　　(特に懸念されるもの上位3つをお答え下さい）

件数

①着床前診断の選択肢の提示タイミング 4

5

5

④着床前診断を検討するカップルへの心理的支援 0

⑤着床前診断のための倫理委員会等の手続き 2

⑥着床前診断ではわからない遺伝性疾患等への説明 0

⑦その他 3

重篤であるかを誰が判断し、決めていくのか

将来挙児希望だがパートナーがいない人への支援

着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際の課題（その他）

サーベイランスや遺伝学的検査の保険収載など、まずは当事者に対して社会的な補償や法整備が必要ではないかと考え
る

③病的バリアントの有無による胚の選択などに
　関する倫理的問題

項目

②疾患の発症年齢・発症リスクなどの重篤さによる
　対象疾患の検討

0 1 2 3 4 5 6

①着床前診断の選択肢の提示タイミング

②疾患の発症年齢・発症リスクなどの重篤さによる
対象疾患の検討

③病的バリアントの有無による胚の選択などに
関する倫理的問題

④着床前診断を検討するカップルへの心理的支援

⑤着床前診断のための倫理委員会等の手続き

⑥着床前診断ではわからない遺伝性疾患等への説明

⑦その他

着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際の課題

67



22. がん・生殖医療の中で認定遺伝カウンセラー®の働きが学会等で定義されていると院内で動きやすいですか。

件数 ％

合計 11 100.0%

①非常にそう思う 5 45.5%

②そう思う 2 18.2%

③どちらともいえない 3 27.3%

④そう思わない 0 0.0%

⑤まったく思わない 1 9.1%

無回答 0 0.0%

23. がん・生殖医療についての情報提供をするのに院内の誰かの許可が必要ですか。（複数回答可）

件数

①担当医の許可が必要 3

1

③看護師の許可が必要 0

④病院全体の許可が必要 0

⑤特に必要ない 2

項目

②遺伝医療部門内の許可が必
要

項目

①非常に
そう思う

45.5%

②そう思う
18.2%

③どちらとも
いえない

27.3%

⑤まったく
思わない

9.1%

学会等で定義されていると動きやすい

0 1 2 3 4

①担当医の許可が必要

②遺伝医療部門内の許可が必要

③看護師の許可が必要

④病院全体の許可が必要

⑤特に必要ない

情報提供をするのに許可が必要な人
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24. がん・生殖医療の情報提供について障壁になっている人はいますか。（複数回答可）

件数

①医師 1

②看護師 0

0

④薬剤師 0

⑤事務職員 0

⑥その他の医療関係者 0

⑦患者さん自身 0

⑧患者さんの家族 0

⑨その他 1

⑩とくにいない 4

症例なしのため回答不可

情報提供について障壁になっている人（その他）

③心理士
（臨床心理士、公認心理師）

項目

0 1 2 3 4 5

①医師

②看護師

③心理士
（臨床心理士、公認心理師）

④薬剤師

⑤事務職員

⑥その他の医療関係者

⑦患者さん自身

⑧患者さんの家族

⑨その他

⑩とくにいない

情報提供について障壁になっている人
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1. あなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではがん生殖医療について何かしら（情報提供含む）の取り組みをしていますか。

件数 ％

合計 7 100.0%

①はい 6 85.7%

②いいえ 0 0.0%

③わからない 1 14.3%

無回答 0 0.0%

「がん・生殖における遺伝カウンセラーの役割に関する実態調査（2次調査）」

項目

アンケート集計　【がん・生殖経験なし】

①はい
85.7%

③わからない
14.3%

がん生殖医療の取り組みをしているか
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2-1. 質問１ではいと回答いただいた方に質問です。がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）では

　　どの様な取り組みをしていますか。（複数回答可）

件数

①がん・生殖医療についての情報提供 0

②卵子凍結保存 0

③精子凍結保存 0

④受精卵凍結保存 0

⑤卵巣組織凍結保存 0

⑥他施設の紹介 0

⑦不明 0

⑧その他 0

※その他の記入がありませんでした。

項目

勤務先の取組み（その他）

0 1

①がん・生殖医療についての情報提供

②卵子凍結保存

③精子凍結保存

④受精卵凍結保存

⑤卵巣組織凍結保存

⑥他施設の紹介

⑦不明

⑧その他

勤務先の取組み
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2-2. がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様な情報提供をしていますか。

　　（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 0

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 0

③費用・助成金 0

④挙児獲得率 0

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

勤務先の情報提供（その他）

項目

0 1

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③費用・助成金

④挙児獲得率

⑤その他

勤務先の情報提供
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2-3. がん・生殖医療の情報提供は誰が行う事が多いですか。（複数回答可）

件数

①医師 0

②看護師 0

③心理士（臨床心理士、公認心理師） 0

④薬剤師 0

⑤認定遺伝カウンセラー® 0

⑥その他 0

※その他の記入がありませんでした。

2-4. がん・生殖の情報提供はどの様な場面で行う事が多いですか。（複数回答可）

件数

①がん治療の外来で 0

②生殖補助医療の外来で 0

③がん相談支援センターで 0

④遺伝カウンセリングで 0

⑤看護師との面談の場で 0

⑥その他 2

臨床心理士の個別外来

がん治療の外来で簡単な情報提供を行
い、詳細を生殖補助外来で行う。補足を看
護師の面談で。

情報提供を行う人（その他）

項目

情報提供の場面（その他）

項目

0 1 2 3

①がん治療の外来で

②生殖補助医療の外来で

③がん相談支援センターで

④遺伝カウンセリングで

⑤看護師との面談の場で

⑥その他

情報提供の場面

0 1

①医師

②看護師

③心理士（臨床心理士、公認心理師）

④薬剤師

⑤認定遺伝カウンセラー®

⑥その他

情報提供を行う人
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3. 質問１でいいえと回答いただいた方に質問です。 取り組んでいない理由について教えてください。（複数回答可）

件数

①がん・生殖医療について知らなかったから 0

②医師などの医療者が興味がないから 0

③患者さんから問い合わせがないから 0

④自施設で取り組めないから 0

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

4. 質問１でわからないと回答いただいた方に質問です。 わからない理由について教えてください。（複数回答可）

件数

①がん・生殖医療について知らなかったから 0

②院内の取り組みについて知らないから 0

③その他 0

※その他の記入がありませんでした。

項目

わからない理由（その他）

取り組んでいない理由（その他）

項目

0 1

①がん・生殖医療について知らなかったから

②医師などの医療者が興味がないから

③患者さんから問い合わせがないから

④自施設で取り組めないから

⑤その他

取り組んでいない理由

0 1

①がん・生殖医療について知らなかったから

②院内の取り組みについて知らないから

③その他

わからない理由
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5. あなたは、現在の施設でのがん・生殖医療における取り組みについて十分であると思いますか。

件数 ％

合計 7 100.0%

①はい 4 57.1%

②いいえ 3 42.9%

無回答 0 0.0%

項目

①はい
57.1%

②いいえ
42.9%

施設での取り組みは十分か
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6. 質問5でいいえと答えた方に質問です。どの様な取り組みや情報提供が足りないと考えますか。（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 0

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 0

③費用や助成金 0

④挙児獲得率 0

⑤実施可能施設の紹介 0

⑥遺伝性腫瘍 0

⑦心理支援について 0

⑧その他 0

※その他の記入がありませんでした。

どの様な取り組みや情報提供が足りないか（その他）

項目

0 1

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③費用や助成金

④挙児獲得率

⑤実施可能施設の紹介

⑥遺伝性腫瘍

⑦心理支援について

⑧その他

どの様な取り組みや情報提供が足りないか
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7. 6であげた取り組みを行うためには何が足りない、もしくは充足したらいいと考えますか。（複数回答可）

件数

①知識 0

②人員 0

③院内のがん・生殖医療への理解 0

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解 0

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

項目

6であげた取り組みを行うために足りないもの（その他）

0 1

①知識

②人員

③院内のがん・生殖医療への理解

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解

⑤その他

6であげた取り組みを行うために足りないもの
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8. がん・生殖医療への取り組みも含め、遺伝医療に認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるためにはどの様な事が

　　必要だと思いますか。（複数回答可）

件数

①院内の他職種の認定遺伝カウンセラー®に対する理解 0

②国家資格 0

③知識 0

④セミナーなど学びの場に参加するための金銭的支援 0

⑤他職種から認定遺伝カウンセラー®が必要とされていることが実感できる場 0

⑥待遇の改善（給料や院内の立場など） 0

0

⑧その他 1

認定遺伝カウンセラー®ががん・生殖医療に関わる他職種の方の関わりを理解すること

項目

⑦認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の
　遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるために必要な事（その他）

0 1 2

①院内の他職種の認定遺伝カウンセラー®に対する理解

②国家資格

③知識

④セミナーなど学びの場に参加するための金銭的支援

⑤他職種から認定遺伝カウンセラー®が必要とされていること
が実感できる場

⑥待遇の改善（給料や院内の立場など）

⑦認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の
遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

⑧その他

認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるために必要な事
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9. がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様な事が行えると思いますか。（複数回答可）

件数

①実施可能施設への紹介 0

②院内の調整 0

③社会への啓発 0

④クライエントの心理支援 0

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

10. それができる様になるにはどの様な課題がありますか。（複数回答可）

件数

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数の向上 0

0

③地域の実施施設のリスト化 0

④遺伝カウンセリングの社会的な認知 0

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解 0

⑥その他 1

項目

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
　(保険適用化や費用補助など)

項目

情報提供以外に行える事（その他）

情報提供以外に行える事の課題（その他）

がん・生殖医療ではどうしても時間的制約が生まれるため、関わる多職種カンファレンスなどを通してスタッフ間でも情報共
有できるような院内システムが必要

0 1

①実施可能施設への紹介

②院内の調整

③社会への啓発

④クライエントの心理支援

⑤その他

情報提供以外に行える事

0 1 2

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
(保険適用化や費用補助など)

③地域の実施施設のリスト化

④遺伝カウンセリングの社会的な認知

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解

⑥その他

情報提供以外に行える事の課題
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11. どの様な事があると解決できますか。（複数回答可）

項目 件数

①e-learningなどの知識習得機会 0

0

③医療者への周知活動 0

④クライエントや社会のがん生殖への認知 0

⑤保険制度など患者の金銭的負担の軽減策 0

⑥その他 0

※その他の記入がありませんでした。

12. 知識面ではがん治療や生殖補助医療について学ぶ機会があると、がん・生殖医療への取り組みにプラスになりますか。

件数 ％

合計 7 100.0%

①はい 7 100.0%

②いいえ 0 0.0%

③どちらでもない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

課題を解決できる事（その他）

②がん・生殖医療における認定遺伝カウンセラー®の
　役割の明確化

項目

①はい
100.0%

学ぶ機会はプラスになるか

0 1

①e-learningなどの知識習得機会

②がん・生殖医療における認定遺伝カウンセラー®の
役割の明確化

③医療者への周知活動

④クライエントや社会のがん生殖への認知

⑤保険制度など患者の金銭的負担の軽減策

⑥その他

課題を解決できる事
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13. 学ぶ機会としてはどの様なものがいいですか。（複数回答可）

件数

①現地開催の学術集会でのセミナー 0

②webセミナー（オンデマンド配信あり） 0

③webセミナー（オンデマンド配信なし） 0

④e-learning 0

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

学ぶ機会としていいもの（その他）

項目

0 1

①現地開催の学術集会でのセミナー

②webセミナー（オンデマンド配信あり）

③webセミナー（オンデマンド配信なし）

④e-learning

⑤その他

学ぶ機会としていいもの
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14. 今後、着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際にがん・生殖医療の分野でどの様な課題が上がると思いますか。

　　特に懸念されるもの上位3つをお答え下さい。

項目 件数

①着床前診断の選択肢の提示タイミング 0

0

0

④着床前診断を検討するカップルへの心理的支援 0

⑤着床前診断のための倫理委員会等の手続き 0

⑥着床前診断ではわからない遺伝性疾患等への説明 0

⑦その他 1

着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際の課題（その他）

がん・生殖は時間のない中で検討することが多い中、遺伝のことも、着床前診断のことも考えるには時間が足りない可能性
がある。

②疾患の発症年齢・発症リスクなどの重篤さによる
　対象疾患の検討

③病的バリアントの有無による胚の選択などに
　関する倫理的問題

0 1 2

①着床前診断の選択肢の提示タイミング

②疾患の発症年齢・発症リスクなどの重篤さによる
対象疾患の検討

③病的バリアントの有無による胚の選択などに
関する倫理的問題

④着床前診断を検討するカップルへの心理的支援

⑤着床前診断のための倫理委員会等の手続き

⑥着床前診断ではわからない遺伝性疾患等への説明

⑦その他

着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際の課題
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15. がん・生殖医療の中で認定遺伝カウンセラー®の働きが学会等で定義されていると院内で動きやすいですか。

件数 ％

合計 7 100.0%

①非常にそう思う 1 14.3%

②そう思う 3 42.9%

③どちらともいえない 3 42.9%

④そう思わない 0 0.0%

⑤まったく思わない 0 0.0%

無回答 0 0.0%

16. がん・生殖医療についての情報提供をするのに院内の誰かの許可が必要ですか。（複数回答可）

件数

①担当医の許可が必要 0

0

③看護師の許可が必要 0

④病院全体の許可が必要 0

⑤特に必要ない 0

項目

項目

②遺伝医療部門内の許可が必
要

①非常に
そう思う

14.3%

②そう思う
42.9%

③どちらとも
いえない

42.9%

学会等で定義されていると動きやすい

0 1

①担当医の許可が必要

②遺伝医療部門内の許可が必要

③看護師の許可が必要

④病院全体の許可が必要

⑤特に必要ない

情報提供をするのに許可が必要な人
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17. がん・生殖医療の情報提供について障壁になっている人はいますか。（複数回答可）

件数

①医師 0

②看護師 0

0

④薬剤師 0

⑤事務職員 0

⑥その他の医療関係者 0

⑦患者さん自身 0

⑧患者さんの家族 0

⑨その他 2

⑩とくにいない 0

わからない

③心理士
（臨床心理士、公認心理師）

生殖は生殖でやろうとする医師の姿勢。
AYA世代のがん患者はもれなく遺伝カウン
セリングも行うので、連携して行えると良い
と思う

項目

情報提供について障壁になっている人（その他）

0 1 2 3

①医師

②看護師

③心理士
（臨床心理士、公認心理師）

④薬剤師

⑤事務職員

⑥その他の医療関係者

⑦患者さん自身

⑧患者さんの家族

⑨その他

⑩とくにいない

情報提供について障壁になっている人
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1.がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様な取り組みをしていますか。（複数回答可）

　　

件数

①がん・生殖医療についての情報提供 5

②卵子凍結保存 0

③精子凍結保存 0

④受精卵凍結保存 0

⑤卵巣組織凍結保存 0

⑥他施設の紹介 4

⑦不明 0

⑧その他 1

※その他の記入がありませんでした。

2. がん・生殖医療についてあなたの勤務先（複数あればメインの施設）ではどの様な情報提供をしていますか。

　　（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 5

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 4

③費用・助成金 3

④挙児獲得率 2

⑤その他 0

「がん・生殖における遺伝カウンセラーの役割に関する実態調査（2次調査）」
アンケート集計　【がん生殖経験ありなし合算】

項目

項目

勤務先の取組み（その他）

0 1 2 3 4 5 6

①がん・生殖医療についての情報提供

②卵子凍結保存

③精子凍結保存

④受精卵凍結保存

⑤卵巣組織凍結保存

⑥他施設の紹介

⑦不明

⑧その他

勤務先の取組み
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※その他の記入がありませんでした。

3. がん・生殖医療の情報提供は誰が行う事が多いですか。（複数回答可）

件数

①医師 4

②看護師 3

③心理士（臨床心理士、公認心理師） 0

④薬剤師 0

⑤認定遺伝カウンセラー® 3

⑥その他 1

※その他の記入がありませんでした。

4. がん・生殖の情報提供はどの様な場面で行う事が多いですか。（複数回答可）

項目

勤務先の情報提供（その他）

情報提供を行う人（その他）

0 1 2 3 4 5

①医師

②看護師

③心理士（臨床心理士、公認心理師）

④薬剤師

⑤認定遺伝カウンセラー®

⑥その他

情報提供を行う人

0 1 2 3 4 5 6

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③費用・助成金

④挙児獲得率

⑤その他

勤務先の情報提供
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件数

①がん治療の外来で 4

②生殖補助医療の外来で 0

③がん相談支援センターで 1

④遺伝カウンセリングで 3

⑤看護師との面談の場で 1

⑥その他 3

臨床心理士の個別外来

5. あなたは、現在の施設でのがん・生殖医療における取り組みについて十分であると思いますか。

件数 ％

合計 18 100.0%

①はい 6 33.3%

②いいえ 12 66.7%

無回答 0 0.0%

6. どの様な取り組みや情報提供が足りないと考えますか。（複数回答可）

件数

①がん治療により不妊に陥るリスク 4

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法 5

③費用や助成金 2

④挙児獲得率 5

⑤実施可能施設の紹介 3

⑥遺伝性腫瘍 2

⑦心理支援について 5

⑧その他 3

項目

項目

情報提供の場面（その他）

がん治療の外来で簡単な情報提供
を行い、詳細を生殖補助外来で行
う。補足を看護師の面談で。

項目

どの様な取り組みや情報提供が足りないか（その他）

症例なし

院内での認知があまりされていない

0 1 2 3 4 5

①がん治療の外来で

②生殖補助医療の外来で

③がん相談支援センターで

④遺伝カウンセリングで

⑤看護師との面談の場で

⑥その他

情報提供の場面

①はい
33.3%

②いいえ
66.7%

施設での取り組みは十分か
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7. 6であげた取り組みを行うためには何が足りない、もしくは充足したらいいと考えますか。（複数回答可）

件数

①知識 5

②人員 5

③院内のがん・生殖医療への理解 4

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解 3

⑤その他 2

項目

6であげた取り組みを行うために足りないもの（その他）

症例なし

がん・生殖医療に関する基礎知識

がん・生殖医療に関する遺伝カウンセラー養成校での座学教育と臨床実習、教育者の養成

症例なしのため回答不可

0 1 2 3 4 5 6

①がん治療により不妊に陥るリスク

②凍結保存（卵子・精子・受精卵・卵巣組織）の方法

③費用や助成金

④挙児獲得率

⑤実施可能施設の紹介

⑥遺伝性腫瘍

⑦心理支援について

⑧その他

どの様な取り組みや情報提供が足りないか

0 1 2 3 4 5 6

①知識

②人員

③院内のがん・生殖医療への理解

④認定遺伝カウンセラ ®の働き の理解

6であげた取り組みを行うために足りないもの
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8. がん・生殖医療への取り組みも含め、遺伝医療に認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるためにはどの様な事が

　　必要だと思いますか。（複数回答可）

件数

①院内の他職種の認定遺伝カウンセラー®に対する理解 5

②国家資格 2

③知識 4

④セミナーなど学びの場に参加するための金銭的支援 2

⑤他職種から認定遺伝カウンセラー®が必要とされていることが実感できる場 2

⑥待遇の改善（給料や院内の立場など） 4

7

⑧その他 3

認定遺伝カウンセラー®ががん・生殖医療に関わる他職種の方の関わりを理解すること

認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるために必要な事（その他）

項目

⑦認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の
　遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

最新かつ正確な遺伝カウンセリング資料の提供、組織としての遺伝医療体制の整備、遺伝カウンセリングが収益につな
がる体制、遺伝医療に理解のある医師の存在

④認定遺伝カウンセラー®の働きへの理解

⑤その他

0 1 2 3 4 5 6 7 8

①院内の他職種の認定遺伝カウンセラー®に対する理解

②国家資格

③知識

④セミナーなど学びの場に参加するための金銭的支援

⑤他職種から認定遺伝カウンセラー®が必要とされていること
が実感できる場

⑥待遇の改善（給料や院内の立場など）

⑦認定遺伝カウンセラー®が遺伝カウンセリングを行う場合の
遺伝カウンセリング加算や管理料が取れる様になること

⑧その他

認定遺伝カウンセラー®がより積極的に関わるために必要な事
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9. がん・生殖医療において認定遺伝カウンセラー®は情報提供以外にどの様な事が行えると思いますか。（複数回答可）

件数

①実施可能施設への紹介 4

②院内の調整 5

③社会への啓発 2

④クライエントの心理支援 4

⑤その他 0

※その他の記入がありませんでした。

10. それができる様になるにはどの様な課題がありますか。（複数回答可）

件数

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数の向上 6

3

③地域の実施施設のリスト化 4

④遺伝カウンセリングの社会的な認知 3

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解 3

⑥その他 5

情報提供以外に行える事の課題（その他）

項目

項目

情報提供以外に行える事（その他）

認定遺伝カウンセラー

職域の明確化

遺伝カウンセリングの場で、遺伝カウンセラーによる情報提供が可能であることを癌に関わる医療従事者に理解してもら
うこと

検査外の遺伝カウンセリングに対する加算

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
　(保険適用化や費用補助など)

がん・生殖医療ではどうしても時間的制約が生まれるため、関わる多職種カンファレンスなどを通してスタッフ間でも情報
共有できるような院内システムが必要

0 1 2 3 4 5 6 7

①認定遺伝カウンセラー®のがん生殖の経験数の向上

②遺伝カウンセリングの経済的な患者負担の軽減
(保険適用化や費用補助など)

③地域の実施施設のリスト化

情報提供以外に行える事の課題

0 1 2 3 4 5 6

①実施可能施設への紹介

②院内の調整

③社会への啓発

④クライエントの心理支援

⑤その他

情報提供以外に行える事
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11. 知識面ではがん治療や生殖補助医療について学ぶ機会があると、がん・生殖医療への取り組みにプラスになりますか。

項目 件数 ％

合計 18 100.0%

①はい 18 100.0%

②いいえ 0 0.0%

12. 学ぶ機会としてはどの様なものがいいですか。（複数回答可）

項目 件数

①現地開催の学術集会でのセミナー 1

②webセミナー（オンデマンド配信あり） 6

③webセミナー（オンデマンド配信なし） 2

④e-learning 5

⑤その他 1

学ぶ機会としていいもの（その他）

遺伝カウンセラー養成校の座学教育と臨床実習

④遺伝カウンセリングの社会的な認知

⑤院内での遺伝カウンセリングへの理解

⑥その他

合計
100.0%

学ぶ機会はプラスになるか

0 1 2 3 4 5 6 7

①現地開催の学術集会でのセミナー

②webセミナー（オンデマンド配信あり）

学ぶ機会としていいもの
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13. 今後、着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際にがん・生殖医療の分野でどの様な課題が上がると思いますか。

項目 件数

①着床前診断の選択肢の提示タイミング 4

　　 5

5

④着床前診断を検討するカップルへの心理的支援 0

⑤着床前診断のための倫理委員会等の手続き 2

⑥着床前診断ではわからない遺伝性疾患等への説明 0

⑦その他 4

着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際の課題（その他）

重篤であるかを誰が判断し、決めていくのか

将来挙児希望だが、パートナーがいない人への支援

がん・生殖は時間のない中で検討することが多い中、遺伝のことも、着床前診断のことも考えるには時間が足りない可能
性がある。

サーベイランスや遺伝学的検査の保険収載など、まずは当事者に対して社会的な補償や法整備が必要ではないかと考
える。

②疾患の発症年齢・発症リスクなどの重篤さによる対象疾患
の検討

③病的バリアントの有無による胚の選択などに関する倫理的
問題

②webセミナ （オンデ ンド配信あり）

③webセミナー（オンデマンド配信なし）

④e-learning

⑤その他

0 1 2 3 4 5 6

①着床前診断の選択肢の提示タイミング

②疾患の発症年齢・発症リスクなどの重篤さによる対
象疾患の検討

③病的バリアントの有無による胚の選択などに関する
倫理的問題

④着床前診断を検討するカップルへの心理的支援

⑤着床前診断のための倫理委員会等の手続き

着床前診断について遺伝性腫瘍が対象になった際の課題
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14. がん・生殖医療の中で認定遺伝カウンセラー®の働きが学会等で定義されていると院内で動きやすいですか。

項目 件数 ％

合計 18 100.0%

①非常にそう思う 6 33.3%

②そう思う 5 27.8%

③どちらともいえない 6 33.3%

④そう思わない 0 0.0%

⑤まったく思わない 1 5.6%

15. がん・生殖医療についての情報提供をするのに院内の誰かの許可が必要ですか。（複数回答可）

項目 件数

①担当医の許可が必要 3

1

③看護師の許可が必要 0

④病院全体の許可が必要 0

⑤特に必要ない 2

16. がん・生殖医療の情報提供について障壁になっている人はいますか。（複数回答可）

項目 件数

②遺伝医療部門内の許可が必
要

①非常に
そう思う

33.3%

②そう思う
27.8%

③どちらとも
いえない

33.3%

学会等で定義されていると動きやすい

0 1 2 3 4

①担当医の許可が必要

②遺伝医療部門内の許可が必要

③看護師の許可が必要

④病院全体の許可が必要

⑤特に必要ない

情報提供をするのに許可が必要な人

情報提供について障壁になっている人

⑥着床前診断ではわからない遺伝性疾患等への説明

⑦その他
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①医師 1

②看護師 0

0

④薬剤師 0

⑤事務職員 0

⑥その他の医療関係者 0

⑦患者さん自身 0

⑧患者さんの家族 0

⑨その他 3

⑩とくにいない 4

わからない

生殖は生殖でやろうとする医師の姿勢。
AYA世代のがん患者はもれなく遺伝カウン
セリングも行うので、連携して行えると良い
と思う

③心理士
（臨床心理士、公認心理師）

情報提供について障壁になっている人（その他）

0 1 2 3 4 5

①医師

②看護師

③心理士
（臨床心理士、公認心理師）

④薬剤師

⑤事務職員

⑥その他の医療関係者

⑦患者さん自身

⑧患者さんの家族

⑨その他

⑩とくにいない

情報提供について障壁になっている人
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がん・⽣殖医療ナビゲーター看護師の育成
Oncofertility Navigator Nurse ︓OFNN

OFNN e-learning教材（総論）︓8項⽬

OFNN e-learning教材（各論）︓8項⽬

がん・⽣殖医療ナビゲーター看護師の育成
OncoFertility Navigator Nurse ︓OFNN

2021年度 厚⽣労働科学研究費補助⾦ 健やか次世代育成研究事業「がん・⽣殖医療専⾨看護師養成に関する研究」
⼤須賀班 研究分担者︓鈴⽊直、渡邊知映

OFNN e-learning教材（ロールプレイ）︓２項⽬

がん・⽣殖医療ナビゲーター看護師の育成
Oncofertility Navigator Nurse ︓OFNN

2021年度 厚⽣労働科学研究費補助⾦ 健やか次世代育成研究事業「がん・⽣殖医療専⾨看護師養成に関する研究」
⼤須賀班 研究分担者︓鈴⽊直、渡邊知映
厚⽣労働科学研究補助⾦(がん対策推進総合研究事業)
「⼩児・AYA世代がん患者に対する⽣殖機能温存に関わる⼼理⽀援体制の均てん化と安全な⻑期検体保管体制の確
⽴を志向した研究-患者本位のがん医療の実現を⽬指して」
（20EA1004） 研究代表者︓聖マリアンナ医科⼤学 鈴⽊直

WEB事例検討会

臨床経験３年以上のがん医療看護師・⽣殖医療看護師を対象として、e-
learning教材の受講を教育介⼊として⾏う。教育介⼊を⾏う前・直
後・３か⽉後の３時点でのがん・⽣殖医療に関する知識・態度・実践の
変化について評価を⾏うことで有効性について検証する。

すべてのe-learning教材を受講後、
①基礎的な症例について⼩グループに分
かれて⽀援のあり⽅検討を⾏う。
②困難な事例について、ファシリテー
ター間でパネルディスカッションを⾏う。
（145名が参加）

教育効果の検証 ⽇本版ENRICH試験

20XX/9/4 プレゼンテーションのタイトル 4

⽇本版ENRICH試験の効果検証 N＝137
本研修の有益性と満⾜度

20XX/9/4 プレゼンテーションのタイトル 5

すべての項⽬において研修会前・後で
がん・⽣殖医療の実践への⾃信が⾼まる

（P≦.001）

全く⾃信がない

⾃信がある

⽇本版ENRICH試験の効果検証 N＝114
がん・⽣殖医療に関する知識が向上

（P≦.001）
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Investigation of Fertility Preservation Education Videos
for Pediatric Patients Based on International

and Historical Survey

Yuriko Iwahata, MD,1 Seido Takae, MD, PhD,1 Hideyuki Iwahata, MD, PhD,1 Kimikazu Matsumoto, MD, PhD,2

Masahiro Hirayama, MD, PhD,3 Junko Takita, MD, PhD,4 Atsushi Manabe, MD, PhD,5 Yuko Cho, MD, PhD,5

Tomoaki Ikeda, MD, PhD,6 Tadashi Maezawa, MD, PhD,6 Mitsuru Miyachi, MD, PhD,7 Dai Keino, MD, PhD,8

Tomoe Koizumi, PhD,1,9, Tetsuya Mori, MD, PhD,10 Naoki Shimizu, MD, PhD,10

Teresa K. Woodruff, PhD,11 and Nao Suzuki, MD, PhD1

Purpose: Recently, direct communication with children about cancer seems to have shifted, but little is known
about communication regarding discussions of future infertility risk due to cancer therapy. This study conducted
cross-cultural comparisons between Japan and the United States to clarify communication patterns about cancer
notification and develop appropriate information about fertility issues.
Methods: An online survey was distributed to members of the Japanese Society of Pediatric Hematology/
Oncology in July 2019 and the American Society of Pediatric Hematology/Oncology in July 2020. Based on the
results from the survey, we developed three types of educational videos: a prepubertal version A, B, and a
pubertal version. Next, we conducted a survey to assess whether these were appropriate for clinical practice.
Results: We analyzed 325 physicians in Japan and 46 in the United States. In Japan, 80.5%, 91.7%, and 92.1%
of the physicians notified patients aged 7–9, 10–14, and 15–17 years of their cancer diagnosis directly, re-
spectively, compared within the United States, where the rate was 100%, regardless of age. Further, 9% and
45% of physicians in Japan and the United States, respectively, discuss fertility issues directly with patients
aged 7–9 years. In the survey to assess the educational videos, 85% of the physicians preferred to use the
educational videos in clinical practice.
Conclusion: This is the first step in bringing concordance to communication patters for emerging cancer care
around the globe and that this study and its intervention arm provide guidance in ways that ensure global equity
in care.

Keywords: adolescent, child, fertility preservation, oncofertility, pediatric, oncology
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Introduction

Cancer is widely recognized around the world as a life-
threatening disease, and the numbers of patients with

cancer, including those of childhood, adolescent, and young
adult (CAYA) age, are increasing.1 Consequently, 10% of
patients with cancer experience infertility because of im-
paired gonadal function due to gonadotoxic cancer treat-
ments (e.g., chemotherapy and radiation therapy). Moreover,
sexual dysfunction after cancer and treatment is still under-
recognized as a serious problem faced by cancer survivors.2

Children with a history of cancer have expressed their desire
for disclosing infertility risks at cancer diagnosis.3,4

Fertility preservation (FP) treatment has been established to
improve quality of life among adult cancer survivors. The
Oncofertility Consortium and FertiPROTEKT are represen-
tative associations established in 2006 to promote FP, fol-
lowed by the Japanese Society for Fertility Preservation
( JSFP) in 2012.5 In prior research published in 2007, a survey
comparing Japan and the United States regarding direct can-
cer diagnosis disclosure for childhood and adolescent patients
with cancer found that 65% of physicians in the United States
always informed patients of the diagnosis, compared with
9.5% in Japan,6 which revealed that most physicians in the
United States feel that it is their responsibility.7

Since 2018, major societies such as the American Society
of Clinical Oncology (ASCO), and the Japan Society of
Clinical Oncology ( JSCO) Clinical Practice Guidelines for
Fertility Preservation in CAYA with Cancer8,9 have re-
commended that health care providers explain fertility issues
to all patients of reproductive age, regardless of gender or
age, and refer them to a reproductive medicine specialist
before treatment.6,10,11 Particularly in Japan, FP for children is
expected to increase as a result of the start of government
subsidies for FP among patients with cancer in 2021. How-
ever, no current methodologies specify how information
should be provided, and methods of providing information are
currently left to each individual medical professional.12 As a
result, health care providers often find it difficult to provide
information on FP, especially to pediatric patients. Therefore,
less than half of pediatric patients have received explanations
about fertility issues after cancer treatment, and in many
cases, the patients are unaware of declining fertility.13,14

Although some reports have described cancer diagnosis
disclosure with children,6 to our knowledge, no studies have
investigated communication between physicians and chil-
dren about infertility risk at the time of a cancer diagnosis.
Therefore, our clinical questions are as follows: (i) How have
physicians’ direct discussions involving informing pediatric
patients about a cancer diagnosis shifted in the past 15 years,
and are there any differences between Japan and the United
States?; and (ii) What proportion of physicians provide in-
formation to patients with pediatric cancer at a cancer diag-
nosis in regard to fertility issues? We believe that answering
these clinical questions could improve the frequency of in-
formation provision regarding fertility issues to patients with
childhood and adolescent cancer.

Materials and Methods

The whole process of the study is shown in Figure 1. The
survey was conducted in both Japan and the United States

regarding cancer diagnosis disclosure and discussion fertility
issues. From the result, we created education videos regarding
FP for prepubertal and pubertal patients. Next, we assessed
the videos, and since modifications are needed for prepubertal
version, we created new version for prepubertal patients.

Questionnaire design and analysis

Questionnaires designed to evaluate physicians’ perspec-
tives regarding cancer diagnosis disclosure and information
provision about fertility issues were distributed from July to
September 2019 in Japan, and from July 2020 to March 2021
in the United States. The survey was developed in English
based on an extensive review of literature, interviews with
experts in pediatric oncology and survey methodologists in
both the United States and Japan. The survey underwent re-
view by clinical and survey experts in both countries to ensure
that the instrument reflected culturally equivalent content.

The questionnaires were composed of 24 items, including
five on demographics, six on cancer diagnosis disclosure, and
13 on fertility issues (Supplementary Data S1–S3). The six
cancer diagnosis disclosure questions asked about the age
limitations of patients when disclosing a cancer diagnosis, the
factors influencing the physicians’ timing of disclosure, and
physicians’ attitudes. To investigate the current state of
cancer diagnosis disclosure and the age of the patients, we
examined the disclosure rate by three age groups: prepuber-
tal, beginning of puberty, and during puberty.

The 13 items on fertility issues asked about age limitations
of patients when discussing the risk of gonadal dysfunc-
tion/future infertility with children and the factors influenc-
ing physicians when deciding to inform of the associated
infertility risks. The answers regarding age limitations cov-
ered the same age range as those for cancer diagnosis dis-
closure (Supplementary Data S2).

The results were analyzed historically through a compar-
ison with a 2007 study to analyze changes that had occurred
for the past 15 years.

Questionnaire distribution and survey completion

In Japan, the questionnaires were distributed by email
through sending a link to members of the Japanese Society of

FIG. 1. Whole process of the study.
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Pediatric Hematology Oncology ( JSPHO). Subsequently, the
English version of the questionnaire was distributed through
a post on the website of the American Society of Pediatric
Hematology/Oncology (ASPHO). Then, more participants
were recruited by email messages in which physicians who
belonged to the Oncofertility Consortium in the United States
and chief oncology physicians sent the link to the survey to
their colleagues. The exclusion criteria are shown in Figure 2.
All data were collected anonymously using Qualtrics online
survey software (http://qualtrics.com).

Ethical considerations

This study was approved by the ethics review board of
St. Marianna University School of Medicine (approval No.
3823, UMIN000048535). The study was reviewed and
obtained an exemption from Human Research Subject
Regulations by institutional review boards in the United
States. All participants were informed that participation in
the study was voluntary, and their identity would be kept
confidential.

Historical study

The result was compared with prior research published in
2007 historically to investigate the 15-year trend of cancer
diagnosis disclosure.

Statistical analysis

Qualtrics online survey software was used for all data entry
and analyses. Descriptive data were shown as number (n),
prevalence (%), mean, and standard deviation.

Creation of educational videos for FP

Based on the results from the survey, we developed two
types of educational videos, which can be seen in Supple-
mentary Data S4 and S5: a prepubertal version (A) and a
pubertal version. Next, we conducted a survey to assess
whether these were appropriate for clinical practice. Finally,
we also created a new prepubertal video (B) (Supplementary
Data S6) after hearing opinions from health care profes-
sionals. Prepubertal videos A and B are related to ovarian

FIG. 2. Flow of research in Japan
and the United States. (a) Survey re-
sponse rate in Japan. (b) Survey re-
sponse rate in the United States. The
exclusion criteria are included in the
figure.
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tissue cryopreservation (OTC) for patients with pediatric
cancer, and the pubertal version includes general FP infor-
mation on topics such as oocytes, embryos, and sperm
cryopreservation for during and after puberty.

Results

Comparison between Japan and the United States

Survey responses. In Japan, a total of 325 of 2139
JSPHO members completed and submitted the survey. After

excluding incomplete responses, 259 (12%) valid question-
naires were eligible for analysis. In the United States, 46
participants responded to the survey, and after exclusions, 30
valid questionnaires remained (Fig. 2a, b). The response rate
could not be calculated for the United States because the
distribution was uncountable.

Characteristics of the participants. In Japan, the majority
of physicians (75.8%) were male and 61.7% were experts in
cancer care. The major specialty was pediatric hematolo-
gy/oncology in both countries. In the United States, the ma-
jority of physicians were female (73.2%) and cancer care
experience was nearly identical for each age group (Table 1).

Cancer diagnosis disclosure—a historical study. As
shown in Table 2, 36% of Japanese physicians reported always
directly disclosing a cancer diagnosis to children aged 7–9
years; an additional 32% reported most of the time (total 68%).
By contrast, 60% of U.S. physicians reported always directly
revealing and 40% most of the time (total 100%). Furthermore,
regarding children over 15 years of age, >90% of the physi-
cians in both countries directly revealed their cancer diagnosis.
These results indicate that especially in Japan, patients around
7–9 years of age are sometimes considered to be too young to
hear a cancer diagnosis directly.

As evidence to support this, as shown in Table 3, 72% of
physicians in Japan cite the ‘‘age of the child’’ as a major
influencing factor in cancer diagnosis disclosure. As with
other factors, it was found that parental requests to disclose
information and the possibility of cure hindered cancer di-
agnosis disclosure more often in Japan than in the United
States. However, compared historically, cancer diagnosis
disclosure for young children have become more common
(38%–68% in Japan).

Discussing fertility issues. In Table 4, for patients aged
7–9 years, 7% of the physicians in Japan reported discussing
fertility issues before cancer treatment, compared with 40%
in the United States. Japanese physicians tended to tell only
the parents before the start of cancer treatment. For patients
aged 10–14 years, 41% of the physicians in Japan reported
discussing fertility issues before the start of cancer treatment,
compared with 85% in the United States. For patients aged
15–17 years, 75% of the physicians in Japan reported dis-
cussing fertility issues before the start of cancer treatment,
compared with 95% in the United States. These results in-
dicate that physicians tend to discuss fertility issues with
child and adolescent patients as they become older. In
Table 3, the results indicated that the ‘‘age of the child’’ and

Table 1. Participant Characteristics

Characteristics N (%) Japan
N (%)

United States

Gender
Male 226 (75.8) 10 (24.4)
Female 72 (24.2) 30 (73.2)
Prefer not to say 0 1 (2.4)

Years as physician
<5 0 11 (26.8)
5–10 14 (4.7) 9 (22.0)
11–15 45 (15.1) 5 (12.2)
>15 239 (80.2) 16 (39.0)

Years of working
in cancer care
<5 12 (4) 10 (24.4)
5–10 39 (13) 9 (22.0)
11–15 36 (12) 2 (4.9)
>15 184 (61.7) 19 (46.3)
Have not worked

in cancer cares
for >2 years

26 (8.7) 1 (2.4)

Specialty
Pediatric

hematology/
oncology

233 (78.2) 25 (60.9)

Pediatric surgery 35 (11.7) 3 (7.3)
Neurosurgery 6 (2) 0
Others 24 (8.05) 13 (31.7)
Working hospital University

hospital
168 (56.4)

Freestanding
children’s

hospital—Academic
22 (53.7)

Others
140 (43.6)

Children hospital
within adult

hospital—Academic
11(26.3)
Others
8(19.4)

Table 2. The Frequency to Tell the Cancer Diagnosis Directly to Child and Adolescent Patients

7–9 years 10–14 years 15–17 years

Japan United States Japan United States Japan United States

Always 73 (35.8%) 12 (60%) 132 (64.7%) 18 (90.0%) 157 (77.0%) 19 (95.0%)
Most of the time 66 (32.4%) 8 (40%) 47 (23.0%) 2 (10.0%) 36 (17.7%) 1 (5%)
Some of the time 33 (16.2%) 0 (0%) 14 (6.9%) 0 (0%) 1 (0.5%) 0 (0%)
Rarely 17 (8.3%) 0 (0%) 2 (1.0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
Never 8 (3.9%) 0 (0%) 1 (0.5%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
Missing 55 10 55 10 55 10
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‘‘parental understanding of the child’s situation’’ can be
communication barriers to fertility discussions (Table 5).

Educational videos. As >90% of physicians think that it
is better to have explanatory material when explaining in-
fertility risks, especially in Japan (Table 5), we developed
education videos and conducted video assessment survey.
The participants’ characteristics are shown in Supplementary
Data S7. A hundred percent of participants responded that
educational videos are necessary when discussing fertility
issues (Supplementary Data S8). More than 80% of the
physicians agreed that the pubertal version should be used in
clinical practice; however, 38% of participants disagreed
about the use of the prepubertal version, suggesting that some
modifications are needed.

The dissenting opinions included sentiments such as ‘‘it is
not a good idea to treat doctors as heroes,’’ ‘‘there are too
many metaphors and it is difficult to convey specifically what
you are trying to say,’’ and ‘‘the pictures are aggressive and
can be frightening.’’ Therefore, we developed a new prepu-
bertal version video (B), which can be seen in Supplementary
Data S6. We again conducted a survey to assess this new
version of the video, and the results are shown in Supple-
mentary Data S9 and S10. In total, 85% of the physicians
preferred to use the new version in clinical practice. Many

opinions about the new version were positive (e.g., ‘‘the
pictures are gentle,’’ ‘‘the wording is specific and easy to
understand’’).

Discussion

Cancer diagnosis disclosure—a historical study

In this study, >60% of Japanese physicians disclosed a
cancer diagnosis to pediatric patients aged 7–9 years directly,
compared within the United States, where this rate was dra-
matically higher, at >90% regardless of age. The factors that
influence physicians when notifying children of a cancer
diagnosis were the ‘‘age of the child’’ and ‘‘parental under-
standing.’’

The history of cancer diagnosis disclosure provides a
deeper understand of their progression. According to a report
in 1961, 90% (n = 197/219) of physicians in the United States
did not disclose adult patients about their cancer diagnosis.15

However, in 1977, 97% (n = 256/264) had begun to provide
more information on cancer diagnoses, which was a major
change.16 The reasons for this may have been that the prog-
nosis of patients had improved significantly because of ad-
vancements in cancer treatment, and that cancer had become
more socially recognized.

Table 3. The Factors Influence Your Decision to Tell ‘‘Cancer Notification’’ and ‘‘The Fertility Issues’’

Cancer notification The risk of gonadal dysfunction/future infertility

Japan United States Japan United States

Age of child 147 (72.1%) 9 (45.0%) Age of child 184 (87.6%) 15 (75.0%)
Likelihood of cure 87 (42.7%) 1 (5.0%) Parental understanding

of the child situation
117 (55.7%) 9 (45.0%)

Parental request regarding how
much information is shared

117 (57.4%) 7 (35.0%) MD’s low confidence
in knowledge of
infertility risks for
fertility issues

80 (38.1%) 1 (5.0%)

Parental understanding
of the child situation

123 (60.3%) 7 (35.0%) The physicians’
perception of
the family’s ability
to afford fees and
storage

48 (22.9%) 0 (0%)

Child’s sex 65 (31.0%) 1 (5.0%)
Experimental method

of FP (OTC/TTC)
63 (30.0%) 6 (30.0%)

OTC, ovarian tissue cryopreservation; TTC, testicular tissue cryopreservation.

Table 4. The Frequency to Discuss Fertility Issues Directly to Child and Adolescent Patients

7–9 years 10–14 years 15–17 years

Japan United States Japan United States Japan United States

I do not tell anyone 8 (3.7%) 0 (0%) 4 (1.9%) 0 (0%) 2 (0.1%) 0 (0%)
Before cancer treatments start 17 (7.9%) 8 (40.0%) 88 (41.1%) 17 (85.0%) 162 (75.7%) 19 (95.0%)
I do not tell before

cancer treatments,
but discuss it after
when they reach
puberty or legal adults

43 (20.1%) 1 (5.0%) 46 (21.5%) 1 (5.0%) 12 (5.6%) 1 (5.0%)

I only tell the parents before
cancer treatments start

138 (64.5%) 11 (55.0%) 54 (25.2%) 2 (10.0%) 16 (7.5%) 0 (0%)

DIRECT COMMUNICATION WITH PEDIATRIC PATIENTS 5

D
ow

nl
oa

de
d 

by
 S

T
 M

A
R

IA
N

N
A

 I
K

A
 U

N
IV

E
R

SI
T

Y
 f

ro
m

 w
w

w
.li

eb
er

tp
ub

.c
om

 a
t 0

5/
29

/2
3.

 F
or

 p
er

so
na

l u
se

 o
nl

y.
 

105



In Japan, historically, there has been a dominant paradigm
in which the will of the family has been emphasized.17–19 In a
1991 study, 69.4% (344/494) of adult patients complained
they wanted to know their cancer diagnosis, but only 31.8%
of families wanted their own families to be notified of their
cancer.20 As the Japanese guidelines ( Japanese National
Cancer Center) published in 1998 recommend that cancer
diagnosis disclosure be given directly to patients, the idea of
‘‘not telling’’ has shifted to the idea of ‘‘telling.’’21–24

Regarding cancer diagnosis disclosure to pediatric pa-
tients, it has generally been thought that pediatric patients
should not know about a diagnosis of cancer, as in the case of
adult patients.25,26 However, as the prognosis of such patients
has improved because of advancements in cancer treatment,
the notion of cancer diagnosis disclosure to pediatric patients
has gradually changed.27 Previously, only parents were in-
formed; patients with childhood cancer were not informed of
why they were being treated, which often resulted in anxiety.

However, if the patient knows about disease, then the pa-
tient can actively work on treatment, and parents can even
intervene. We previously confirmed the merits of maintain-
ing relationships of trust between patients and parents.26

However, the proliferation of childhood cancer diagnosis
disclosure has been slower in Japan than in the United States.
In Japan, the Basic Plan to Promote Cancer Control Programs
was revised in 2018,28 and types of patient support such as
job assistance and reductions in the cost burden of FP therapy
were intensified.

Informed provision regarding the risk of gonadal
dysfunction and future infertility

Our results showed a significant difference in the direct
disclosure regarding the infertility risk to patients with
childhood cancer between Japan (8%) and the United States
(40%), especially between those aged 7–9 years, suggesting
that the United States may be more actively providing in-
formation to children. The fact that the age of exposure to sex
education in public schools in the United States is slightly
younger than that in Japan is also one of the reasons why the
U.S. physicians tell pediatric patients about sexual function,
including FP treatment.29–32

In addition, in the United States, there is an extensive FP
program in which FP treatment options involving multiple
co-medical staff can be proposed. Collaboration to drive the
decision-making process for patient FP treatment among not
only physicians and nurses, but also patient navigators,
clinical psychologists, pharmacists, and social workers spe-
cializing in cancer reproductive medicine, is very important.
The Oncofertility Consortium has developed a national net-
work of institutions called the national physicians coopera-
tive (NPC), which is dedicated to preserving the fertility of
patients with cancer and other conditions whose progression
or treatment may impair fertility.

Between 2007 and 2017, the NPC created a variety of ma-
terials such as educational materials and textbooks while
working to provide more pediatric and adult patients with the

Table 5. Variables Identified A Priori as Likely to be Related to Telling a Child Their Cancer Diagnosis

Cancer diagnosis

7–9 years 10–14 years 15–17 years

Japan
United
States Japan

United
States Japan

United
States

MDs have a responsibility
to tell children about
their cancer diagnosis

Agree 149 (73.0%) 18 (90.0%) 190 (93.1%) 20 (100%) 199 (97.6%) 20 (100%)

Child’s knowledge
enhances participation in
care decisions and
improves compliance

Agree 161 (78.9%) 19 (95.0%) 193 (94.6%) 20 (100%) 196 (96.1%) 20 (100%)

Child’s awareness dashes
sense of hopefulness

Agree 12 (5.9%) 0 (0%) 13 (6.4%) 1 (5.0%) 14 (6.9%) 1 (5.0%)

Child should be told
diagnosis only by parent

Agree 23 (11.3%) 0 (0%) 17 (8.3%) 0 (0%) 12 (5.9%) 0 (0%)

Fertility discussion
MDs have a responsibility

to tell children about the
risk of gonadal
dysfunction/future
infertility

Agree 98 (48.0%) 11 (55.0%) 176 (86.3%) 18 (90.0%) 197 (96.6%) 20 (100%)

The parents should
describe the risk of
gonadal dysfunction
and/or the risk of future
infertility to the child

Agree 33 (16.2%) 8 (40.0%) 37 (18.1%) 7 (35.0%) 36 (17.7%) 7 (35.0%)

It is better to have teaching
aids to explain the risk of
gonadal dysfunction
and/or the risk of future
infertility

Agree 187 (91.7%) 14 (70.0%) 196 (96.1%) 14 (70.0%) 198 (97.1%) 13 (65.0%)
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option of FP.33 At least 144 FP programs currently exist ac-
cording to a survey conducted in the United States.34 FP pro-
grams can also be accessed directly by patients through a
website or telephone. Overall, we assume that increased
comfort of providers in the United States as well as the cultural
acceptability of discussing future fertility of pediatric patients
were the main reason that FP discussion occurs more often in
the United States.

In contrast, in Japan, few hospitals have constructed a
specific system, and in most cases, physicians play a central
role in presenting patients with FP therapy options. According
to a previous report, half of the 395 institutions that partici-
pated in a survey reported that FP options were explained by
physicians and nurses, whereas 20% of the institutions re-
ported that only physicians explained the FP options.35 There
is an urgent need to build a system for providing information
on FP in Japan soon. In 2020, the JSFP began efforts to start a
certification program for patient navigators, which are the core
of the consultation system at each facility. Also, after the JSCO
published the Clinical Practice Guidelines for Fertility Pre-
servation in Pediatric, Adolescent, and Young Adults with
Cancer, the concept of FP was addressed, with a survey finding
that interest among medical professionals was increasing.35,36

One limitation of this study was the small number of re-
sponders and the frequency of discussing fertility issues is
overestimated. In the future, more participants are needed for
further analysis. Another limitation is the gender ratio of the
disseminated population is unknown there is a possibility that
there is a difference between male and female, which may
affect the answer.

Development of videos for FP therapy

The United States has many videos, such as ‘‘A New You,
That’s Who’’37 and ‘‘Ovarian Tissue Cryopreservation’’
created by the Oncofertility Consortium, as well as videos
developed by a children’s hospital. In contrast, in Japan, there
is a video explaining FP treatment for adults, but no such
video for children. Therefore, in this study, >90% of medical
professionals perceived a need for educational materials,
which led our research group to create three types of videos.
For the prepubertal versions, it was necessary to consider the
choice of simple language, the simplicity of the story, and the
ability to alleviate the fear of cancer treatment and OTC.

For the pubertal version, we focused on including details of
FP treatment for both females and males. Hopefully, these
videos can increase the hope of such patients to be able to
have their own child in the future by helping to overcome the
barriers associated with discussing fertility issues with chil-
dren. However, another limitation of this study is that we
assessed the videos with only health care professionals; fur-
ther prospective intervention trial in assessments with
childhood and adolescent patients with cancer and their
parents are needed, because parents have a great influence on
their children’s decision-making.

Conclusions

The findings of the survey revealed that cancer diagnosis
disclosure for pediatric patients is more widespread in both
Japan and the United States compared with a decade ago. In
contrast, there are fewer opportunities to discuss future in-
fertility risk in Japan than in the United States. The resultant

materials are the first step in bringing concordance to com-
munication patters for emerging cancer care around the globe
and that this study and its intervention arm provide guidance
in ways that ensures global equity in care.

Acknowledgments

The authors thank Hajime Hosoi and Yoshiaki Kinoshita
for distributing our survey to the Japanese Society of Pe-
diatric Hematology Oncology, and Erin Rowell for her as-
sistance with the survey creation process.

Authors’ Contribution

Investigation, analysis, writing—original draft, and editing
by Y.I. Project administration, data curation, and writing—
review and editing by S.T. Resources, review, and editing by
H.I., K.M., M.H., J.T., A.M., Y.C., T.I., T.M., M.M., D.K., T.K.,
T.M., and N.S. Investigation and writing—review by T.K.W.
Conceptualization and writing—review and editing by N.S.

Author Disclosure Statement

The authors declare no conflicts of interest.

Funding Information

This study was supported by a Health, Labour and Welfare
Science Research grant (No. 20EA1004).

Supplementary Material

Supplementary Data S1
Supplementary Data S2
Supplementary Data S3
Supplementary Data S4
Supplementary Data S5
Supplementary Data S6
Supplementary Data S7
Supplementary Data S8
Supplementary Data S9
Supplementary Data S10

References

1. Steliarova-Foucher E, Colombet M, Ries LAG, et al. In-
ternational incidence of childhood cancer, 2001–2010: A
population-based registry study. Lancet Oncol 2017;18(6):
719–731; doi: 10.1016/S1470-2045(17)30186-9

2. Valpey R, Kucherer S, Nguyen J. Sexual dysfunction in female
cancer survivors: A narrative review. Gen Hosp Psychiatry
2019;60:141–147; doi: 10.1016/j.genhosppsych.2019.04.003

3. Ellis SJ, Wakefield CE, McLoone JK, et al. Fertility con-
cerns among child and adolescent cancer survivors and their
parents: A qualitative analysis. J Psychosoc Oncol 2016;
34(5):347–362; doi: 10.1080/07347332.2016.1196806

4. Nilsson J, Jervaeus A, Lampic C, et al. ‘Will I be able to
have a baby?’ Results from online focus group discussions
with childhood cancer survivors in Sweden. Hum Reprod
2014;29(12):2704–2711; doi: 10.1093/humrep/deu280

5. Takae S, Lee JR, Mahajan N, et al. Corrigendum: Fertility
preservation for child and adolescent cancer patients in
Asian countries. Front Endocrinol 2020;11:241; doi: 10.3389/
fendo.2020.00241

DIRECT COMMUNICATION WITH PEDIATRIC PATIENTS 7

D
ow

nl
oa

de
d 

by
 S

T
 M

A
R

IA
N

N
A

 I
K

A
 U

N
IV

E
R

SI
T

Y
 f

ro
m

 w
w

w
.li

eb
er

tp
ub

.c
om

 a
t 0

5/
29

/2
3.

 F
or

 p
er

so
na

l u
se

 o
nl

y.
 

107



6. Ethics Committee of the American Society for Re-
productive Medicine. Fertility preservation and reproduc-
tion in patients facing gonadotoxic therapies: An Ethics
Committee opinion. Fertil Steril 2018;110(3):380–386; doi:
10.1016/j.fertnstert.2018.05.034

7. Parsons SK, Saiki-Craighill S, Mayer DK, et al. Telling
children and adolescents about their cancer diagnosis:
Cross-cultural comparisons between pediatric oncologists
in the US and Japan. Psychooncology 2007;16(1):60–68;
doi: 10.1002/pon.1048

8. Harada M, Kimura F, Takai Y, et al. Japan Society of
Clinical Oncology Clinical Practice Guidelines 2017 for
fertility preservation in childhood, adolescent, and young
adult cancer patients: Part 1. Int J Clin Oncol 2022;27(2):
265–280; doi: 10.1007/s10147-021-02081-w

9. Tozawa A, Kimura F, Takai Y, et al. Japan Society of
Clinical Oncology Clinical Practice Guidelines 2017 for
fertility preservation in childhood, adolescent, and young
adult cancer patients: Part 2. Int J Clin Oncol 2022;27(2):
281–300; doi: 10.1007/s10147-021-02076-7

10. Oktay K, Harvey BE, Partridge AH, et al. Fertility pres-
ervation in patients with cancer: ASCO clinical practice
guideline update. J Clin Oncol 2018;36(19):1994–2001;
doi: 10.1200/JCO.2018.78.1914

11. Balduzzi A, Dalle JH, Jahnukainen K, et al. Fertility
preservation issues in pediatric hematopoietic stem cell
transplantation: Practical approaches from the consensus of
the Pediatric Diseases Working Party of the EBMT and the
International BFM Study Group. Bone Marrow Transplant
2017;52(10):1406–1415; doi: 10.1038/bmt.2017.147

12. Nahata L, Quinn GP, Tishelman AC. Counseling in pedi-
atric populations at risk for infertility and/or sexual func-
tion concerns. Pediatrics 2018;142(2):e20181435; doi:
10.1542/peds.2018-1435

13. Schover LR, Brey K, Lichtin A, et al. Knowledge and
experience regarding cancer, infertility, and sperm banking
in younger male survivors. J Clin Oncol 2002;20(7):1880–
1889; doi: 10.1200/JCO.2002.07.175

14. Zarnegar S, Gosiengfiao Y, Rademaker A, et al. Recall of
fertility discussion by adolescent female cancer patients: A
survey-based pilot study. J Adolesc Young Adult Oncol
2018;7(2):249–253; doi: 10.1089/jayao.2017.0079

15. Oken D. What to tell cancer patients. A study of medical
attitudes. JAMA 1961;175:1120–1128; doi: 10.1001/jama.
1961.03040130004002

16. Novack DH, Plumer R, Smith RL, et al. Changes in phy-
sicians’ attitudes toward telling the cancer patient. JAMA
1979;241(9):897–900.

17. Long SO, Long BD. Curable cancers and fatal ulcers. At-
titudes toward cancer in Japan. Soc Sci Med 1982;16(24):
2101–2108; doi: 10.1016/0277-9536(82)90259-3

18. Akabayashi A, Kai I, Takemura H, et al. Truth telling in the
case of a pessimistic diagnosis in Japan. Lancet 1999;
354(9186):1263; doi: 10.1016/S0140-6736(99)02802-0

19. Fujimori M, Akechi T, Akizuki N, et al. Good communication
with patients receiving bad news about cancer in Japan. Psy-
chooncology 2005;14(12):1043–1051; doi: 10.1002/pon.917

20. Kojima D. A survey on informed consent. Approach to
cancer treatment. Nihon Ika Daigaku Zasshi 1991;58(1):
39–49; doi: 10.1272/jnms1923.58.39

21. Morioka Y. Informed consent and truth telling to cancer pa-
tients. Gastroenterol Jpn 1991;26(6):789–792; doi: 10.1007/
BF02782871

22. Asai A. Should physicians tell patients the truth? West J
Med 1995;163(1):36–39.

23. Salzberg SM. The Japanese response to AIDS. Boston Univ
Int Law J 1991;9(2):243–285.

24. Okamura H, Uchitomi Y,Sasako M, et al. Guidelines for telling
the truth to cancer patients. Japanese National Cancer Center.
Jpn J Clin Oncol 1998;28(1):1–4; doi: 10.1093/jjco/28.1.1

25. Chesler MA, Paris J, Barbarin OA. ‘‘Telling’’ the child with
cancer: Parental choices to share information with ill chil-
dren. J Pediatr Psychol 1986;11(4):497–516; doi: 10.1093/
jpepsy/11.4.497

26. Foley GV. Enhancing child-family-health team communi-
cation. Cancer 1993;71(10 Suppl):3281–3289; doi: 10.1002/
1097-0142(19930515)71:10+<3281::aid-cncr2820711723>
3.0.co;2-o

27. Patenaude AF, Kupst MJ. Psychosocial functioning in pe-
diatric cancer. J Pediatr Psychol 2005;30(1):9–27; doi:
10.1093/jpepsy/jsi012

28. Cancer statistics in Japan-2021. HP. Available from: https://
ganjoho.jp/public/qa_links/report/statistics/2021_en.html
[Last accessed: December 10, 2022].

29. Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Tech-
nology: MEXT. Guidance on sexuality in schools. HP 2017;
Available from: https://www.mhlw.go.jp/content/11121000/
000838180.pdf [Last accessed: December 10, 2022].

30. Santelli J, Ott MA, Lyon M, et al. Abstinence and
abstinence-only education: A review of U.S. policies and
programs. J Adolesc Health 2006;38(1):72–81; doi: 10.1016/
j.jadohealth.2017.05.031

31. SEICUS. The Guidelines for Comprehensive Sexuality
Education. HP. Available from: https://siecus.org/resources/
the-guidelines/ [Last accessed: December 10, 2022].

32. Goldfarb ES, Lieberman LD. Three decades of research:
The case for comprehensive sex education. J Adolesc Health
2021;68(1):13–27; doi: 10.1016/j.jadohealth.2020.07.036

33. Smith BM, Duncan FE, Ataman L, et al. The National
Physicians Cooperative: Transforming fertility manage-
ment in the cancer setting and beyond. Future Oncol 2018;
14(29):3059–3072; doi: 10.2217/fon-2018-0278

34. Frederick NN, Klosky JL, Meacham LR, et al. Infrastructure
of fertility preservation services for pediatric cancer patients:
A report from the Children’s Oncology Group. JCO Oncol
Pract 2022;18(3):e325–e333; doi: 10.1200/OP.21.00275

35. Kunitomi C, Harada M, Sanada Y, et al. The possible ef-
fects of the Japan Society of Clinical Oncology Clinical
Practice Guidelines 2017 on the practice of fertility pres-
ervation in female cancer patients in Japan. Reprod Med
Biol 2022;21(1):e12453; doi: 10.1002/rmb2.12453

36. Suzuki N, Takai Y, Yonemura M, et al. Guidance on the need
for contraception related to use of pharmaceuticals: The Japan
Agency for Medical Research and Development Study Group
for providing information on the proper use of pharmaceuti-
cals in patients with reproductive potential. Int J Clin Oncol
2022;27(5):829–839; doi: 10.1007/s10147-022-02149-1

37. Hurwitz LB, Lovato SB, Lauricella AR, et al. ‘A New You,
That’s Who’: An evaluation of short videos on puberty and
human reproduction. Palgrave Commun 2018;4:89.

Address correspondence to:
Nao Suzuki, MD, PhD

Department of Obstetrics and Gynecology
St. Marianna University School of Medicine

2-16-1 Sugao, Miyamae-ku, Kawasaki
Kanagawa 216-8511

Japan

Email: nao@marianna-u.ac.jp

8 IWAHATA ET AL.

D
ow

nl
oa

de
d 

by
 S

T
 M

A
R

IA
N

N
A

 I
K

A
 U

N
IV

E
R

SI
T

Y
 f

ro
m

 w
w

w
.li

eb
er

tp
ub

.c
om

 a
t 0

5/
29

/2
3.

 F
or

 p
er

so
na

l u
se

 o
nl

y.
 

108

https://ganjoho.jp/public/qa_links/report/statistics/2021_en.html
https://ganjoho.jp/public/qa_links/report/statistics/2021_en.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11121000/000838180.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11121000/000838180.pdf
https://siecus.org/resources/the-guidelines/
https://siecus.org/resources/the-guidelines/


 

[Please note that minor formatting changes have been made to the manuscript 

according to journal instructions and sample articles. Please consult the journal website 

for the full details regarding the submission requirements at: 

https://home.liebertpub.com/publications/journal-of-adolescent-and-young-adult-oncolo

gy/387/for-authors] 

Survey of Transitional Care between Pediatrics and Obstetrics/Gynecology in Japan 

 

Kentaro Nakamura1, Yukayo Terashita2, Atsushi Manabe2, Nao Suzuki1* 

 

1) Department of Obstetrics and Gynecology, St. Marianna University School of Medicine. 

Address: 2-16-1 Sugao, Miyamae-ku, Kawasaki, Kanagawa 216-8511, Japan 

 

2) Department of Pediatrics, Hokkaido University Hospital, Kita-Ku, Japan. 

Address: Kita 8-jo Nishi 5-chome, Kita-ku, Sapporo, Hokkaido 060-0808, Japan 

 

*Corresponding author: 

Nao Suzuki 

Department of Obstetrics and Gynecology, St. Marianna University School of Medicine. 

Address: 2-16-1 Sugao, Miyamae-ku, Kawasaki, Kanagawa 216-8511, Japan; E-mail: 

nao@marianna-u.ac.jp 

 

Short running title: Current status of transitional care in Japan 

 

Keywords: transitional care, pediatric cancer, cancer survivor, obstetrics/gynecology 

  

資料7

109



 

ABSTRACT 

Purpose: This study aimed to conduct a survey of obstetricians/gynecologists on the actual 

situation regarding transitional care for pediatric cancer patients (PCPs)[Please note that the 

use of the term “cancer patient” is typically reserved for patients currently undergoing 

treatment. Otherwise, “person/people/patient with cancer” is preferred. Please consider 

revising this as “patients with pediatric cancer (PPC)” throughout the text.] in Japan. 

Methods: A questionnaire survey on transitional medicine was conducted in the form of an 

online questionnaire at 579 major training facilities nationwide that were registered with the 

Japanese Society of Obstetrics and Gynecology. 

Results: While 40% of the facilities had received referrals for PCPs, only 13% provided 

transitional care specifically for PCPs. The most common problems with referrals were 

related to an “insufficient explanation” in many cases. In addition, at facilities with no 

experience in treating PCPs, many respondents commented that they did not know how to 

follow up on the progress of the disease. Regarding the necessity of obstetrics/gynecology 

visits for PCPs, more than half of the respondents at facilities with experience treating PCPs 

answered that such visits were “necessary”; only 1% answered that they were “unnecessary.” 

On the other hand, 37% of the facilities that had no experience treating PCPs answered that it 

was “necessary,” whereas 4% answered that it was “unnecessary.” 

Conclusion: Our survey on the actual situation of transitional care between pediatrics and 

obstetrics/gynecology in Japan identified issues to be addressed for the dissemination of 

transitional care. The results suggested that in the future, health-care professionals need to be 

educated through knowledge and patient education that leads to patients’ awareness of their 

own self-management.[232/250 words] 

  

110



 

Introduction 

Advances in cancer treatment have led to an increase in the number of cancer survivors, and 

improving quality of life after overcoming cancer has become an issue. According to the 

2022 Cancer Statistics published by the National Cancer Center,1[Please note that all 

references must be set in superscript Arabic numerals after punctuation. Reference 

numbers should not be set in parentheses or brackets. To cite several references at once, 

use commas to separate non-sequential citations and en dashes to separate sequential 

citations; do not include spaces (e.g.,3,7,12–15). Please apply this format throughout the 

text.] the 10-year relative survival rate for childhood cancer in Japan is approximately 70%–

80%, whereas in other countries, it is reported that approximately 90% of pediatric cancer 

patients (PCPs)[Please see the comment about this term in the abstract.] reach adulthood 

(2). One major difference between PCPs and patients with adult-onset cancer is that there are 

stages of both physical and mental growth from childhood to adulthood. PCPs should 

transition departments as they grow physically, and the transition from pediatrics to adult 

departments can benefit PCPs (3,4). 

In Europe and the United States, web-based patient support systems and passports are 

being utilized as tools to educate PCPs about their treatment history and the need for 

long-term follow-up (5,6). These tools include information on the individual patient’s 

treatment history and when the patient should return to the hospital for prevention and 

diagnosis of late complications by organ, which is effective for educating patients and 

facilitating information sharing among health-care providers. Systems for transitional care are 

also being established in other countries. 

On the other hand, it is important for obstetricians and gynecologists to be involved in the 

treatment of PCPs because of the risk of various late complications of childhood cancer, 

including the effects on reproductive functions (7). However, transitional care between 

pediatric and obstetrician/gynecologist physicians and health-care providers is not widely 

enforced in Japan, leading to a deficit in this area. 

Therefore, in the present study, we decided to conduct a survey on transitional care for 

PCPs in Japan targeting obstetricians and gynecologists. 

 

Methods 

Survey subjects 

We surveyed 579 major training facilities in Japan registered with the Japanese Society of 

Obstetrics and Gynecology and asked representatives of obstetrics and gynecology 

departments at those facilities to respond. The response period was from January 2021 to 

March 2022. The major medical training facilities included 113 university hospitals and 466 

city hospitals. 
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Questionnaire survey 

A questionnaire on transitional care in the form of an online survey was developed and 

answered by the delegates. The facilities were classified according to whether they had any 

experience treating PCPs, and were asked to answer each question and tabulate the results 

(Table 1A). Facilities that responded that they had experience treating PCPs were asked to 

complete a questionnaire consisting of 11 questions (Table 1B). The contents were “Reasons 

why the PCP was referred,” “Trouble with the referral of the PCP,” “Specific episodes of 

trouble,” “Recommendations in treating the PCP,” and “Necessity for the PCP to attend 

obstetrics and gynecology.” Facilities that responded that they had no experience treating 

PCPs were asked to complete a questionnaire consisting of nine questions (Table 1C), the 

contents of which were “Anticipated difficulties when a PCP is referred,” “Things I would 

recommend when treating a PCP,” and “Necessity for the PCP to attend obstetrics and 

gynecology.” 

The following scores were used to represent graphically the current status of transitional 

care in each prefecture: 0 for no transitional care, 5 for having an outpatient clinic 

specializing in transitional care, 3 for not having an outpatient clinic specializing in 

transitional care, and 1 for having plans to open an outpatient clinic specializing in 

transitional care (Figure 2[Please note that figures must be cited in sequential order. 

Please renumber the figures or add a callout to Figure 1 before this callout to Figure 

2.]). 

 

Ethical considerations 

In this study, consent was indicated in the questionnaire and free answers were given. 

This study was approved by the Institutional Review Board at St. Marianna University 

School of Medicine (approval No. 5387). 

 

Results 

Current status of transitional care between pediatrics and obstetrics/gynecology 

The total response rate was 58.5% (339/579), and only one of the responding facilities did 

not agree to complete the questionnaire. The respondent facilities consisted of 99 university 

hospitals and 240 city hospitals. 

First, when asked if they provide transitional care specifically for PCPs between 

pediatrics and obstetrics/gynecology, only 13% (44/338) responded that they do (Figure 1), 

while 40% (136/338) of the facilities had received referrals for PCPs (Figure 1). In addition, 

the national distribution of facilities providing transitional care was concentrated in the Tokyo 

and Osaka metropolitan areas (Figure 2). 

 

Reasons for referral from pediatrics to obstetrics/gynecology 
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The most common reasons for referral were “irregular menstruation or irregular genital 

bleeding” and “suspected ovarian dysfunction after puberty,” followed by “request for 

surgical intervention” and “request for fertility preservation therapy before cancer treatment.” 

Other reasons included “information about fertility before treatment,” “desire to have a baby, 

desire to confirm ovarian function and semen findings,” “perinatal management,” 

“dysmenorrhea,” and “transition to adulthood with ovarian dysfunction” (Figure 3). 

 

Problems obstetricians and gynecologists face when referring PCPs 

The response to the question of whether there were any current or anticipated problems 

with the referral was “none in particular,” but among the facilities that had experienced 

problems, many responded that they did not know how to follow up on the progress of the 

referral. Other breakdowns included the “patient’s lack of knowledge (not explained) that 

they have gonadal dysfunction,” “unannounced disease name to the patient,” “desire to have 

a baby in patients with ovarian dysfunction,” “lack of time to start treatment for the 

underlying disease,” and “difficulties in the timing of starting hormone replacement and 

difficulties in examining children” (Figure 3). 

The specific episodes of actual difficulties at the facilities could be categorized into (I) 

explanation, (II) system, (III) knowledge, (IV) fertility preservation and ovarian 

dysfunction-related, (V) perinatal-related, (VI) primary disease-related, and (VII) 

unfamiliarity with pediatric care (Table 2). 

The most common response to the question of whether there were any problems 

anticipated upon referral of a PCP at a facility with no experience treating PCPs was “I don’t 

know how to follow up” (Figure 3). The “other” category included “cannot follow up because 

the facility does not treat gynecological diseases.” 

 

Details of treatment of PCPs in obstetrics/gynecology 

Concerning the question about women’s health care, although about 80% of the facilities 

that had treated PCPs or survivors recommended human papillomavirus (HPV) vaccine and 

cervical cancer screening, including for healthy children, only about 10% did so 

actively[Please check that this conveys your intended meaning.] (Figure 4). While about 

half of the centers actively recommended hormone measurements, only 24% actively 

recommended anti-Müllerian hormone (AMH) measurements to confirm ovarian reserve, and 

only 14% actively recommended antral follicle counts to evaluate ovarian reserve. Bone 

densitometry was actively recommended by about 40% of the facilities. 

The respondents also indicated that they provided information on ovarian dysfunction, 

infertility treatment, perinatal prognosis, and hospital visits in advance, in addition to 

measuring basal body temperature, checking menstrual cycles, checking for glucose 

intolerance and lipid abnormalities, etc., evaluating cardiac function, and recommending 
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hormone replacement therapy for premature ovarian failure[Please check that this conveys 

your intended meaning.]. 

On the other hand, the responses from facilities that had not treated PCPs were similar to 

those from facilities that had treated such patients. In terms of differences, more facilities 

reported recommending HPV vaccine and cervical cancer screening when “recommend the 

same as for healthy children” was included (Figure 5). 

 

Necessity of obstetrics/gynecology visits in PCPs 

Figure 6 shows the results of responses regarding the need for PCPs to visit an 

obstetrician/gynecologist. More than half of the facilities with experience treating PCPs 

responded that it was “necessary”; only 1% responded that it was “unnecessary.” 

The most common reason given for the “necessary” response (n = 68) was “Evaluation is 

necessary because long-term effects on reproductive function are not known based on the 

individual’s perception of menstrual status alone, and intervention may be necessary to avoid 

osteoporosis and cardiovascular events,” with 33 responses. The following responses were 

also given: “The activity will contribute to the improvement of survivorship for PCPs who 

need long-term follow-up,” “It has a therapeutic and preventive effect because gynecological 

diseases increase with life stage,” “Because of the possibility of premature ovarian failure,” 

and “Some patients may not be old enough at the time of treatment to understand the 

explanation, or may not have time to think about it, so another opportunity to explain is 

necessary.” 

The most common reason given for the “yes and no” response (n = 47) was “It is 

acceptable to see a doctor after symptoms such as menstrual abnormalities appear,” with 11 

responses. The following responses were also given: “It is necessary in cases of suspected 

ovarian dysfunction, but not necessarily in cases of normal ovarian function,” “Because 

regular follow-up, such as ovarian function, can be handled by pediatrics,” “Gynecological 

care does not need to be actively encouraged because of patient embarrassment,” “The 

hospital visits may be a hindrance to work and personal life for PCPs or may lead to 

flashbacks to the past,” and “It depends on the patient’s wishes.” 

No response was received regarding the reason for the “unnecessary” response. 

On the other hand, only 37% of the facilities that had no experience treating PCPs 

responded “necessary.” In addition, 4% responded “unnecessary,” a higher percentage than 

the facility responses with experience treating PCPs. 

The reasons given for the “necessary” response (n = 51) were similar to those given by 

facilities with experience in treating PCPs: 21 responses were seen for “Ovarian function 

needs to be assessed.” The following responses were also given: “Necessary from sexual and 

reproductive health and rights perspective” and “To reduce the burden of pediatrics.” 

The most common reason given for “yes and no” (n = 70) was “Depends on the patient’s 
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condition,” with 15 responses. The 10 facilities that responded that “It is acceptable to see a 

doctor after symptoms such as menstrual abnormalities appear” were comparable to those 

with experience in pediatric care. The following responses were also given: “Only patients 

who need to go to the hospital after screening should go to the hospital,” “Unmarried, ovarian 

reserve confirmation may be information that is better not to know,” “It depends on the 

patient’s wishes,” “The follow-up can be done by internal medicine, not obstetrics and 

gynecology,” “I don’t think there is any reason to go to obstetrics/gynecology specifically 

because you are a PCP,” and “Little understanding of special care needs and their usefulness.” 

The reasons for the “unnecessary” response (n = 2) were “I don’t believe that just being a 

PCP requires a visit to obstetrics/gynecology” and “If there are no symptoms, it is as good as 

a healthy person.” 

 

Discussion 

In recent years, the incidence of cancer in children and adolescents has been gradually 

increasing, and as of 2020, approximately 300,000 cancers worldwide had been diagnosed in 

those under the age of 19 years[Please check that this conveys your intended meaning.] 

(8). At the same time, treatment for childhood and adolescent cancers has evolved, and 

patients who once had to abandon treatment are now treatable (7). After being diagnosed with 

cancer at a young age, cancer survivors face long-term survivorship. During this follow-up, 

the risk of cancer recurrence decreases while the risk of treatment-related health problems 

increases. In other words, PCPs may experience a variety of irreversible effects from cancer 

treatments administered during childhood and adolescence. Therefore, although PCPs have a 

high survival rate, they often require a long follow-up period while taking on various health 

risks (9). 

Common late effects include infertility, endocrine abnormalities, cardiovascular disease, 

bone disease, respiratory dysfunction, and secondary cancers. Tonorezos et al. (9) 

summarized specific diseases and recommendations. In this context, obstetricians and 

gynecologists should follow up on infertility and other aspects of women’s health care. The 

results of this study indicated that “irregular menstruation or atypical genital bleeding” and 

“ovarian dysfunction” were the most common reasons for referral from pediatrics to 

obstetrics/gynecology. While there are a number of matters to be followed in the field of 

obstetrics/gynecology, many cases are actually referred after the appearance of genital-related 

symptoms, suggesting the possibility that the need for obstetric care is not yet recognized 

among pediatricians. 

On the other hand, when obstetricians and gynecologists treated PCPs, HPV vaccine and 

cervical cancer screening were relatively recommended, but only about 60% of the facilities 

answered that they recommended bone densitometry. As many pediatric cancers are relatively 

radiosensitive and radiotherapy is often the treatment of choice (10), bone densitometry 
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should be a matter of recommendation by most obstetricians. As multiple respondents noted a 

“Lack of knowledge about pediatric cancer treatment,” it is assumed that this factor is due to 

the lack of knowledge about the details of pediatric cancer treatment among obstetricians and 

gynecologists. 

More facilities responded that they had not decided on the confirmation of ovarian 

reserve capacity compared with the other questions, but they might do so if they judged it to 

be clinically necessary. 

Regarding the necessity of visiting an obstetrician/gynecologist, about 40% of the 

facilities with experience in referring PCPs, and more than half of the facilities with no 

experience in referring PCPs, did not necessarily believe that a visit to an 

obstetrician/gynecologist was necessary. The reasons for this were a perception that “they 

should see a doctor only after symptoms appear,” and reluctant responses such as “just follow 

up with someone other than the obstetrician/gynecologist.” In addition, many respondents 

stated that they did not know how to follow up on the progress of their patients, which is 

thought to be one of the reasons why transitional care is not widely used. This lack of 

knowledge and awareness among obstetricians and gynecologists needs to be improved and is 

considered one of the challenges associated with the dissemination of transitional medicine. 

To overcome this challenge, one solution may be to develop guidelines and other materials to 

follow the progress of PCPs, as mentioned in the responses to the results of this study. 

As survivors of child and adolescent cancer age, they transition from pediatric to adult 

health care. A successful transition to adult health care benefits patients because new health 

problems may be identified during the transition, and this may improve patient outcomes 

(3,4). However, the results of this study revealed that only 13% of the facilities actually 

provided transitional care, indicating that regional differences exist in Japan, where 

transitional care is not widespread (Figure 2). This was to be expected, as the current state of 

transitional medicine in Japan is more backward than in other countries. The primary reason 

for this is the lack of a system in place. 

Key points for optimal transitional care include a clear plan and process, the use of patient 

navigators, the adoption of a phased and flexible approach, clear and effective 

communication, the promotion of educational opportunities for self-management, access to 

online resources such as tailor-made roadmaps and treatment overviews, and joint pediatric 

and adult care clinics (9). It will be difficult to incorporate these key points immediately, as it 

will take a certain amount of time to establish a nationwide transitional care system. On the 

other hand, one thing that can be improved relatively early on is seamless communication 

between the pediatric and adult departments. In addition to ensuring the transfer of patient 

information from the pediatrician to the adult care physician, it is believed that the 

pediatrician’s reiteration of the patient’s medical condition and other information during the 

transition can facilitate a smooth transition to the adult care department (11). However, the 
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results of this study showed that there were some cases in which pediatricians’ lack of an 

explanation to patients led to problems when they visited obstetricians and gynecologists. In 

addition, episodes exist in which obstetricians and gynecologists have struggled with how to 

explain issues to patients, and “explaining to patients” is an important factor for smooth and 

successful transitional care. To overcome this problem and assist with “explanations,” it may 

be helpful for pediatric and adult departments to create leaflets and other materials that can be 

used when explaining the disease to PCPs. 

In addition to health-care provider education, patient education is also necessary to 

promote transitional medicine. For patient education, a web-based Survivorship Passport 

(SurPass) that summarizes the clinical histories of patients who have overcome childhood and 

adolescent cancer in Europe is available (5). SurPass provides a summary of each PCP’s 

clinical history, detailed information about the cancer and the treatment received, and 

individualized follow-up and screening recommendations. In the United States, attempts are 

being made to distribute credit card-sized passports as a tool to educate PCPs about their 

treatment history and the need for long-term follow-up (6). 

The results of this study indicate that the fact patients are concentrated in facilities that 

treat acute patients should be avoided as much as possible, and it may be necessary to triage 

patients before considering hospital visits. For example, treated patients with a high risk of 

late effects should be transferred to a specialized facility, such as a university hospital, 

whereas low-risk patients should be transferred to a general practitioner. Risk-specific 

approaches have been proposed to match the risk of long-term health outcomes with the most 

appropriate health-care setting for care delivery (12,13), and supportive self-management 

systems such as Oncokompass may be useful in this regard (14). However, there are no such 

materials available in Japan, and the development of such materials for the spread of 

transitional medicine is an issue to be addressed in the future. 

A limitation of this study is that not all facilities in Japan responded to the questionnaire, 

so caution must be exercised in interpreting the results. Furthermore, as this study was 

conducted as a questionnaire survey in Japan, caution is needed when applying the results to 

global populations. 

 

Conclusions 

In this study, we surveyed the actual situation of transitional care between pediatrics and 

obstetrics/gynecology in Japan and extracted issues for the dissemination of transitional care. 

The results suggested that health-care professionals need to be educated further, such as by 

providing knowledge to health-care workers, and that patient education that leads to patients’ 

own awareness of self-management needs to be provided. 
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Figure legends 

 

FIG. 1. Current treatment of pediatric cancer patients[Please see the comment about this 

term in the abstract.]. A: Facilities dealing with transitional care. B: Experience in treating 

pediatric cancer patients in obstetrics/gynecology. 

 

FIG. 2. Current status of transitional care facilities in Japan. The number of facilities in Japan 

that treat pediatric cancer patients in obstetrics and gynecology departments is shown. The 

following scores were used to represent graphically the current status of transitional care in 

each prefecture: 0 for no transitional care, 5 for having an outpatient clinic specializing in 

transitional care, 3 for not having an outpatient clinic specializing in transitional care, and 1 

for having plans to open an outpatient clinic specializing in transitional care. 

 

FIG. 3. Results of a survey on the content of referrals for pediatric cancer patients. A: Results 

of a questionnaire on reasons for the referral of pediatric cancer patients at facilities with 

experience treating pediatric cancer patients. B: Results of a survey of problems with referrals 

at facilities with experience treating pediatric cancer patients. C: Results of a survey of 

anticipated problems with referrals at facilities with no experience treating pediatric cancer 

patients. 

 

FIG. 4. Results of a questionnaire about the treatment of pediatric cancer patients in 

obstetrics/gynecology (from facilities with experience in treating pediatric cancer patients). 

A: About HPV vaccine, B: About cervical cancer screening, C: About hormone 

measurements, D: About confirmation of ovarian reserve (AMH), E: About confirmation of 

ovarian reserve (AFC), F: About bone densitometry. HPV: human papillomavirus, AMH: 

anti-Müllerian hormone, AFC: antral follicle count. 

 

FIG. 5. Results of a questionnaire about the treatment of pediatric cancer patients in 

obstetrics/gynecology (from facilities with no experience in treating pediatric cancer patients). 

A: About HPV vaccine, B: About cervical cancer screening, C: About hormone 

measurements, D: About confirmation of ovarian reserve (AMH), E: About confirmation of 

ovarian reserve (AFC), F: About bone densitometry. HPV: human papillomavirus, AMH: 

anti-Müllerian hormone, AFC: antral follicle count. 

 

FIG. 6. Results of a survey on the need for obstetric and gynecological care for pediatric 

cancer patients. A: Results of a survey by facilities with experience treating pediatric cancer 

patients. B: Results of a survey by facilities with no experience treating pediatric cancer 

patients. 
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Abstract 30 

Purpose 31 

To investigate the actual status of fertility preservation techniques in oncofertility in Japan and 32 

to clarify the involvement of embryologists in this field. 33 

Methods 34 

This survey was conducted online, targeting embryologists working at 622 facilities registered 35 

with the Japan Society of Obstetrics and Gynecology for Assisted Reproductive Technology. 36 

Results 37 
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The response rate was 56.6%. In total, 56.8% of facilities used some form of cryopreservation 38 

as fertility preservation therapy for patients with cancer; patients’ age range was widely defined 39 

at each facility. The most common renewal frequency of cryopreserved specimens for patients 40 

with cancer was at 1-year intervals. The most common renewal methods were during patient 41 

visits to the hospital and contact by letter. Knowledge levels regarding fertility preservation 42 

therapy was not high among many embryologists, but respondents recognized the important role 43 

of embryologists in oncofertility. 44 

Conclusions 45 

This study is the first to clarify the importance of embryologists in oncofertility. Many 46 

embryologists felt that their knowledge of fertility preservation was limited and considered it 47 

necessary to improve their education, including public certification. Guidelines for long-term 48 

storage systems, including methods for renewal of cryopreservation, need to be established. 49 

 50 

Key words: assisted reproductive technology; embryologist; fertility preservation; Japan; 51 

oncofertility. 52 

 53 

 54 

 55 
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Introduction 56 

In recent years, cancer diagnostic methods and multidisciplinary treatment methods such as 57 

chemotherapy, radiotherapy, and bone marrow transplantation have advanced, and with the 58 

remarkable improvement in cancer treatment results, rates of complete remission among 59 

pediatric, adolescent, and young adult (AYA) patients with cancer have improved substantially. 60 

However, the antitumor effect of high-dose chemotherapy and radiation therapy has been 61 

reported to significantly reduce fertility.1-3 In 2004, efforts to preserve fertility to improve 62 

quality of life among pediatric and AYA began to be discussed in Japan, and in 2012, the Japan 63 

Society for Fertility Preservation was established as the first oncofertility association in Japan.4 64 

In the field of oncofertility, cryopreservation technology for germ cells such as gametes 65 

(oocytes/sperm), embryos (fertilized oocytes), and ovarian tissue is essential. Similar to other 66 

health care providers, embryologists have a huge role in this field. Cryopreservation of embryos 67 

(fertilized oocytes) has a long history, and it is a desirable method for fertility preservation from 68 

the perspective of the long-term prognosis of offspring. The laboratory techniques in this field 69 

are nearly the same as those in assisted reproductive technology (ART). Furthermore, more than 70 

130 live births after transplantation of frozen–thawed ovarian tissue have been reported 71 

worldwide.5 In 2019, the American Society for Reproductive Medicine (ASRM) stated that 72 

“freezing of ovarian tissue has already passed the research stage,”6 making this a method with 73 
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great potential for the future. Because ovarian tissue freezing requires laparoscopic surgery for 74 

patients with an unstable general condition, and because it is often targeted toward pediatric and 75 

adolescent patients with cancer, only a few facilities in Japan can currently handle 76 

cryopreservation of ovarian tissue. Few embryologists are speculated to have mastered the 77 

techniques involved in cryopreservation of ovarian tissue. Regarding the cryopreservation of 78 

unfertilized oocytes, guidelines of the ASRM7 and American Society of Clinical Oncology 79 

(ASCO)8 recognize unfertilized oocyte freezing as a technology that can be applied clinically. In 80 

2014, the Japan Society of Obstetrics and Gynecology (JSOG) approved the clinical application 81 

of medically adapted oocyte freezing. Embryologists who have mastered embryo (fertilized 82 

oocyte) cryopreservation techniques can easily carry out cryopreservation of unfertilized 83 

oocytes.  84 

Presently, no consensus exists on ART laboratory technology in oncofertility, such as when 85 

and how to freeze germ cells and tissues or how to thaw and fertilize them. In fact, fertility 86 

preservation therapy is performed in accordance with the concept in each ART facility, and 87 

technical disparities in fertility preservation therapy are assumed to exist among regions and 88 

facilities. To solve this problem, the present situation of ART laboratory technology related to 89 

oncofertility in Japan should be understood and these issues need to be clarified. Thus, the 90 

purpose of this study was to investigate the actual status of fertility preservation techniques in 91 
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oncofertility in Japan and to clarify the role of embryologists in this field. 92 

 93 

Materials and methods 94 

This survey was approved on January 7, 2021 (IRB approval no. 5093) by the Bioethics 95 

Committee of St. Marianna University School of Medicine. Survey respondents were 96 

embryologists working at 622 facilities registered with the JSOG for in vitro fertilization and 97 

embryo transfer (ART registered facilities). The questionnaire was designed to investigate the 98 

implementation of fertility preservation therapy and the involvement of embryologists (Table 1). 99 

The questionnaire comprised 13 multiple-choice or open-ended questions. For multiple-choice 100 

questions, if the response did not match any of the provided choices for an item, the respondent 101 

was permitted to provide their own response. Of the 13 items in the questionnaire, five items 102 

were related to respondent information and ART facilities and five items addressed information 103 

on the status of fertility preservation therapy. The other three items pertained to embryologists 104 

in oncofertility. This survey was conducted in an online format by sending a request letter to the 105 

hospital director or clinical department director of each facility and enclosing the QR code for 106 

the survey. The system design for the online survey was commissioned to an online research 107 

company (Macromill, Inc., Tokyo, Japan). The response period was from February 26 to March 108 

24, 2021. In this survey, consent was obtained at the beginning of the questionnaire for use of 109 

the responses in the present research. Then, the questions were made available to respondents 110 

who gave their consent to participate in this study. Additionally, it was possible to withdraw 111 

consent at any time even after starting the survey. Regarding privacy protection, because 112 

responses and tabulation were done in an online format, access restrictions were set and 113 

managed by assigning individual IDs and passwords. 114 
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  115 

Results 116 

Survey response status and respondent/facility background  117 

Table 2 shows the responses obtained from embryologists at 352 out of 622 ART facilities 118 

registered with the JSOG (response rate 56.6%). Consent was obtained from all respondents for 119 

research use. In total, 65.1% of respondents were women and 34.9% were men. Respondents’ 120 

ages ranged from 24 to 82 years; 6.8% were under age 30 years, 36.9% were in their 30s, 41.8% 121 

were in their 40s, 11.9% were in their 50s, and 2.6% were age 60 years or older. Embryologists 122 

had a mean ± standard deviation (SD), min–max) 14.8±6.8 (0–34) years of experience, with 123 

77.0% having more than 10 years’ experience. Additionally, the number of embryologists at 124 

each respondent’s facility varied from 0 to 59, with an average (±SD) of 4.7±4.9. We obtained 125 

survey responses from facilities in all 47 prefectures (Figure 1).  126 

 127 

Status of fertility preservation therapy 128 

In total, 200 facilities (56.8%) were implementing some form of cryopreservation as 129 

fertility-preserving therapy for patients with cancer (Figure 2). Of these, 151 (75.5%) were 130 

certified by the JSOG as medically indicated (Figure 3A), 127 (63.5%) were registered for 131 

unfertilized oocytes, and 149 (74.5%) for embryos (fertilized oocytes). Fewer facilities (41 132 

facilities, 20.5%) were registered for ovarian tissue (Figure 3B). Regarding age restrictions for 133 

patients with cancer who were eligible for cryopreservation, 55.4% (93/168) of facilities had 134 

age restrictions for embryo (fertilized oocyte) cryopreservation, 62.8% (86/137) for unfertilized 135 

oocyte cryopreservation, 73.3% (33/45) for ovarian tissue cryopreservation, 12.8% (24/187) for 136 

sperm cryopreservation, and 13.0% (9/69) of facilities had age restrictions for testicular sperm 137 

cryopreservation (Figure 4A). In those facilities with age restrictions, the median age restriction 138 
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was 16.0–45.0 years for embryos (fertilized oocytes), 16.0–44.0 years for unfertilized oocytes, 139 

1.5–40.0 years for ovarian tissue, 14.0–57.5 years for sperm, and 8.5–57.5 years for testicular 140 

sperm (Figure 4B). The frequency of extended renewal of cryopreserved specimens for fertility 141 

preservation in patients with cancer was annual renewal at most facilities (Figure 5A). The most 142 

common procedures for renewing the cryopreservation period in cancer reproductive medicine 143 

were having the patient come to the facility (56.8%) and contacting the patient via a letter 144 

(54.9%); 28.2% of respondents said that they contacted the patient by phone, 14.7% by e-mail, 145 

and 4.1% by managing the procedure through an app (Figure 5B). 146 

 147 

Involvement of embryologists in the practice of fertility preservation therapy 148 

When embryologists were asked to self-assess their level of knowledge regarding fertility 149 

preservation therapy (100% was defined as needing no supplemental knowledge), 128 (36.4%) 150 

answered 50%, followed by 119 (33.8%) who answered 70% (Figure 6). In total, 62.8% of 151 

embryologists reported a knowledge level of 50% or less. 152 

Open-ended responses were received from 41 facilities regarding difficulties in the ART 153 

laboratory when performing cryopreservation of germ cells and tissues for patients with cancer 154 

(Figure 7). The most common response was that they could not contact the patient during the 155 

cryopreservation renewal procedure (n=43.9%,18/41), followed by concerns about the 156 

long-term storage and management of frozen germ cells and tissues (n=39.0%, 16/41). 157 

Additionally, respondents had the following opinions: 9.8% (4/41) said they need more close 158 

contact with cancer treatment facilities; 7.3% (3/41) reported difficulty in acquiring skills and 159 

securing an embryologist; 4.9% (2/41) said they lacked the time to provide information on 160 

reproductive medicine to patients with cancer; 4.9% (2/41) said they lacked knowledge about 161 

oncofertility; and 4.9% (2/41) said there was insufficient time before oocyte retrieval and 162 
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cryopreservation. 163 

When asked an open-ended question about the role of embryologists in oncofertility, many 164 

respondents indicated that embryologists have a critical role to play in oncofertility. A keyword 165 

search of the content of the free-text descriptions revealed many opinions regarding stress 166 

owing to the weight of responsibility, the importance of specialized skills and knowledge, and 167 

the need for public qualifications and a continuing education system (Figure 8). 168 

 169 

Discussion 170 

Although several studies have reported on the status of fertility preservation therapy in Japan,9-13 171 

this was the first nationwide survey of Japanese embryologists on the status of fertility 172 

preservation therapy and the involvement of embryologists in oncofertility. There is no mention 173 

of fertility preservation therapy in Japanese guidelines for reproductive medicine; consequently, 174 

there is no discussion regarding the relationship between laboratory work and oncofertility.14 175 

Additionally, few studies have focused on fertility preservation therapy among embryologists 176 

worldwide. In fact, the European Society of Human Reproduction and Embryology (ESHRE) 177 

and ASRM guidelines clearly state the importance of being able to provide cryopreservation 178 

techniques for fertility preservation therapy, but these guidelines do not specifically mention 179 

embryologists’ involvement in oncofertility.6,15,16 In our survey, we obtained responses from 180 
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experienced embryologists from 352 facilities in all 47 prefectures of Japan, with ART facilities 181 

of varying size. We consider this survey to be of high quality and helpful in understanding the 182 

actual state of embryology technology in oncofertility in Japan and clarifying the role of 183 

embryologists as technicians in this field. 184 

  According to survey responses, in fertility preservation therapy for patients with cancer, 185 

56.8% of responding facilities used some form of cryopreservation. Many facilities performed 186 

cryopreservation of oocytes, sperm, and embryos, which is also routinely performed in ART. Of 187 

these, 75.5% were certified by the JSOG as medically indicated, but we found that even 188 

facilities without such certification were performing cryopreservation for fertility preservation. 189 

In this regard, because subsidies for fertility preservation therapy among patients with cancer 190 

were expanded in Japan from April 2021, the number of facilities that are medically approved 191 

by the JSOG—a condition for receiving subsidies for egg and embryo cryopreservation—is 192 

expected to increase in the future. However, we found that fewer facilities were performing 193 

ovarian tissue cryopreservation compared with cryopreservation of oocytes, sperm, and embryos 194 

as fertility preservation therapy for patients with cancer. This means that patients are referred to 195 

higher-level medical institutions such as university hospitals when they are diagnosed with 196 

cancer, but few ART facilities in Japan collaborate in the cryopreservation of ovarian tissue. The 197 

reasons for this may include the need for specialized equipment and facilities for the collection 198 
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and transplantation of ovarian tissue under laparoscopic conditions and the need for higher-level 199 

techniques for freezing and thawing. The situation in other countries is not well known, but in 200 

Japan, the ASRM requires that facilities be able to provide cryopreservation of embryos and 201 

oocytes as a condition for fertility preservation therapy. However, because the ASRM does not 202 

necessarily require cryopreservation of ovarian tissue,6 we assume that not many facilities in the 203 

United States can provide ovarian tissue cryopreservation for patients with cancer, at least as in 204 

Japan. 205 

  Regarding age restrictions for eligible patients in oncofertility, many facilities had age 206 

restrictions for embryo, unfertilized oocyte, and ovarian tissue cryopreservation, but many 207 

facilities did not have age restrictions for sperm and testicular sperm cryopreservation. In 208 

facilities with age restrictions, we inferred that pediatric patients with cancer were included 209 

because the lower limit for testicular sperm and ovarian tissue cryopreservation was low 210 

whereas the age limit for embryo, unfertilized oocyte, and sperm cryopreservation was set 211 

mainly for AYA. In Japan, there are no national or organizational regulations regarding age 212 

restrictions in oncofertility. The present survey revealed that age restrictions are widely set for 213 

both germ cell and tissue cryopreservation at each facility. A survey of data collected from 30 214 

European countries reported that some countries have age restrictions on the use of 215 

cryopreserved specimens: 17 countries have age restrictions for oocyte cryopreservation, 13 for 216 
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embryo cryopreservation, and seven for ovarian tissue cryopreservation.16 European data on age 217 

restrictions and the upper age limit for oocyte cryopreservation are 42–55 years, 45–55 years for 218 

embryos, and 40–50 years for ovarian tissue; these values are higher than those in our survey in 219 

Japan. Regarding the age restriction for cryopreservation, the special adoption system may be a 220 

good reference for ethical discussions, such as consideration of the developmental environment 221 

of the future born child. Many local governments in Japan limit the age difference between 222 

parents and children to approximately 40–45 years from the perspective of parents being able to 223 

support their children physically and financially until they reach adulthood. For the same reason, 224 

further discussion on this point may be needed because few facilities in this survey set an age 225 

restriction for sperm and testicular sperm cryopreservation, and even those that did set such 226 

restrictions had a high upper age limit of 57.5 years. 227 

  The most common renewal frequency of extended cryopreservation for various germline cells 228 

and tissues in patients with cancer was set at 1-year intervals. The advantage of a longer interval 229 

is that patients can save time by not having to visit the hospital for procedures so they can 230 

concentrate on treatment of their primary disease. However, if the interval is too long, there is 231 

less opportunity to check on the patient's underlying disease status and their willingness to 232 

continue germline cryopreservation. Patients with a certain frequency should be contacted not 233 

only for cryopreservation renewal but also so that the attending reproductive physician can 234 
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ascertain the treatment status of the primary disease; most facilities set this interval to 1 year. As 235 

for the method of renewal, 56.8% of facilities chose to have the patient visit the clinic in person. 236 

However, some facilities have patients renew without a visit, such as by letter, phone call, or 237 

e-mail. Although not included in the survey, many facilities in routine clinical practice likely 238 

choose methods that do not require in-person visits for cryopreservation renewal of embryos 239 

(fertilized oocytes) or gametes (oocytes and sperm) for general ART patients. In fertility 240 

preservation among patients with cancer, establishing a system that allows patients to confirm 241 

their survival, treatment status of the underlying disease, and whether they wish to continue 242 

cryopreservation of their germ cells and tissues without having to visit the clinic in person 243 

would reduce the burden on patients. 244 

  Our survey revealed that many embryologists have low levels of knowledge about fertility 245 

preservation therapy. This may be owing to the fact that cryopreservation of embryos, 246 

unfertilized oocytes, sperm, and testicular sperm is commonly performed in ART, and the 247 

method is not very different for patients with cancer, as well as the fact that few facilities can 248 

perform ovarian tissue cryopreservation, a technique that is unique to oncofertility. In other 249 

words, embryologists are able to provide cryopreservation techniques in oncofertility without 250 

having knowledge of fertility preservation therapy, which may explain the lack of interest in 251 

fertility preservation therapy. 252 
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  The survey revealed two main concerns among embryologists regarding oncofertility. One 253 

was that it is sometimes impossible to contact patients with cancer during the cryopreservation 254 

renewal process. The reasons for this are that, unlike patients undergoing infertility treatment, 255 

patients with cancer concentrate on treatment of their primary disease and do not have a high 256 

level of awareness about the cryopreservation procedures that they have undergone. Moreover, 257 

embryologists do not know what level of care is needed for patients with cancer, making it 258 

difficult to contact them for renewal procedures. The second concern was about the long-term 259 

storage and management of cryopreserved specimens from patients with cancer. The reason for 260 

this is thought to be that patients with cancer require a longer cryopreservation period than 261 

infertile patients, and there are concerns about the ability of laboratories to store and manage 262 

cryopreserved specimens until the date when they can be used by patients with cancer. This 263 

includes concerns about whether staff fluctuations during that time would affect the 264 

management of cryopreserved specimens and their related information. The Japanese Society 265 

for Reproductive Medicine has established some institutional requirements for the management 266 

of cryopreserved specimens in ART in Japan, but other detailed requirements have not been 267 

established. Recently, Japanese guidelines for reproductive medicine have been published, 268 

providing broad recommendations for the safe long-term management of cryopreserved 269 

specimens by referring to the guidelines of overseas organizations.14 Even now, however, 270 
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detailed information such as the ASRM guidelines17 is not available in Japan, and this is 271 

considered to be an issue for the future. 272 

  In this survey, many embryologists recognized that the role of embryologists in oncofertility 273 

is very important, and many commented on the importance of specialized skills and knowledge. 274 

The survey also clarified the need to establish a public qualification for embryologists and a 275 

continuing education system to ensure the quality of embryologists’ professional skills and 276 

knowledge. 277 

  In conclusion, we clarified the implementation status of embryologists' techniques in 278 

oncofertility. Although most respondents were experienced embryologists, many had a low level 279 

of knowledge about fertility preservation therapy. To create a medical environment in which 280 

reproductive medical technology can be uniformly provided as fertility preservation therapy to 281 

patients with cancer in all 47 prefectures of Japan, education for embryologists regarding 282 

fertility preservation therapy should be improved. We also revealed difficulty among 283 

respondents in contacting patients with cancer during the renewal period of cryopreservation 284 

and concerns about the long-term storage and management of cryopreserved specimens, 285 

suggesting the need to develop guidelines and crisis management strategies to address these 286 

issues. The results of this survey suggest that embryologists play an important role in 287 

reproductive medicine in general, including oncofertility, and that an educational system should 288 
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be established in consideration of public certification of embryologists. 289 
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Figure legends 361 

Figure 1 Location of participating facilities. 362 

The distribution of facilities is displayed as prefecture-level information. 363 

 364 

Figure 2 Does your institution offer fertility preservation therapy for patients with cancer using 365 

cryopreservation of germ cells and tissues? 366 

 367 

Figure 3 Registration status of facilities registered as medically indicated by the Japanese 368 

Society of Obstetrics and Gynecology that perform cryopreservation for fertility preservation. 369 

(A) Percentage of facilities registered as medically indicated by the Japanese Society of 370 

Obstetrics and Gynecology. (B) Registration details of facilities registered as medically 371 

indicated. 372 

 373 

Figure 4 Age restrictions for patients with cancer undergoing cryopreservation as fertility 374 

preservation therapy.  375 

(A) Presence of age restrictions for patients with cancer eligible for cryopreservation at the 376 

responding facility. (B) Range of age restriction in facilities with age restrictions. 377 

 378 
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Figure 5 Extended renewal of cryopreserved specimens for fertility preservation in patients with 379 

cancer. 380 

(A) Frequency of extended renewal of cryopreserved specimens for fertility preservation in 381 

patients with cancer. (B) Procedure for renewal of cryopreservation period. 382 

 383 

Figure 6 Embryologists' level of knowledge about fertility preservation therapy.  384 

Embryologists were asked to self-rate their level of knowledge about fertility preservation 385 

therapy, with 100% indicating no supplemental knowledge was needed. 386 

 387 

Figure 7 Difficulties in the laboratory when cryopreserving germ cells and tissues of patients 388 

with cancer. 389 

 390 

Figure 8 Main keywords in open-ended responses regarding the role of embryologists in 391 

oncofertility. 392 

 393 
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Abstract 21 

Purpose: Interest in fertility preservation therapy has increased due to improved survival rates and life 22 

expectancies attributed to cancer treatments. However, the conditions of facilities that conduct 23 

cryopreservation are unclear, and disparities in culture techniques among such facilities are concerning. 24 

The status of embryo freezing for the fertility preservation of cancer patients in Japan was clarified via a 25 

nationwide survey of embryologists at fertility preservation treatment institutions.  26 

Methods: This study included 622 institutions registered by the Japan Society of Obstetrics and 27 

Gynecology for in vitro fertilization and embryo transfer. An online survey regarding the status of embryo 28 

freezing activities was completed by embryologists.  29 

Results: Embryo freezing for general assisted reproductive is performed by all 352 institutions that 30 

responded, though only 178 (50.6%) perform embryo freezing for the purpose of fertility preservation. 31 

Forty-one institutions (23.0%) reported using different criteria or personnel when performing 32 
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cryopreservation for the purpose of fertility preservation versus for fertility treatment. Twenty-seven 33 

institutions (15.2%) reported freezing pronuclear stage embryos, 150 (84.3%) reported freezing cleavage 34 

stage embryos, and 165 (92.7%) reported freezing blastocyst stage embryos. All institutions in this study 35 

used the vitrification freezing method, and more than 90% followed the manufacturer's recommended 36 

protocol for freezing and thawing embryos.  37 

Conclusions: Embryo freezing is not actively implemented as a fertility preservation therapy in Japan. 38 

Data regarding the current state of fertility preservation therapy for patients with cancer and treatment and 39 

results following such therapy are insufficient. Further studies are needed to ensure that patients with 40 

cancer have the opportunity to preserve their fertility without major concerns, ultimately improving their 41 

quality of life after treatment.  42 

Keywords:  43 

Introduction 44 

Recent advances in medical technology have led to significant improvements in the survival rate and life 45 

expectancy of patients with cancer, resulting in increased interest in fertility preservation therapy and 46 

awareness regarding the psychological impact1 of initiating cancer treatment after fertility preservation 47 

therapy. Efforts to ensure a high quality of life after cancer treatment have also increased. Fertility 48 

preservation options for women include unfertilized egg freezing, embryo freezing, and ovarian tissue 49 

freezing. Embryo freezing is a crucial assisted reproductive technology (ART). It is considered a well-50 
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established treatment, as thawed embryos have implantation rates similar to those of fresh embryos.2 51 

Therefore, when married women pursue fertility preservation, embryo freezing is the most common method 52 

used. In Japan, the incidence of cancer among women of reproductive age3 is increasing, and the number 53 

of patients with cancer who desire embryo freezing for the purpose of fertility preservation is expected to 54 

continue to increase.  55 

Embryologists play a major role in ART and cryopreservation techniques. The skill of the embryologist 56 

significantly affects the outcome of fertility preservation therapy. However, the present state of embryo 57 

freezing for fertility preservation ART in Japan is unclear. For example, the appropriate developmental 58 

stages for embryo freezing, freezing and thawing methods, embryo transfer methods after thawing, and 59 

culture techniques and methods for patients with cancer are controversial. Therefore, there may be 60 

treatment result disparities between regions and facilities. Previous reports regarding fertility preservation 61 

in Japan include a clinical study aimed at establishing clinical application techniques for the 62 

cryopreservation of unfertilized eggs that was conducted by the Japan Association of Private Assisted 63 

Reproductive Technology Clinics and Laboratories from 2007 to 2015.4 In 2014, the Japanese Society of 64 

Clinical Oncology conducted a survey to formulate clinical practice guidelines for fertility preservation in 65 

patients with cancer5 and reported the actual conditions of fertility preservation in Japan. However, no 66 

studies regarding embryo freezing as a technique for preserving fertility among patients with cancer have 67 

been conducted in Japan. Therefore, the status of embryo freezing for fertility preservation in Japan is 68 
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poorly understood.  69 

Therefore, a survey of embryologists working at fertility preservation facilities throughout Japan was 70 

conducted to investigate the current status of embryo freezing for fertility preservation in patients with 71 

cancer in Japan and to establish fertility preservation techniques and a medical environment that will 72 

enable the provision of uniform and advanced fertility preservation therapies in the 47 prefectures of 73 

Japan.  74 

Materials and Method 75 

This study was approved by the Bioethics Committee of St. Marianna University School of Medicine 76 

(approval number 5093). The online survey was distributed to 622 facilities that conduct in vitro 77 

fertilization (IVF) and embryo transfer registered with the Japanese Society of Obstetrics and Gynecology 78 

(ART-registered facilities). The respondents were individual embryologists working at each facility. A 79 

letter of invitation and a QR code for the primary survey were sent to the hospital director or medical 80 

department manager of each facility, and the survey was conducted online. Macromill Co., Ltd. (Tokyo, 81 

Japan) was commissioned to design the online survey system. The response period was open from 82 

February 26, 2021 to March 24, 2021. The questionnaire included 21 items regarding the background of 83 

the institution, the culture solution and devices used for the cryopreservation of embryos, the freezing 84 

method, and the problems encountered while implementing fertility preservation therapy. All respondents 85 
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provided consent prior to beginning the survey. The survey also allowed respondents to withdraw their 86 

consent at any time during the survey. Privacy protection was ensured by setting and managing access 87 

restrictions via the assignment of individual identifications and passwords.  88 

Results 89 

A total of 352 Japan Society of Obstetrics and Gynecology ART-registered institutions responded to the 90 

survey (response rate: 56.6%). Embryo freezing is performed for general patients undergoing ART at all 91 

responding institutions (100%). However, only 50.6% (178/352) of instructions reported performing 92 

embryo freezing for the purpose of preserving fertility in patients with cancer (Fig. 1), of which 83.7% 93 

(149/178) were medically endorsed by the Japan Society of Obstetrics and Gynecology.  94 

The target age for embryo cryopreservation for patients with cancer was restricted by 55.4% of 95 

institutions (93/168), including 51.2% (53/91) with an upper limit and 41.8% (38/91) with both upper and 96 

lower age limits (Fig. 2). The median upper limit was 45 years (range: 39-50 years), and the median lower 97 

limit was 16 years (range: 0-20 years).  98 

Forty-one institutions (23.0%) reported using an embryo freezing method that differed from that used 99 

for general patients undergoing ART (Fig. 3), including 31 (75.6%) that reported lowering the grade of 100 

the embryos to be frozen and cryopreserving more embryos; 14 that reported assigning more experienced 101 

embryologists for patients with cancer undergoing embryo freezing; and nine (22.0%) that reported 102 
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actively implementing Split-intra-cytoplasmic sperm injection (ICSI), a combination of conventional IVF 103 

and ICSI during the same cycle, to obtain more embryos based on the risk of non-fertilization when 104 

conventional IVF was conducted (Fig. 4). 105 

Most institutions (79.2%; 141/178) employed five or fewer embryologists who were capable of 106 

freezing and thawing embryos for patients with cancer. Twenty-eight institutions (15.7%) employed 6-10 107 

capable embryologists, three (1.7%) employed 11-15, four (2.2%) employed 16-20, and two (1.1%) 108 

employed 21 or more (Fig. 5). 109 

The developmental stage at which the embryo was frozen was the pronuclear stage at 15.2% (27/178) 110 

of institutions, the cleavage stage at 84.3% (150/178), and the blastocyst stage at 92.7% (165/178) (Fig. 111 

6). 112 

All 178 institutions (100%) reported using the vitrification method, and one institution (X%) reported 113 

using the slow freezing method. The majority of institutions reported using cryopreservation devices from 114 

company A (87.1%; 155/178), while 3.4% (6/178) used devices from company B, 23.0% (41/178) from 115 

company C, and 0.6% (1/178) from company D. Two institutions (1.1%) reported using homemade 116 

cryopreservation devices, and one (0.6%) used devices from another source (Fig. 7). Most institutions 117 

( 89.3%; 159/178) reported using an open type device, 5.1% (11/178) reported using a closed type device, 118 

and 3.9% (7/178) reported using open and closed type devices. The type of device was unknown or not 119 

reported in one institution (0.6%) (Fig. 8). In addition, most institutions (83.7%; 149/178) reported using 120 

149



 8 

cryopreservation solution from Company A, 0.6% (1/178) from Company B, 22.5% (40/178) from 121 

Company C, and 5.1% (9/178) from Company D. Five institutions (2.8%) reported using homemade 122 

cryopreservation solution (Fig. 9). Most institutions (81.5%; 145/178) reported using thaw solution from 123 

Company A, 0.6% (1/178) from Company B, 21.9% (39/178) from Company C, and 5.6% (10/178) from 124 

Company D. Seven institutions (3.9%) reported using homemade thaw solution, and one institution (0.6%) 125 

used thaw solution obtained from another source (Fig. 10). 126 

Embryo freezing was implemented according to the manufacturer's recommended protocols by 98.4% 127 

(60/61) of institutions for pronuclear stage embryos, 95% (151/159) for cleavage stage embryos, and 93.2% 128 

(165/177) for blastocyst stage embryos (Fig. 11). Modifications to the protocols included performing 129 

artificial shrinkage treatments before freezing, changing the volume of the freezing culture medium, 130 

changing the duration of immersion in the freezing culture medium depending on the developmental stage 131 

and condition of the embryo, and changing the dish used (Table 1). Thawing was conducted in accordance 132 

with the manufacturer’s recommended protocols at 93.8% (61/65) of institutions for pronuclear stage 133 

embryos, 93.1% (149/160) for cleavage stage embryos, and 91.5% (162/177) for blastocyst stage embryos 134 

(Fig. 12). Modifications to the protocol included changing the duration of immersion in the culture medium 135 

according to the developmental stage and condition of the embryo, changing the osmotic pressure of the 136 

culture medium, and changing the volume of the culture medium (Table 2). 137 

A total of 45 institutions responded to an open-ended question regarding problems embryologists face 138 
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when freezing embryos for patients with cancer, including 13 (31.1%) who expressed concerns regarding 139 

the management of frozen embryos after fertility preservation therapy, including the storage period, cost, 140 

renewal procedures, and protocol in the event of hospital closures. Thirteen respondents (28.9%) addressed 141 

concerns regarding the criteria for freezing embryos, including the stage and grade of embryo development 142 

and the number of embryos required. Eight institutions (17.8%) reported concerns regarding 143 

communication with patients, such as monitoring the treatment status of the primary diseases, changes of 144 

address, divorce or bereavement, and loss of communication. Six institutions (13.3%) wrote about securing 145 

storage space for preservation tanks. Another six (13.3%) reported other concerns, including an inability to 146 

perform egg retrieval due to prioritizing the treatment of the primary disease, difficulties explaining the 147 

expected outcomes without knowing the impact of the primary disease on embryonic development, the 148 

pressure of failure, the protocol for responding to a failure, the protocol for transferring embryos after the 149 

primary disease was treated, and differences between fertility preservation protocols for patients with 150 

cancer and general patients undergoing ART.  151 

Discussion 152 

Cryopreservation technologies for reproductive cells such as unfertilized eggs, sperm, embryos, and ovarian 153 

tissue are essential for fertility preservation in oncofertility. Among these, embryo freezing can be 154 

performed using the same methods used for general patients undergoing ART. The results of this survey 155 

indicate that embryo freezing is performed for general patients undergoing ART at all of the institutions 156 
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that responded to the survey. However, approximately half of the respondents conduct embryo freezing for 157 

the purpose of fertility preservation. Oncofertility treatment requires close collaboration between 158 

oncologists who treat the primary disease and reproductive medicine specialists who perform fertility 159 

preservation. Inter-facility collaboration is being conducted at the national level in the United States and 160 

Europe.6 However, in Japan, most patients undergoing ART are treated in private clinics, highlighting the 161 

importance of a network to foster collaboration between facilities that provide cancer treatment. At present, 162 

the formation of this network is being led by the Japan Society for Fertility Preservation.7 The small number 163 

of embryo cryopreservation facilities for fertility preservation may be a consequence of regional 164 

characteristics and specific conditions at each facility; however, this concern is not within the scope of this 165 

study. As approximately 20,000 women in their 20s and 30s are diagnosed with cancer each year in Japan,8 166 

the treatment environment for fertility preservation therapy is underdeveloped.  167 

In addition, to perform fertility preservation therapy according to the medical indications, the 168 

Recommended Medical Indications for Freezing and Preserving Unfertilized Eggs, Embryos (Fertilized 169 

Eggs), and Ovarian Tissue was enacted by the Japanese Society of Obstetrics and Gynecology in April 170 

2014. These recommendations require accreditation for fertility institutions. However, in this survey, 29 171 

facilities were conducting embryo freezing for the preservation of fertility without accreditation. As part 172 

of a national research promotion project, financial support for these institutions was initiated in April 173 

2021, though institutions must be accredited as a medical institution for fertility preservation therapy by 174 
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the Japanese Society of Obstetrics and Gynecology to receive such funds. This research promotion project 175 

is expected to establish data regarding fertility preservation therapy for pediatric, adolescent, and young 176 

adult patients with cancer.  177 

Several facilities set age restrictions for embryo freezing for patients with cancer. The lower age limit is 178 

set due to the need for vaginal manipulation for egg retrieval and sperm for fertilization, while the upper 179 

age limit is set in consideration of the perinatal risk during pregnancy, as the thawed embryo transfer that 180 

follows fertility preservation therapy occurs after treatment of the primary disease is finished.  181 

Furthermore, fertility preservation therapy for patients with cancer must be performed within the 182 

limited time before treatment for the primary disease and cannot delay the primary treatment. Therefore, 183 

some institutions change the patient criteria, fertilization methods, developmental stage during embryo 184 

freezing, and grade of frozen embryos. The risk of failure is lowered as experienced embryologists often 185 

conduct embryo cryopreservation for fertility preservation in patients with cancer. Approximately 80% of 186 

the respondents in this study employ five or fewer embryologists capable of freezing and thawing 187 

embryos for patients with cancer, suggesting that the number of embryologists involved in cancer 188 

reproductive medicine is relatively small.  189 

Vitrification was used as the freezing method at all of the institutions , and nearly all of the institutions 190 

used cryopreservation devices, freezing solutions, and thawing solutions from two companies, Company 191 
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A and Company C. Announced in 2000, the Cryotop method,9 which became popular worldwide due to 192 

its high survival rate after freezing and thawing, was subsequently improved by various companies that 193 

developed products for vitrification freezing. A recent study reported that the addition of fatty acids to the 194 

thawing solution improves the developmental capacity of embryos after thawing.10 Further improvement 195 

to embryo freezing methods are expected in the future.  196 

Two types of freezing devices are used: open, in which the embryo is in direct contact with liquid 197 

nitrogen, and closed, in which there is no direct contact between the embryo and liquid nitrogen. In 198 

Western countries, closed-type devices are used to avoid viral contamination11 though most facilities in 199 

Japan use open-type devices. Cryopreservation for fertility preservation may require a long preservation 200 

period, indicating that significant reviews of the safety, techniques, and cost of cryopreservation and the 201 

development of safer methods are necessary.  202 

Though there have been no major changes in the freeze-thaw protocols provided by each manufacturer 203 

since the development of cryopreservation supplies, the survival rate of the embryos is high, leading to 204 

most institutions using the manufacturer’s recommended protocols. However, several institutions based 205 

their protocols on veteran embryologists' experiences in culture work to modify the protocols, ultimately 206 

improving treatment outcomes. The establishment of more effective protocols will require studies 207 

regarding the details of these modifications and their effects on treatment outcomes.  208 
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The open-response comments regarding problems in fertility preservations provided insight into the 209 

challenges of fertility preservation therapy, indicating that several institutions put embryologists in charge 210 

of administrative tasks, including direct communication with patients, which is traditionally not a role of 211 

embryologists. As patients who require fertility preservation therapy are typically struggling with a 212 

variety of health concerns before, during, and after fertility treatment, it is important for embryologists 213 

who interact with these patients to improve their social skills, including their bedside manner and word 214 

choice.  215 

The results of this survey indicate that embryo freezing for fertility preservation therapy by 216 

embryologists in Japan is not being actively implemented despite its similarities to the procedure used for 217 

general patients undergoing ART. Embryologists expressed concern regarding the patients’ primary 218 

disease, leading to doubts and apprehensions regarding the success of cryopreservation. These concerns 219 

may be due to a lack of information regarding the current status of fertility preservation therapy for 220 

patients with cancer, current treatments, and outcomes after fertility preservation. This is the first 221 

Japanese survey of embryologists regarding the status of fertility preservation therapy, and it has provided 222 

insight into the status of embryologists' work on fertility preservation therapy in Japan. However, more 223 

detailed investigations, including those regarding treatment results, are necessary. For patients with cancer 224 

to be able to concentrate on treating their primary disease and improving their quality of life after 225 

treatment, more research regarding fertility preservation is necessary.  226 

155



 14 

The findings of this survey study will enable embryologists to actively engage in fertility preservation 227 

therapy and create an environment in which patients with cancer can receive a high standard of treatment 228 

anywhere in Japan.  229 

 230 

Acknowledgements: None 231 

Disclosures 232 

Conflicts of interest: The authors declare no Conflicts of Interest for this article. 233 

Human/Animal Rights: This article does not contain any studies with human and animal subjects 234 

performed by any of the authors. 235 

Approval by ethics committee: This study was approved by the Bioethics Committee of St. Marianna 236 

University School of Medicine (approval number 5093).  237 

References 238 

1） Gonçalves V, Ferreira PL, Saleh M, Tamargo C, Quinn GP. Perspectives of Young Women with 239 

Gynecologic Cancers on Fertility and Fertility Preservation: A Systematic Review. Oncologist. 2022 240 

Mar 11;27(3):e251-65.  241 

156



 15 

2） Yu H, Zhang Y, Han M. Comparison of Clinical Pregnancy Outcomes after Fresh and Frozen 242 

Embryo Transfer. Comput Math Methods Med. 2022 Oct 3;2022:6498356.  243 

3） Tanaka S, Palme M, Katanoda K. Trends in cervical cancer incidence and mortality of young and 244 

middle adults in Japan. Cancer Sci. 2022 May;113(5):1801-7. 245 

4） Kato K, Ochi M, Nakamura Y, Kamiya H, Utsunomiya T, Yano K. A multi-centre, retrospective case 246 

series of oocyte cryopreservation in unmarried women diagnosed with haematological malignancies. 247 

Hum Reprod Open. 2021 Jan 16;2021(1):hoaa064. 248 

5） Okamoto S, Fujii N, Yoshioka N, Harada M, Tanimoto M, Maeda Y, et al. Nationwide survey 249 

of fertility preservation in patients with hematological malignancies in Japan. Int J Clin Oncol. 2021 250 

Feb;26(2):438-42.  251 

6） von Wolff M, Dittrich R, Liebenthron J, Nawroth F, Schüring AN, Bruckner T, et al. Fertility-252 

preservation counselling and treatment for medical reasons: date from a multinational network of 253 

over 5000 women. Reprod Biomed Online. 2015 Nov;31(5):605-12.  254 

7） Suzuki N. Oncofertility in Japan: advances in research and the roles of oncofertility consortia. 255 

Future Oncol. 2016 Oct;12(20):2307-11. 256 

8） Katanoda K, Shibata A, Matsuda T, Hori M, Nakata K, Narita Y, et al. Childhood, adolescent and 257 

young adult cancer incidence in Japan in 2009-2011. Jpn J Clin Oncol. 2017 Aug 1;47(8):762-71.  258 

157

https://pubmed.ncbi.nlm.nih.gov/33068221/
https://pubmed.ncbi.nlm.nih.gov/33068221/


 16 

9） Kuwayama M. Highly efficient vitrification for cryopreservation of human oocytes and embryos: the 259 

Cryotop method. Theriogenology. 2007 Jan 1;67(1):73-80.  260 

10） Ohata K, Ezoe K, Miki T, Kouraba S, Fujiwara N, Yabuuchi A, et al. Effects of fatty acid 261 

supplementation during vitrification and warming on the developmental competence of mouse, 262 

bovine and human oocytes and embryos. Reprod Biomed Online. 2021 Jul;43(1):14-25. 263 

11） Bielanski A, Nadin-Davis S, Sapp T, Lutze-Wallace C. Viral contamination of embryos 264 

cryopreserved in liquid nitrogen. Cryobiology. 2000 Mar;40(2):110-6.  265 

Tables 266 

Figure legends 267 

158



親権

里親手当：

里親

法的な親子関係
生みの親が親であり、里親と親子関係はない

途中で生みの親の元に
戻るか自立する

原則として18歳まで
（必要な場合は 20 歳まで）子どもの年齢

関係の解消

養育に必要な
費用の支給

生みの親 里親（育ての親）〈 〉 〈 〉

一人当たり 9 万円／月
＋

生活費など（※養育里親の場合）

親権親権

0 円

特別養子縁組 普通養子縁組
養子縁組

生みの親
生みの親との親子関係消滅

育ての親
生みの親・育ての親ともに親子関係が存在

原則として15歳未満

原則離縁はできず
一生親子である

年齢制限なし（養親より年上は認められない）

離縁が可能である

生みの親 育ての親〈 〉 〈 〉 〈 〉 〈 〉

約 45,000人生みの親のもとで育つことが
できない子どもたちの数

養親希望者が養子縁組民間あっせん機関に対して支払った手数料相当額の全部又は一部を補助している自治体があります。詳しくは、お住まいの地域の児童相談所にご確認ください。
日本財団 子どもたちに家庭をプロジェクト　https://nf-kodomokatei.jp
2017年4月に施行された改正児童福祉法で、家庭と同様の養育環境の中で、継続的に子どもが養育されるよう、養子縁組や里親、ファミリーホームへの委託が原則となりました。

里親は児童相談所に申し込み、研修を受け、都道府県知事の認定を受けること/養子縁組は児童相談所か民間養子あっせん機関に申し込むこと/
普通養子縁組は単身でも可能であること、未成年は家庭裁判所の許可が必要であること

妊孕性温存と同時に
頭の片隅においてほしい家族の形があります
ご家族の方も一緒に考えてください

里親制度・養子縁組
制度について

令和2年度厚生労働科学研究補助金(がん対策推進総合研究事業 )
小児・AYA 世代がん患者に対する生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化と安全な
長期検体保管体制の確立を施行した研究―患者本位のがん医療の実現を目指して (20EA1004)

このリーフレットでは血縁にとらわれずに
家族をつくる里親制度・養子縁組制度を

紹介しています。

全国児童相談所一覧
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
kodomo/kodomo_kosodate/zisouichiran.html

養子縁組あっせん事業者一覧
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000820987.pdf 

全国の児相・あっせん団体の連絡先

里親制度・養子縁組制度の内容・手続き
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〉

里親そして養子縁組へ （養子縁組で女の子を迎えた男性）

　元々排卵障害があった私は入籍と同時に妊活を開始
し、体外受精にも何度か挑戦しました。しかし、そのう
ちに子宮内膜に病気が見つかったため、子宮の摘出を
考えなくてはならなくなりました。どうしようかと悩んで
いる時、保育園を経営している兄から「自分の子が欲し
い気持ちは凄くわかるけど、里親になるって手もあるよ
」と里親制度のチラシをもらったのです。「里親になる
という選択肢」が主人とともに私の胸の中にストンと入
り、「里親になりたい！」という気持ちで2人とも光が差
したような気分になりました。

　術後は里親になると父に伝えると、里親登録も何も決まっていないのにチャイルドシートやベビーカーを
プレゼントしてくれました。私たち夫婦と同じように家族も楽しみにしてくれていることがとても嬉しいと思い
ました。赤ちゃんが来てからは、何をするにも子ども優先で「子どもがいる生活って大変だけどこんなに幸
せなんだね～」と主人とよく話ししています。将来はファミリーホームで多くの里子さん達と一緒に過ごせた
らいいなと考えています。

　私たち夫婦が里親となり、養子縁組をするまでには十数年という歳月を要しました。それはまた子どもを
望みながらも恵まれない辛さ、不全感に苛まされる日々でもありました。生殖には二つあります。生物学的
生殖と社会学的生殖です。私たちは後者を選びました。児童相談所に里親申請をしたのは私が42歳、妻
が43歳のとき、不安と望みを抱いてのことでした。
　しばらくして６歳の女の子と暮らすことになりました。さっちゃんという小さな女の子。里親制度、特別養
子縁組制度は子どものための制度と理解しながらも
里親に決まったときは妻と二人喜んだのを今でも鮮
明に覚えています。わずか６歳で大きな喪失と悲しみ
を抱えたさっちゃんですが、一緒にご飯を食べたり、
お風呂に入ったり、テレビを観たりごく当たり前のこ
とに楽しさを感じています。時には喧嘩をし、思い通
りにならないことに苛立ちを覚えることもありますが、
私たち夫婦はさっちゃんに出会えて本当に良かった
と思っています。今では「パパ運転に気を付けて、無
駄遣いしちゃダメだよ」と言われている私です。

夢はファミリーホームで大家族
（兄から勧められて里親になった夫婦）
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はじめに

Q１ 所属されている施設名を教えてください
（　　　　　）

Q２ 本アンケートが研究に用いられることに同意いただけますか？
１．同意する
２．同意しない

改ページ

タイトル
厚労科研 鈴木班　「がんとの共生」分野におけるがん相談支援センターの現状の課題抽出を志向した実態調
査研究
～AYA世代に対する支援の現状を中心に～

A-1 相談支援の担当者（回答者）の情報
①年齢　　　１．29歳以下　　２．30~40歳　３．41~50歳　　４．51~60歳　　５．61歳以上
②がん相談支援担当歴（他病院での経験年数を含む）　　　　　　年　　　　ヶ月
③保有資格　１．社会福祉士　２．精神保健福祉士　３．看護師　４．公認心理師　５．介護支援専門員
6．その他（　　　）
④雇用形態　１．常勤　２．非常勤　３．その他（　　　）
⑤主に担当する患者について　１．外来を担当　２．病棟単位で担当　３．診療科の担当となっており、該
当診療科患者を外来・入院ともに担当　４．患者の疾患により担当　５．受け持ち件数や順番等、管理職が
担当を決めている　６．その他（　　　）

A-２ 相談環境について
A-2-1 相談時、プライバシーが保たれる環境を使用できますか？　あてはまるものを一つ選択してください

１．できている
２．できていない
３．できる時とできない時がある
４．その他

A-2-2
がん相談支援センターの窓口には、すべての利用者が自由に（直接）アクセスできますか？　あてはまるも
のを一つ選択してください
１．できる
２．できない
３．その他（　　　）

A-2-3 がん相談支援センター直通の電話回線について、あてはまるものを一つ選択してください
１．あり
２．なし
３．今年度中に予定がある
４．その他（　　　）

A-3 がん相談支援センターの周知について
A-3-1 患者家族への周知のために現在行っていることとして、あてはまるものを選択してください（複数可）

１．院内の見やすい場所にポスター等でがん相談支援センターの場所、対応可能な時間帯について掲示して
いる
２．配布物（チラシ・診療案内・入院案内・広報誌等）で提示している
３．病院ホームページ（患者向け）や病院公式SNS(FB等）にて周知している
４．掲示・配布物内容について定期的に見直している
５．その他（　　　　　　　　　）

資料11
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A-3-2
院外（関係機関や地域住民等）への周知のために行っていることとして、あてはまるものを選択してくださ
い（複数可）
１．公共の場所にポスター等で掲示している
２．院内の見やすい場所にがん相談支援センターの場所、対応可能な時間帯について掲示している
３．配布物（チラシ・診療案内・入院案内・広報誌等）を作成し配布している
４．病院ホームページ（患者向け）や病院公式SNS(FB等）にて周知している
５．掲示・配布物内容について定期的に見直している
６．その他（　　　　　　　　　）

A-3-3 院内職員への周知のために行っていることとして、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．職員の見やすい場所にポスター等でがん相談支援センターの場所、対応可能な時間帯について掲示
２．配布物（チラシ・診療案内・入院案内・広報誌等）を作成、配布
３．院内メーリングリストの活用
４．掲示・配布物内容の定期的な見直し
５．職員を対象とした勉強会等の実施
６．役割や業務を周知する機会の定期的な確保（例：新人オリエンテーション・医局会等）
７．その他（　　　　　　　　　）

A-3-4 
患者・院外・院内への案内には以下の情報が記載されていますか？　あてはまるものを選択してください
（複数可）
１．自施設の患者以外の相談者にも対応していること
２．相談は無料であること
３．匿名での相談も可能であること
４．本人の同意のないところで、相談内容が第三者（担当医含む）に伝わることがないこと
５．整備指針で「相談支援センターの業務」として示されている相談内容に対応していること

A-4 院内職員から患者さんへの案内状況について
A-4-1 依頼を受けるタイミングで最も多いのはいつですか？　あてはまるものを一つ選択してください

１．診断前
２．治療開始前
３．治療中
４．治療後～経過観察中

A-4-2 依頼を受けるタイミングで2番目に多いのはいつですか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．診断前
２．治療開始前
３．治療中
４．治療後～経過観察中

A-4-3 依頼を受けるタイミングで３番目に多いのはいつですか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．診断前
２．治療開始前
３．治療中
４．治療後～経過観察中

A-5
病院管理者やがん相談支援センター管理者のバックアップについて、①～⑧について、あてはまるものを一
つ選択してください。

A-5-1 患者家族等への周知に対して
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
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４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-2 院外（関係機関や地域住民等）への周知に対して
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-3 院内職員への周知に対して
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-4 院内職員からがん相談支援センターへの案内に対して
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-5 相談員が相談対応で困ったときに助言を求められる担当者を定めるよう各診療科・部門に指示している
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-6
相談員に対し継続的な学習の機会を保証し、参加を促している（例：研修参加や必要経費の支出、不在時代
替者の調整等）
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-7
がん相談支援センター内に相談対応の質向上のための取り組みをしている者（例：認定がん専門相談員等）
の配置
1．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-5-8
（小児がん拠点病院以外の方）がん相談支援センターの相談員が相談対応のモニタリング（QA）を行うため
に必要となる体制の整備（例：病院全体として電話の内容は録音する方針とする等）
1．そう思う
２．まあまあ思う
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３．どちらとも言えない
４．ほとんど思わない
５．思わない

A-6 
相談対応の質の担保を目的として、がん相談支援センター内で取り組んでいることについて、あてはまるも
のを選択してください（複数可）
１．定期カンファレンスの開催
２．事例検討会の開催
３．相談記録の作成
４．相談対応した際の記録（音声データ等）とがん相談対応評価表 等を用いた、定期的な相談対応のモニタ
リング（QA）
５．病院管理者等への報告
６．患者からのフィードバック体制
７．図書や配布物の内容を精査し正確な情報が掲載されているものを設置・配布している
８．相談支援に活用する情報についての検討を定期的に行い、科学的根拠に基づく情報の整備・更新に努め
ている
９．その他（　　　　　）

A-7 以下の各項目について、院内で連携できる部署があるものを選択してください（複数可）
１．AYA世代の支援について
２．生殖機能・妊孕性温存について
３．アピアランスケアについて
４．就学・就労支援について
５．希少がんについて
６．ゲノム医療について

A-8 以下の各項目について、紹介できる院外のネットワークを把握しているものを選択してください（複数可）
１．AYA世代の支援について
２．生殖機能・妊孕性温存について
３．アピアランスケアについて
４．就学・就労支援について
５．希少がんについて
６．ゲノム医療について

改ページ
B AYA世代への支援

B-1 あなたはAYA世代への支援を行っていますか？あてはまるものを一つ選択してください
１．行っている
２．院外のネットワークの紹介のみ行っている
３．AYA支援チームが行う
４．行っていない
５．その他（　　　　　）

B-2 （B-1で1を選択した方）2021年4月1日~2022年3月31日までのAYA世代支援の新規相談件数について、
１．0人
２．1～10人
３．11～20人
４．21～30人
５．30人以上

B-3 （B-1で１以外を選択した方）思春期世代（15～20歳未満）からの相談件数について、あてはまるものを一
１．0人
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２．1～10人
３．11～20人
４．21～30人
５．30人以上

B-4 （B-1で１以外を選択した方）AYA世代の支援で経験した内容について、あてはまるもの選択してください
１．生殖機能・妊孕性温存
２．アピアランス
３．食事・栄養
４．運動
５．経済面
６．学習支援
７．就労支援
８．心理支援
９．晩期合併症
10．恋愛・結婚・性
11．家族・きょうだい支援
12. その他（　　　　　　）

B-5-1 （B-4に回答した方）AYA世代の支援について最も”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを一つ
１．生殖機能・妊孕性温存
２．アピアランス
３．食事・栄養
４．運動
５．経済面

６．学習支援
７．就労支援

８．心理支援

９．晩期合併症

10．恋愛・結婚・性

11．家族・きょうだい支援

12. その他（　　　　　　　　）

B-5-2 B-5-1で最も難しさを感じた項目について、その理由をご記入ください。
理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

B-5-3
（B-4に回答した方）AYA世代の支援について2番目に”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを
一つ選択してください
１．生殖機能・妊孕性温存

２．アピアランス

３．食事・栄養

４．運動

５．経済面

６．学習支援
７．就労支援
８．心理支援
９．晩期合併症
10．恋愛・結婚・性
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11．家族・きょうだい支援
12. その他（　　　　　　　　）

B-5-4
（B-4に回答した方）AYA世代の支援について３番目に”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを
一つ選択してください
１．生殖機能・妊孕性温存
２．アピアランス
３．食事・栄養
４．運動
５．経済面
６．学習支援
７．就労支援
８．心理支援
９．晩期合併症

10．恋愛・結婚・性

11．家族・きょうだい支援

12. その他（　　　　　　　　）

B-6-1 AYA世代患者との関係性の構築に難しさを感じていますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．感じている
２．感じていない
３．その他（　　　　）

B-6-2 AYA世代患者との関係性の構築のために工夫していることは何ですか？
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

B-7-1 自施設にAYA支援チームがありますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．ある
２．ない
３．今年度発足予定

４．その他

B-7-2 
（B-7-1で１を選択した方）がん専門相談員は構成メンバーになっていますか？　あてはまるものを一つ選
択してください
１．なっている
２．なっていない
３．その他

B-8 支援の際、連携している専門職について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．保育士
２．CLS（チャイルドライフスペシャリスト）、HPS、こども療養支援士（どれか一つでもあてはまれば
可）
３．公認心理師
４．小児専門看護師
５．認定がん専門相談員（小児の場合、小児がん相談員）
６．学校教員
７．その他（　　　　　）

B-9 小児がんを経験したAYA世代の患者に対する長期フォローアップの体制について、あてはまるものを選択し
１．小児がん経験者を対象とした長期フォローアップ外来がある
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２．小児科の医師が外来診療の中でフォローアップを行っている

３．がん相談員が中心となって長期フォローアップに対する支援を行っている

４．長期フォローアップの体制は整っていない

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

B-10
AYA世代とその保護者は、がん相談支援センターの存在やその相談方法について知っていると思いますか？
あてはまるものを一つ選択してください
1．そう思う

２．まあまあ思う

３．どちらとも言えない

４．あまり思わない

５．思わない

B-11 AYA世代の支援に必要な知識はどのように得ているか、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．国立がん研究センター主催の相談員研修（Eラーニング・集合研修）
２．都道府県やブロックで開催されている相談員研修、事例検討会等
３．小児がん拠点病院主催の研修会等
４．（一社）AYAがんの医療と支援のあり方研究会（AYA研）主催の学会・研修会
５．地域相談支援フォーラム
６．その他院外の研修会等
７．院内の勉強会・研修会・事例検討会
７．受講したことはない
８．その他

改ページ
C 生殖機能・妊孕性温存について

C-1
あなたは生殖機能・妊孕性温存について相談支援を行っていますか？　あてはまるものを一つ選択してくだ
さい
１．行っている
２．行っていない
３．他部署に相談窓口があるため行っていない

C-2
（C-１で１を選択した方）2021年4月1日～2022年3月31日までの生殖機能・妊孕性温存に関する新規相
談件数について、あてまはまるのもを一つ選択してください
１．0人
２．1～10人
３．11～20人
４．21～30人
５．30人以上

C-3 （C-1で1を選択した方）AYA世代患者の支援の際、他のニーズが主訴であっても、生殖機能・妊孕性温存
１．している
２．していない
３．その他（　　　　）

C-4
（C-1で１を選択した方）生殖機能・妊孕性温存についての相談対応に困ったとき、院内に相談できるス
タッフはいますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．いる
２．AYA支援チーム
３．いない
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４．その他（　　　　）

C-5 生殖機能・妊孕性温存の支援で経験した内容について、あてはまるものを選択してください（複数可）。
１．治療と妊娠・出産との両立を希望する患者さんへの対応
２．経済的な制度の理解と活用
３．年齢的な問題（思春期・未成年である・高齢出産になる等）
４．生殖医療の専門的かつ基本的な知識
５．他施設との連携
６．その他（　　　　）

C-6 生殖機能・妊孕性温存の支援で最も”難しさ”を感じた項目を、ひとつ選択してください
１．治療と妊娠・出産との両立を希望する患者さんへの対応
２．経済的な制度の理解と活用
３．年齢的な問題（思春期・未成年である・高齢出産になる等）
４．生殖医療の専門的かつ基本的な知識
５．他施設との連携
６．その他（　　　　）

C-7 C-6で最も”難しさ”を感じた項目について、その理由をご記入ください
理由（　　　　　　　　　　　　　　　　）

C-8 生殖機能・妊孕性温存の相談支援に必要な知識はどのように得ていますか？
１．国立がん研究センター主催の相談員研修（Eラーニング・集合研修）
２．都道府県やブロックで開催されている相談員研修、事例検討会等
３．日本がん生殖・医療学会主催の学会・研修会
４．地域相談支援フォーラム
５．その他院外の研修会等
６．院内の勉強会・研修会・事例検討会
７．上記で受講したものはない
８．その他（　　　　　）

改ページ
D アピアランスケアについて

D-1 あなたはAYA世代のアピアランスケアを行っていますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．行っている
２．AYA支援チームが行う
３．行っていない
４．その他

D-2
（D-1で1を選択した方）2021年4月1日~2022年3月31日までのAYA世代のアピアランスケアの新規相談
件数について、あてはまるものを一つ選択してください。
１．0人
２．1～10人

３．11～20人

４．21～30人

５．30人以上

D-3 自施設のアピアランスケアの相談窓口について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．がん相談支援センター
２．化学療法担当部署
３．がん薬物療法を専門とするがん専門看護師や認定看護師
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４．アピアランスケアの専門外来
５．診療科
６．特にはない
７．その他

D-4 アピアランスケアの支援形態について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．相談員による個別相談
２．相談員以外による個別相談（医師、ピアサポーター等）
３．センターが主体で開催する教室やセミナー（オンラインまたは集合で実施）
４．センターが業者と協力して開催する教室やセミナー（オンラインまたは集合で実施）
５．その他

D-5 がん相談支援センターが実践しているアピアランスケアを選択してください（複数可）
１．頭髪の脱毛前の準備やケアについて
２．ウイッグの選び方や購入の方法
３．脱毛後のケアについて
４．眉毛やまつ毛の脱毛の対策
５．パーマやヘアカラーに関することについて
６．スキンケアの基本的な方法
７. 手足症候群の対策
８．皮膚色素沈着の対策
９．ざ瘡性皮疹の対策
10．鼻前庭炎の対策
11．乾皮症への対策
12．放射線皮膚炎の対策

13．肌のくすみやシミカバーなどについて

14．爪および爪周囲の基本的なケア

15．爪障害の対策
16．爪囲炎の対策
17．職場復帰や学校復帰の際の対応について
18．外見の変化による人との関係性や付き合い方等について
19．地域における助成金の情報提供
20．その他

D-6
（D-3で１を選択した方）アピアランスケアを行う上で”難しさ”を感じる項目について、あてはまるものを
選択してください（複数可）
１．正しい情報の提供
２．院内関係部署との連携
３．業者との連携の在り方
４．マンパワーの確保
５．その他

D-7
アピアランスケアに必要な知識はどのように得ていますか？　あてはまるものを選択してください（複数
可）
１．国立がん研究センター主催のアピアランスケア研修（Eラーニング・集合研修）
２．都道府県やブロックで開催されている相談員研修、事例検討会等
３．地域相談支援フォーラム
４．その他院外の研修会等
５．院内の勉強会・研修会・事例検討会
６．上記で受講したものはない

169



７．その他
改ページ

E AYA世代の就学支援について
E-1 あなたはAYA世代の学習支援を行っていますか？　あてはまるものを一つ選択してください

１．行っている
２．AYA支援チームが行う
３．行っていない
４．その他

E-2
（E-1で１を選択した方）2021年4月1日～2022年3月31日までの就学支援に関する新規相談件数につい
て、あてはまるものを一つ選択してください
１．0人
２．1～５人

３．6～10人

４．11～15人

５．16人以上

E-3 就学支援の内容についてあてはまるものを選択してください（複数可）
１．院内学級の教員と連携を取り、転籍などについて情報提供を行う
２．院内学級は無いので、保護者と原籍校でやり取りしていただくよう説明する
３．本人家族に了承の上原籍校に連絡し、進級や単位取得について確認をしている
４．病棟スタッフと連携し、情報提供など行う
５．必要時は原籍校や行政とも連絡を取り、支援を行っている
６．相談依頼が無いので、支援の経験がない
７．他施設の相談員に相談するなどして支援を行っている
８．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

E-4 受験生に対し、どのような支援を行っていますか？（複数可）
１．院内学級担当者と連携し、受験ができるように調整している
２．相談員が中心となって、受験ができるように調整している
３．本人や家族に任せている
４．病棟スタッフと連携し、調整している
５．相談依頼が無いので、支援の経験がない
６．経験は少ないが、他施設の相談員に相談するなどして支援にあたっている
７．その他（　　　　　　　　　　　　）

E-5 自施設の就学支援体制は整っていると思いますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．そう思う
２．まあまあ思う
３．どちらとも言えない
４．あまり思わない
５．思わない

E-6 （E-５で3～5を選択した方）理由についてあてはまるものを選択してください（複数可）

１．高校生の院内学級など支援体制が無いから

２．中学生でも院内学級が無く、原籍校と保護者のやり取りに任せているから

３．学校側の問題により、支援を受けられないから

４．行政側（教育委員会）の問題により、支援を受けられないから
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５．体制について把握できていない
６．その他（　　　　　　　　　　　　）

E-7 就学支援に必要な知識はどのように得ていますか？（複数可）
１．国立がん研究センター主催の相談員研修（Eラーニング・集合研修）
２．都道府県やブロックで開催されている相談員研修、事例検討会等
３．小児がん拠点病院主催の研修会等
４．その他院外の研修会等
５．院内の勉強会・研修会・事例検討会
６．その他

改ページ
F 就労に関する相談について

F-1
2021年4月1日～2022年3月31日までの就労支援に関する新規相談件数について、あてはまるものを一つ
選択してください
１．0人
２．1～10人
３．11～20人
４．21～30人
５．31～40人
６．41～50人
７．51人以上

F-2-1
就労に関する相談内容について最も”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを一つ選択してくださ
い
１．これから受ける治療のスケジュールや起こりうる副作用について、いつ、どのようなタイミングで、ど
の程度、会社に伝えるべきか
　　わからず、困っている
２．どの程度、休暇が必要か知りたい
３．会社の休職中の対応（病気休暇・給与保障等）について知りたい
４．会社以外で利用できる公的制度（傷病手当金等）の情報・手続きについて知りたい
５．復職にあたり、主治医や会社との交渉方法について知りたい
６．他の患者さんが、どのように休職・復職を乗り越えたのかを知りたい
７．会社とのコミュニケーションに苦慮しており、医療者等に仲介に入ってほしい
８．再就職の支援（ハローワークの利用）について相談したい
９．病名を職場に伝えたことにより不当な扱いを受けており、法的支援について相談したい
１０．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１１．就労に関する相談は経験したことがない

F-2-2
就労に関する相談内容について2番目に”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを一つ選択してく
ださい
１．これから受ける治療のスケジュールや起こりうる副作用について、いつ、どのようなタイミングで、ど
の程度、会社に伝えるべきか
　　わからず、困っている

２．どの程度、休暇が必要か知りたい

３．会社の休職中の対応（病気休暇・給与保障等）について知りたい
４．会社以外で利用できる公的制度（傷病手当金等）の情報・手続きについて知りたい
５．復職にあたり、主治医や会社との交渉方法について知りたい
６．他の患者さんが、どのように休職・復職を乗り越えたのかを知りたい
７．会社とのコミュニケーションに苦慮しており、医療者等に仲介に入ってほしい
８．再就職の支援（ハローワークの利用）について相談したい
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９．病名を職場に伝えたことにより不当な扱いを受けており、法的支援について相談したい
１０．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１１．就労に関する相談は経験したことがない

F-2-3
就労に関する相談内容について３番目に”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを一つ選択してく
ださい
１．これから受ける治療のスケジュールや起こりうる副作用について、いつ、どのようなタイミングで、ど
の程度、会社に伝えるべきか
　　わからず、困っている
２．どの程度、休暇が必要か知りたい
３．会社の休職中の対応（病気休暇・給与保障等）について知りたい
４．会社以外で利用できる公的制度（傷病手当金等）の情報・手続きについて知りたい
５．復職にあたり、主治医や会社との交渉方法について知りたい
６．他の患者さんが、どのように休職・復職を乗り越えたのかを知りたい
７．会社とのコミュニケーションに苦慮しており、医療者等に仲介に入ってほしい
８．再就職の支援（ハローワークの利用）について相談したい
９．病名を職場に伝えたことにより不当な扱いを受けており、法的支援について相談したい
１０．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１１．就労に関する相談は経験したことがない

F-2-４
就労に関する相談内容について４番目に”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを一つ選択してく
ださい
１．これから受ける治療のスケジュールや起こりうる副作用について、いつ、どのようなタイミングで、ど
の程度、会社に伝えるべきか
　　わからず、困っている
２．どの程度、休暇が必要か知りたい
３．会社の休職中の対応（病気休暇・給与保障等）について知りたい
４．会社以外で利用できる公的制度（傷病手当金等）の情報・手続きについて知りたい
５．復職にあたり、主治医や会社との交渉方法について知りたい
６．他の患者さんが、どのように休職・復職を乗り越えたのかを知りたい
７．会社とのコミュニケーションに苦慮しており、医療者等に仲介に入ってほしい
８．再就職の支援（ハローワークの利用）について相談したい
９．病名を職場に伝えたことにより不当な扱いを受けており、法的支援について相談したい
１０．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１１．就労に関する相談は経験したことがない

F-2-５
就労に関する相談内容について５番目に”難しさ”を感じたものについて、あてはまるものを一つ選択してく
ださい
１．これから受ける治療のスケジュールや起こりうる副作用について、いつ、どのようなタイミングで、ど
の程度、会社に伝えるべきか
　　わからず、困っている
２．どの程度、休暇が必要か知りたい
３．会社の休職中の対応（病気休暇・給与保障等）について知りたい
４．会社以外で利用できる公的制度（傷病手当金等）の情報・手続きについて知りたい
５．復職にあたり、主治医や会社との交渉方法について知りたい
６．他の患者さんが、どのように休職・復職を乗り越えたのかを知りたい
７．会社とのコミュニケーションに苦慮しており、医療者等に仲介に入ってほしい
８．再就職の支援（ハローワークの利用）について相談したい
９．病名を職場に伝えたことにより不当な扱いを受けており、法的支援について相談したい
１０．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１１．就労に関する相談は経験したことがない
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F-3 就労に関する支援対象者をどのように拾い上げているか、あてはまるものを選択してください（複数可）。

１．本人・家族からの依頼
２．医師からの依頼
３．看護師からの依頼
４．その他院内スタッフからの依頼
５．各種スクリーニングによる選別（緩和ケアスクリーニング、退院支援加算スクリーニング等）
６．他の事柄で相談窓口を利用している患者・家族に対し、就労支援のニーズ確認を実施している
７．就労年齢層の患者に関しては、原則、相談部門から声かけを行い、就労支援のニーズ確認をしている
８．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

F-4
院内で実施されているスクリーニングについてお伺いします。下記の①～③について、あてはまるものを選
択してください。

F-4-1 緩和ケアスクリーニングは行われていますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．行われている
２．行われていない
３．その他（　　　　）

F-4-2 緩和ケアスクリーニングの実施時期について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．外来時
２．入院時
３．外来・入院において複数回

F-4-3 緩和ケアスクリーニングの項目について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．からだの症状
２．気持ちのつらさ
３．生活面（食事・入浴・排泄）
４．家族に関する事柄
５．経済面
６．就労に関する事柄
７．移動手段
８．その他（　　　　　　　　　　）

F-4-4 入退院支援加算スクリーニングは行われていますか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．行われている
２．行われていない
３．その他（　　　　）

F-4-5 入退院支援加算スクリーニングの実施時期について、あてはまるものを一つ選択してください
１．外来時
２．入院時
３．外来・入院において複数回

F-4-6 入退院支援加算スクリーニングの項目について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．緊急入院
２．ADL低下
３．認知機能低下
４．退院後に医療処置が必要
５．介護者不在
６．介護保険未申請
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７．就労に関する支援が必要
８．その他（　　　　　　　　　　）

F-5 就労支援に必要な知識はどのように得ていますか？
１．国立がん研究センター主催の相談員研修（Eラーニング・集合研修）
２．都道府県やブロックで開催されている相談員研修、事例検討会等
３．両立支援コーディネーター研修
４．院内の勉強会・研修会・事例検討会
５．地域相談支援フォーラム
６．その他院外の研修会等

改ページ
G ピアサポートについて（がんサロン・ピアサポーター・患者会等）

G-1 院内でピアサポートを実施していますか？　あてはまるものを選択してください（複数可）
１．がんサロンを運営している
２．患者会を紹介している
３．ピアサポーターに紹介している
４．実施していない
５．その他

G-2 （G-1で１を選択した方）がんサロンの運営状況について、あてはまるものを一つ選択してください
１．対面形式のみで開催している
２．オンライン形式のみで開催している
３．対面形式とオンライン形式を別々に開催している
４．対面形式とオンライン形式を同時に取り入れている（ハイブリッド形式）
５．コロナ禍の影響により中止している
６．オンライン形式で開催したいが環境が調わないため開催できずにいる

G-3 （G-2で１～4を選択した方）がんサロンの開催頻度について、あてはまるものを一つ選択してください
１．毎月1回
２．2か月に1回
３．3か月に1回
４．半年に1回
５．その他（　　　　　）

G-4 （G-2で1～4を選択した方）がんサロンの構成について、あてはまるものを選択してください（複数可）
１．フリートークのみ　　　※フリートークとは患者主体の自由な意見交換を意味します

２．医師によるミニ講義＋フリートーク

３．医師以外の専門職によるミニ講義＋フリートーク
４．ミニ講義＋質疑応答のみ
５．その他（　　　　）

G-5
（G-4で１～3を選択した方）１回あたりの「フリートーク」の時間について、あてはまるものを一つ選択し
てください。
1.～30分
２．30～60分
３．60～90分
４．90～120分

G-5
2021年4月1日~2022年3月31日までの、対面形式への1回あたりの参加人数は平均してどれくらいです
か？　あてはまるものを一つ選択してください
１．1～5名
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２．6～10名
３．10～15名
４．15～20名
５．20名以上
６．参加者がなかった

G-6
2021年4月1日~2022年3月31日までの、オンライン形式への1回あたりの参加人数は平均してどれくらい
ですか？　あてはまるものを一つ選択してください
１．1～5名
２．6～10名
３．10～15名
４．15～20名
５．20名以上
６．参加者がなかった

G-7
（G-２で6を選択した方）オンライン開催が困難であることに影響している要因として、あてはまるものを
選択してください（複数可）。
１．相談員自身がICTが苦手である
２．インターネット環境が悪い
３．個人情報保護の観点から病院管理者の許可がおりない
４．オンラインでの参加が技術的に難しい患者さんが多い
５．司会のピアサポーターがオンラインでの対応が難しい
６．患者さんがオンラインでの交流に抵抗を感じている
７．ミーテイングツール等の財源の確保が困難
８．その他

以上
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Ⅰ．属性質問項目
1.あなたの職種を選択してください
職種 人数 比率
医師 671 83.1%
薬剤師 65 8.1%
看護師 45 5.6%
歯科医師 20 2.5%
口腔外科医 1 0.1%
歯科医師（口腔外科） 1 0.1%
理学療法士 1 0.1%
研究者　教員 1 0.1%
MSW 1 0.1%
言語聴覚士 1 0.1%
総計 807 100.0%

　　医師と答えた方は以下より所属を選んでください
所属 人数 比率
外科 281 41.9%
産婦人科 116 17.3%
内科 87 13.0%
泌尿器科 49 7.3%
放射線科 34 5.1%
口腔外科 23 3.4%
耳鼻咽喉科 21 3.1%
整形外科 14 2.1%
その他 11 1.6%
小児科 11 1.6%
緩和医療科 10 1.5%
脳神経外科 5 0.7%
皮膚科 3 0.4%
形成外科 3 0.4%
眼科 1 0.1%
麻酔科 1 0.1%
精神神経科 1 0.1%
総計 671 100.0%

　　　　内科・外科の先生は、専門分野をお書きください
専門分野 人数 比率
消化器外科 109 29.6%
乳腺外科 71 19.3%
腫瘍内科 34 9.2%
消化器 27 7.3%
乳腺 13 3.5%
肝胆膵外科 9 2.4%
呼吸器外科 8 2.2%
呼吸器内科 8 2.2%
呼吸器 6 1.6%
血液内科 5 1.4%
消化器内科 5 1.4%
小児外科 5 1.4%
血液・腫瘍内科 4 1.1%
乳腺・内分泌外科 4 1.1%
消化管外科 4 1.1%
一般外科 3 0.8%
乳癌 3 0.8%
乳腺科 3 0.8%
血液・腫瘍 2 0.5%
大腸外科 2 0.5%
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6%
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医師
薬剤師
看護師
歯科医師
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42%

17%
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眼科
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30%

19%
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7%

4%

2%
2%
2%
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1%
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乳腺外科

腫瘍内科

消化器

乳腺

肝胆膵外科

呼吸器外科

資料12
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上部消化管 2 0.5%
循環器内科 2 0.5%
内分泌外科 2 0.5%
乳腺内分泌外科 2 0.5%
肝胆膵内科 2 0.5%
呼吸器内科、腫瘍内科、緩和ケア 1 0.3%
消化器外科・腫瘍外科 1 0.3%
胆道・膵臓内科 1 0.3%
下部消化器外科 1 0.3%
肝臓外科 1 0.3%
乳腺内分泌 1 0.3%
大腸・肛門外科 1 0.3%
化学療法科/緩和ケア 1 0.3%
腫瘍内科　消化器内科 1 0.3%
呼吸器内科、がんゲノム医療 1 0.3%
消化器癌 1 0.3%
肝・胆・膵外科 1 0.3%
消化器内科・腫瘍内科 1 0.3%
乳がん 1 0.3%
上部消化管外科 1 0.3%
下部消化管 1 0.3%
外科 1 0.3%
乳腺・甲状腺外科 1 0.3%
腫瘍内科　血液内科　消化器内科 1 0.3%
下部消化管外科 1 0.3%
消化器外科、乳腺 1 0.3%
肝胆膵 1 0.3%
血液腫瘍科 1 0.3%
乳腺・消化器 1 0.3%
乳腺外科、消化器外科 1 0.3%
消化器外科　肝胆膵外科 1 0.3%
消化器　乳腺 1 0.3%
乳腺外科　美容外科 1 0.3%
消化器k外科 1 0.3%
肝胆膵外科・移植外科 1 0.3%
肝臓 1 0.3%
一般・消化器外科 1 0.3%
消化管 1 0.3%
総計 368 100.0%

　　　看護師と答えた方は以下より所属を選んでください
所属 人数 比率
通院治療センター/化学療法室 22 48.9%
その他 12 26.7%
病棟 5 11.1%
外来 4 8.9%
相談センター 2 4.4%
総計 45 100.0%

49%

27%

11%

9%
4%

通院治療センター/化学療法
室
その他

病棟

外来

相談センター
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2.性別
性別 人数 比率
男性 584 72.4%
女性 223 27.6%
総計 807 100.0%

3.年齢
年齢 人数 比率
５５歳～５９歳 155 19.2%
５０歳～５４歳 139 17.2%
６０歳以上 137 17.0%
４５歳～４９歳 136 16.9%
４０歳～４４歳 120 14.9%
３５歳～３９歳 78 9.7%
３０歳～３４歳 30 3.7%
３０歳未満 12 1.5%
総計 807 100.0%

4.ご所属施設の種別を選択してください
施設の種別 個数 比率
大学附属病院 342 42.4%
総合病院 329 40.8%
がん専門病院 90 11.2%
クリニック 18 2.2%
一般病院 3 0.4%
調剤薬局 2 0.2%
一般市中病院 1 0.1%
無職 1 0.1%
医療系大学 1 0.1%
一般外科病院 1 0.1%
私立病院 1 0.1%
陽子線治療施設 1 0.1%
女子大学看護学部 1 0.1%
医療療養型病院 1 0.1%
自治体病院 1 0.1%
一般病院（現在総合病院の表記は不適切です） 1 0.1%
小児病院 1 0.1%
教員 1 0.1%
大学院生 1 0.1%
健診施設 1 0.1%
中小病院 1 0.1%
研究施設 1 0.1%
泌尿器科・透析　病院 1 0.1%
個人の専門病院 1 0.1%
薬局 1 0.1%
呼吸器専門病院 1 0.1%
療養型病院 1 0.1%
呼吸器病院 1 0.1%
公立病院 1 0.1%
総計 807 100.0%
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28%

男性
女性

42%

41%

11%
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5.ご所属施設はがん診療連携拠点病院ですか   
回答 人数 比率
はい 598 74.1%
いいえ 194 24.0%
わからない 15 1.9%
総計 807 100.0%

　　S-Q『ご所属施設はがん診療連携拠点病院ですか』に『はい』と答えた方は下記より当てはまる項目を選択してください
回答 個数 比率
地域がん診療連携拠点病院 296 49.5%
都道府県がん診療連携拠点病院 278 46.5%
特定領域がん診療連携拠点病院 7 1.2%
国立がん研究センター 5 0.8%
地域がん診療病院 4 0.7%
小児がん診療病院 3 0.5%
大阪府がん診療拠点病院 2 0.3%
わかりません 1 0.2%
国立がん研究センター中央病院 1 0.2%
大阪府指定がん診療拠点病院 1 0.2%
総計 598 100.0%

Ⅱ．調査項目
1. 治療に伴う外見変化の出現について、患者に説明していますか？
回答 人数 比率
① 必ずしている 544 67.4%
② よくしている 206 25.5%
③ あまりしていない 50 6.2%
④ 全くしていない 7 0.9%
総計 807 100.0%

　　　　S-Q　①~③と答えた方に質問します。どのような患者に説明していますか？（複数回答可）
※複数回答可のためピボットテーブルで集計不可
その他の回答は別シートへ（下記リンクをクリック）
シート『どのような患者に説明していますか その他回答』

回答 人数
(ア) 出現する外見変化から必要だと思う患者 636
(オ) 心理的状態から必要だと思う患者 401
(イ) 年齢から必要だと思う患者 393
(エ) 社会背景から必要だと思う患者 372
(ウ) 性別から必要だと思う患者 369
(カ) 質問があった患者 310
(キ) 説明するための時間がとれる患者 151
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24%
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わからない
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前の質問で『（ア）出現する外見変化から必要だと思う患者 』をチェックした方に質問します。
ＳＱ：説明を行う外見変化を具体的にお答えください
回答は別シートへ（下記リンクをクリック）
シート『説明を行う外見変化を具体的に』

2.治療に伴う外見の変化について、その対処方法を患者に説明していますか？
回答 人数 比率
自分で説明している 641 79.4%
自分では説明していない 166 20.6%
総計 807 100.0%

S-Q　『自分では説明していない』と答えた方に質問します。以下当てはまるものを選んでください（複数回答可）
※複数回答可のためピボットテーブルで集計不可
その他回答は別シートへ（下記リンクをクリック）
シート『自分では説明していない』
回答 人数
(ア)自分では行わず、他の医療者に依頼している 111
(イ)自分では行わず、医療以外の関連業種（売店・ウイッ 35
(ウ)他に依頼も紹介もしていない 33

３．治療に伴う外見の変化について、患者から質問や相談をされることはありますか？
回答 人数 比率
たまにある 392 48.6%
よくある 357 44.2%
ほとんどない 52 6.4%
全くない 6 0.7%
総計 807 100.0%

79%

21%

自分で説明している
自分では説明していない

49%

44%
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(ア)自分では行わず、他の医療者に依頼し
ている

(イ)自分では行わず、医療以外の関連業種
（売店・ウイッグ店・化粧品店、下着取
扱店、エピテーゼ制作会社など）を紹…

(ウ)他に依頼も紹介もしていない
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４．治療に伴う外見の変化を理由に、患者から治療を拒否されたり、変更した経験はありますか？
回答 人数 比率
たまにある 368 45.6%
ほとんどない 339 42.0%
全くない 80 9.9%
よくある 20 2.5%
総計 807 100.0%

５．貴院では、治療に伴う外見の変化を扱う部門や担当者が決まっていますか？
回答 人数 比率
決まっていない 508 62.9%
決まっている 211 26.1%
知らない 88 10.9%
総計 807 100.0%

６．治療に伴う外見の変化が、患者にとっては単なる身体症状ではなく、がんを想起させる症状であることから、
その心理や社会活動に大きく影響することはご存知ですか？
回答 人数 比率
よく知っている 422 52.3%
少し知っている 269 33.3%
あまりよく知らない 108 13.4%
全く知らない 8 1.0%
総計 807 100.0%
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7．治療に伴う外見の変化から生じる悩みや困りごとを軽減し患者 のQOLを向上させる医療者のアプローチを
「アピアランスケア」と呼びますが、この「アピアランスケア」という用語をご存知ですか？
回答 人数 比率
用語も内容もよく知っている 271 33.6%
用語を知っているし、内容も少し知っている 247 30.6%
用語も内容も知らない 156 19.3%
用語は知っているが、内容は知らない 133 16.5%
総計 807 100.0%

8．「アピアランスケア」についてはガイドラインが発行されていることをご存知ですか？
回答 人数 比率
知らない 349 43.2%
知っているし、内容も少し知っている 191 23.7%
知っているが、内容は知らない 153 19.0%
知っているし、内容もよく知っている 114 14.1%
総計 807 100.0%

9．あなたは、がん患者の外見に関する身体・心理・社会的問題の解決を目指すアピアランスケアによる
患者支援 （他職種との連携を含む）に関心がありますか？
回答 人数 比率
やや関心がある 383 47.5%
大変関心がある 358 44.4%
あまり関心がない 62 7.7%
関心がなかった 1 0.1%
全く関心がない 1 0.1%
アピアランスケアの知識がなかったので 1 0.1%
わからない 1 0.1%
総計 807 100.0%

10．以下について、アピアランスケアガイドラインを前提に、適切だと思うものを選んでください
10－１
　１）化学療法誘発性脱毛の予防や重症度軽減に頭皮クーリングシステムを行うことは、脱毛が生じる治療をする全ての患者に推奨されている 
回答 人数 比率
推奨されている 297 36.8%
わからない 266 33.0%
推奨されていない 244 30.2%
総計 807 100.0%

34%

31%

19%

16%

用語も内容もよく知ってい
る
用語を知っているし、内容
も少し知っている
用語も内容も知らない

用語は知っているが、内容
は知らない

43%

24%

19%

14%

知らない

知っているし、内容も少し
知っている
知っているが、内容は知ら
ない
知っているし、内容もよく
知っている

48%

44%

8% 0%0%0%0% やや関心がある

大変関心がある

あまり関心がない

関心がなかった

全く関心がない

アピアランスケアの知識が
なかったので
わからない

37%

33%

30%

推奨されている
わからない
推奨されていない
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　２）化学療法による皮膚色素沈着の予防や治療として、ビタミンＣ投与の効果は確実か 
回答 人数 比率
ビタミンＣ投与の効果は確実とはいえない 575 71.3%
わからない 202 25.0%
ビタミンＣ投与の効果は確実である 30 3.7%
総計 807 100.0%

　３）手足症候群の予防や発現を遅らせる目的でビタミンB6を投与することは勧められるか
回答 人数 比率
明確に有効であるとのエビデンスがなく、勧められない 422 52.3%
わからない 286 35.4%
明確に有効であるとのエビデンスがあり、勧められる 99 12.3%
総計 807 100.0%

　４）化学療法による脱毛の再発毛促進に頭皮マッサージの効果は有用とのエビデンスがあるか
回答 人数 比率
わからない 439 54.4%
ない 272 33.7%
ある 96 11.9%
総計 807 100.0%

10－２
　５）分子標的治療（EGFR 阻害薬等）に伴うざ瘡様皮疹に対してテトラサイクリン系抗菌薬の内服は勧められるか
回答 人数 比率
ざ瘡様皮疹の予防目的の内服は、勧められる 392 48.6%
わからない 257 31.8%
ざ瘡様皮疹の予防目的の内服は、勧められない 158 19.6%
総計 807 100.0%

71%

25%

4%

ビタミンＣ投与の効果は確
実とはいえない
わからない

ビタミンＣ投与の効果は確
実である

52%

36%

12%

明確に有効であるとのエビ
デンスがなく、勧められな
い
わからない

明確に有効であるとのエビ
デンスがあり、勧められる

54%
34%

12%

わからない
ない
ある

48%

32%

20%

ざ瘡様皮疹の予防目的の内
服は、勧められる
わからない

ざ瘡様皮疹の予防目的の内
服は、勧められない
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　６）分子標的治療（EGFR 阻害薬等）に伴うざ瘡様皮疹に対して副腎皮質ステロイド外用薬は勧められるか
回答 人数 比率
皮膚炎と自覚症状の軽減を目的とした使用は勧められる 512 63.4%
わからない 227 28.1%
皮膚炎と自覚症状の軽減を目的とした使用は勧められない 68 8.4%
総計 807 100.0%

10-3
　７）放射線治療中の照射野の洗浄は、放射線皮膚炎を悪化させるか 
回答 人数 比率
悪化させない 490 60.7%
わからない 250 31.0%
悪化させる 67 8.3%
総計 807 100.0%

　８）胸部から腋窩などへの放射線治療時に、デオドラント剤（制汗・消臭剤）を腋窩に使用継続してもよいか 
回答 人数 比率
皮膚への刺激を避けるため、デオドラント剤を使用しな
いことが推奨される

302 37.4%

わからない 289 35.8%
患者のQOL等を鑑み、使用継続は弱く推奨される 216 26.8%
総計 807 100.0%

64%

28%

8%

皮膚炎と自覚症状の軽減を
目的とした使用は勧められ
る
わからない

皮膚炎と自覚症状の軽減を
目的とした使用は勧められ
ない

61%

31%

8%

悪化させない
わからない
悪化させる

37%

36%

27% 皮膚への刺激を避けるた
め、デオドラント剤を使用
しないことが推奨される
わからない

患者のQOL等を鑑み、使用
継続は弱く推奨される
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　９）放射線皮膚炎の軽減/予防のために照射部位への保湿剤の塗布は勧められるか 
回答 人数 比率
放射線皮膚炎への保湿剤の塗布は勧められる 592 73.4%
わからない 170 21.1%
放射線皮膚炎への保湿剤の塗布は勧められない 45 5.6%
総計 807 100.0%

10－４
　９）化学療法終了後に再発毛し始めた患者や脱毛を起こさない化学療法を施行中の患者は染毛してよいか
回答 人数 比率
パッチテストなどを条件に許容される 451 55.9%
わからない 296 36.7%
禁忌である 60 7.4%
総計 807 100.0%

　10）術後（乳房再建術後など）に使用が勧められる特別な下着はあるか 
回答 人数 比率
素材や機能が検証された、使用が推奨される下着がある 454 56.3%
わからない 259 32.1%
素材や機能が推奨された、使用が推奨される下着はない 94 11.6%
総計 807 100.0%

11.あなた自身やあなたの部門で、外見変化に関して患者の対応に困った経験などがあったら教えてください
回答は別シートへ（下記リンクをクリック）
シート『困った経験』

73%

21%

6%

放射線皮膚炎への保湿剤の
塗布は勧められる
わからない

放射線皮膚炎への保湿剤の
塗布は勧められない

56%
37%

7%

パッチテストなどを条件に
許容される
わからない

禁忌である

56%32%

12%

素材や機能が検証された、
使用が推奨される下着があ
る
わからない

素材や機能が推奨された、
使用が推奨される下着はな
い
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木村文則 生殖補助医療 

（ART） 

吉川史隆 

大須賀穣 

杉山 隆 

産科婦人科疾
患最新の治療
 2022－2024 

南江堂 東京 2021 169－172 

木村文則 小児・思春期患者
に対する卵巣組織
凍結保存 

鈴木 直 卵 巣 組 織 凍
結・移植 

医歯薬出
版株式会
社 

東京 2021 131₋ 138 

木村文則 CQ30 子宮内細菌
叢検査は生殖補助
医療お成績向上に
有効か？ 

日本生殖医
学会 

生殖医療ガイ
ドライン 

杏林社 東京 2021 112₋ 114 

木村文則 CQ4 子宮腺筋症
の疼痛の取り扱い
は？ 

日本産科婦
人科学会 

子宮内膜症取
り扱い規約 

金原出版
株式会社 

東京 2021 37－38 

木村文則 CQ5 子宮腺筋症
に合併する不妊の
取り扱いは？ 

日本産科婦
人科学会 

子宮内膜症取
り扱い規約 

金原出版
株式会社 

東京 2021 39－40 

木村文則 乳癌患者の妊孕性
温存に関する経済
的負担 

日本がん・
生殖医療学
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乳癌患者の妊
娠・出産と生
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る診療ガイド
ライン 
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株式会社 

東京 2021 177－182 

木村文則 災害時における人
的支援とその障壁 

日本産婦人
科医会 

災害時におけ
る周産期医療 

日本産婦
人科医会 

東京 2021 39－40 
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木村文則 排卵誘発 内科系学会
社会保険連
合 

標準的医療説
明 インフォ
ームド・コン
セントの最前
線 

医学書院 東京 2021 273₋ 275 

太田邦明、片桐由
起子、森田峰人 

 卵巣組織凍結・
移植の現状 

鈴木直 『新版卵巣組
織凍結・移植』 

医歯薬出
版株式会
社 

東京 2021  25-34 

小野 政徳 卵巣保護（GnRHア
ゴニスト） 

鈴木  直 ,  
森重  健一
郎 ,  高井  
泰 ,  古井  
辰郎 

がん・生殖医
療 : 妊孕性
温存の診療 

医歯薬出
版 

東京 2020 228-233 

寺下友佳代、真部
淳 

移行期医療 黒川峰夫、
朝倉英策、
永井宏和、
張替秀郎、
真部淳 

日本医師会雑
誌特別号 「血
液疾患のすべ
て」 

メジカル
ビュー社 

東京 2022  

寺下友佳代、真部
淳 

移行期医療 鈴木直、他 がん・生殖医
療 

中外医学
社 

東京 2022  

竹中基記、森重健
一郎 

子宮頸がん治療に
おける卵巣温存手
術(卵巣移植術も
含む) 

柴原浩章編
著 

 

妊孕性温存の
すべて 

中外医学
社 

東京 2021 36-39 

Sugishita Y, Suz
uki N 

Methods of Ovari
an Tissue Cryopr
eservation: Vitr
ification 

Kutluk Okt
ay (Eds.) 

Principles a
nd Practice 
of Ovarian T
issue Cryopr
eservation a
nd Transplan
tation 

Elsevier Netherla
mds 

2022 99-107 

洞下由記, 鈴木直 D 妊孕性保存法
 1 がん・生殖医
療 

吉村泰典 生殖医療ポケ
ットマニュア
ル第2版 

医学書院 東京 2022 381-387 

鈴木直 ,  澤田紫
乃, 遠藤拓, 横道
憲幸, 瀧音綾子, 
久慈志保 ,  今井
悠, 大原樹, 杉浦
貴子, 山谷佳子, 
洞下由記 

第3章 初期治療
終了後 事例5 
子宮頸がん ,  2 9
歳・女性 

森田達也, 
清 水 千 佳
子, 小澤美
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事例に学ぶ 
AYA世代のが
ん サポーテ
ィブケア・緩
和ケア 

診断と治
療社 

東京 2022 159-201 

杉本公平、小泉智
恵、正木希世、竹
川悠起子 

治療のやめどき・
家族を迎える選択
肢 

片桐由紀子 患者さんから
の質問に自信
を持って答え
る 不妊治療Q
＆A 

 

日本医事
新報社 

東京 2023 207-226 

小泉智恵 意思決定支援 柴原浩章  
編集主幹 
鈴木  直  
企画編集 

『がん・生殖
医療～生殖医
療フロントラ
イン』 

中外医学
社 

東京 2023  

古井辰郎、寺澤恵
子 

卵管性不妊症 吉川史隆、
大須賀穣、
杉山隆 

産科婦人科疾
患最新の治療
2022-2024 

南江堂 東京 2022 159-161 
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黄海鵬, 高井泰 卵胞発育の最新理
論解説とランダム
スタート法ーなぜ
3日目からの刺激
なのか、ランダム
スタートでどう変
わったか 

 臨床婦人科産
科増刊号「最
新の不妊症診
療 が わ か
る！」 

医学書院 東京 2022 128− 131 

渡邊清高、西森久
和、大野真司、松
井優子、岡本禎晃、
桜井なおみ 

支持医療の担い手
とコミュニケーシ
ョン 

日本がんサ
ポーティブ
ケア学会編 

がん支持医療
テキストブッ
ク 

金原出版
株式会社 

東京 2022 71⁻ 78 

清水千佳子、片岡
明美、中村晃和、
松本公一、森田充
紀、松本光史、高
井泰、渡邊知映画、
日置三紀、奈良和
子 

がん・生殖医療 日本がんサ
ポーティブ
ケア学会編 

がん支持医療
テキストブッ
ク 

金原出版
株式会社 

東京 2022 212⁻ 218 

Fuminori Kimura,
 et al 

Infectious and 
noninfectious en
dometritis and r
ecurrent pregnan
cy loss 

Joanne Kwa
k-Kim  

Immunology o
f Recurrent 
Pregnancy, 1
st edition 

ELSEVIER オランダ 2022 177-192 

木村文則 反復着床不全(RI
F) 慢性子宮内膜
症の診断と治療 

 EBMから考え
る生殖医療 

  2022 181－185 

木村文則 プロゲステロン産
生 

 みえる わか
る 女性内分
泌 Ⅱいろい
ろなホルモン
について知る 

  2022 132－133 

木村文則 プロゲステロン受
容体 

 みえる わか
る 女性内分
泌 Ⅱいろい
ろなホルモン
について知る 

  2022 134₋ 135 

木村文則 プロゲステロン作
用  

 みえる わか
る 女性内分
泌 Ⅱいろい
ろなホルモン
について知る 

  2022 136－137 

小野 政徳、山田 
悦子、河村 とも
み、久慈 直昭、西
 洋孝 

子宮筋腫・内膜症
と体外受精 

大道 正英、
亀井 良政、
久慈 直昭 

最新の不妊症
診 療 が わ か
る！ 

医学書院 東京 2022 18～22 

奈良和子 心理士の関わり 日本がんサ
ポーティブ
ケア学会編 

がん支持医療
テキストブッ
ク 

金原出版 東京 2022 217-218 
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